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労 務 理 論 学 会 研 究 年 報 第 2 号

　　　　　　　　　　　　　　　 の 刊 行 に 当 た っ て

　労務理論学会の 第 2回大会が 1992年 5月 8 日 （金）〜 9 日 （土）の 2N 間にわた っ

て ，　 rr 国際化2 と現代の 労務問題」 とい う統
一論題 の もとに ， 名城大学天白校舎に

おい て 開催 された 。

　まず初 日の 午前中は島弘 （同志社大学）氏の 司会の もとに ， 平尾武久 （札幌大学）

氏の 「ア メ リカ に おける職場の労使関係 と労働組合運動一 ’ 80年代後半以降の r日本

化』 論 の 再検討一
」 と， 林正樹 （中央大学）氏の 「 『日本的経営』 の 国際移転にっ い

て 一 フ ラ ン ス 自動車産業に お ける事例 （生産 ・ 労務管理 方式の 導入） を中心 に一
」 の

報告が なされ， 午後 は渡辺貞雄 （札幌学院大学）氏の 司会の もとに， 黒田兼
一

（桃山

学院大学）氏の 「 r日本的労使関係』 とポス ト ・ フ ォ
ーデ ィ ズ ム論一 レギ ュ ラ シォ ン

・ ア プ ロ ーチ を中心 に一
」 と ， 松 田裕之 （松商学園短大）氏の 「 『1920年代』 ア メ リ

カ労務管理の 構造一 AT ＆T （ア メ リカ電信電話会社）を事例 として 一
」 と ， 裴富吉

（東京農大）氏の 「外国人労働者問題の 本質一 経済問題と人権問題の はざま一
」 が報

告 された
。

　っ い で， 2B 目の 午前中は相沢与
一 （福 島大学）氏の 司会の もとに，猿 田正機 （中

京大学）氏の rr 国際化』 と労務管理一 自動車産業を事例と して
一

」 と川人博 （弁護

士）氏の 「日本的経営と過労死」 の 報告が な された 。 そ して ， 午後は これ らの 諸報告

をふ まえて ，長谷川廣 （中央大学）氏の 司会の もとに ，　 「 r国際化』 と現代の 労務問

題」 とい う統
一 論題で シ ン ポジ ウ ムがお こ なわれた 。

　それぞれの 報告者は それぞれに 今日的問題意識をも っ て ， 厳 しい現 実を直視され ，
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そ れ に もとつ い て 理論を展開 され， またそれ らをめ ぐっ て 活発な討議が展開 されて い

っ た 。 その 点で は ， 今回の 大会は労務理論学会の 精神に 完全に そ う もの で あ り， 開催

校 と して はおおむね所期の 成果を挙げるこ とがで きた と考えて い る。 これ も関係者各

位 の 御協力があ っ たればこ そ と考え ， 心 よ り御礼申 し上 げる次第で ある。

労務理論学会第 2回大会準備委員長

　　　　　　　　　 小林　康助

一 2 一

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



Japan Academy of Labor and Management

NII-Electronic Library Service



Japan Academy of Labor and Management

NII-Electronic Library Service



Japan Academy of Labor and Management

NII-Electronic Library Service

Japan 　Aoademy 　of 　Labor 　and 　 Management

　　　　　　　　　 ア メ リカ に お け る職場の 労使関係 と労働組合運動

　　　　　　　　　
一’

　80年代後半 以降 の 「日本化」論 の 再検討一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　札幌大 学　平尾武久

　　 1 は じめ に一問題 の 所在と限定
一

　 ジ ョ
ー ン ・9・ゴ ール ドソ ープ （」．H．　Goldthorpe）は 、 労使関係の 「日本化 Japanization」 と

い う言葉を 「企業や 工場 レベ ル にお ける多様な 微視的 コ
ーポ ラテ ィ ズム の なか に

一
次的労

働力を包摂 して い くこ と と併せ て デ ュ ア リズム が拡 大 して い く」
D

とい う意味 で用い て い

る．そ して 、 ア メ リカ に おい て は、近 年、ブ ル ーカ ラ ー型 内部労働市場が 日本の 労働市場との

相似性を深め
、 入件費の 固定部分の 削減 、 従業員 の 「コ ア と周縁」部分へ の 纏分化 と配置の 柔

軟化 、 仕事 の 外部化に よ る正規従業 員の 抑制 とい っ た内実を もっ て 、 日本 とア メ リカ との 間

に
一

っ の 収斂過程が進行 して い る との 論調が 高ま っ て い る．2 ⊃

すなわ ち 、 ブル ーカ ラー
型 モ

デル 企業が 、一方で 、賃金 と職務編成の 柔軟性を追求 し、 他方で は 、 雇用保 障 と「二 重賃金制

度」・ 「多能工 化奨励加給」の 具体化 に よ っ て そ の 両者を勘案 しなが ら、 労務 管理 ・労使関係 の

厂B本化」を推進 して い る とい うの で ある．

　この 状況を反 映 して 、 今 日、 「日本型生産 シ ス テ ム 」 とともに 労務管理 ・労使関係の 国際的

移転可能性transferrabilityが 盛ん に 論 じられ 、 日本で は 、 そ の 厂ハ イブ リ ッ ド・モ デ ル 化」

の 方向や「日本型 ヒ ュ
ーマ ン ウ ェ ア

・テ ク ノ ロ ジー
」の生 か され 方の 意義 とそ の 普遍的性格

が強調 され 、

S）
ア メ リカ で は 、自動車な ど加工 組立型産業 を中心 に

、
い わ ゆ る「リ

ー ン 生産 シ

ス テ ム 」モ デ ル化が 提起され 、 「労働生 活の 質 的向上Quality　of　Vork　Life：QWL 」や人的

資源管理Human　Resource　Management：HRM 活用 の 「革新」 に よ る「非組合型労使 関係 シ ス

テ ム Nonunion　 Industrial　Relations　Syste皿」浸透の 重要性が 指摘 されて い る．
4｝

　しか し、 ア メ リカ 製造工 業 に お け る労務管理 ・労使関係の 「日本化」如何 とい う点は 、 そ れ

自体 、 ア メ リカ の 歴史的変化 の 過程 に おけ る
一

契機で あ っ て 、 そ の シ ス テ ム の 移転可 能性 の

み に 問題を収斂 して しまうと 、 あれ これの 移転可能 な諸要素を 現象的 に追 認す るだ けに お

わ り 、 その 展開過程 に 内在 して進行 して い るア メ リカ労務管理 ・労使関係の 構造的特 質を把

握 しきれ ない の で は ない か 、 との 危惧を抱かずに お れ な い ．とは い え 、 現在 、 ア メ リカ の 巨大

製造工業企業の 工場 ・職場で は 、 経営側に よ っ て ジ ョ ッ ブ ・
フ レキ シ ビ リテ ィ 、 チ

ー
ム ・シ ス

テ ム 、 クオ リテ ィ な どを重視 し、 それ を基礎 に ニ ュ
ーデ ィ

ール 型の 「対立的労使関係」を「参

加的 ・協調的労使 関係」に 転換 させ る方向が 執拗に追 求され て い る．そ の 意味で 、 ア メ リカ労

使関係制度全体の 再編成は 、 仕事にお ける労働者の 「機能的な柔軟性」を職場の 労使関係の

なか に し っ か り組み 込む こ とが で きるか 否か に か か っ て い る とい っ て も過言で は な い ． そ

れ だ けに 、 ア メ リカ労使関係の 現局面 は 、仕 事規則work 　 rules の 柔軟化とい う経営の 戦略的

労 務政策 をつ う じて もた らされ て い る 、
い わ ゆ る「電圧に よる 菅理 mnnage 皿ent 　 by　 stress ：

MBS 」
51

の 体制を
一

般的 なもの として 受け入れ るの か 、 それ と も労働組合の ジ ョ ッ ブ ・コ

ン トロ
ール 機能 に よ る規制の 枠組 み を再び構築 し得 る の か 、 そ の 厳 しい せ め ぎあ い の 展開
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過 程に あ ると位置づ ける こ とが で きよ う．

　そ こ で 、 この 小稿に お い て は 、ア メ リカ製造 工 業 に お け る労務管理 と職場 の 労 使関係が ど

の よ うに 展開 して い るの か 、 すな わ ち 、 80年代後半以 降、 国際競争力強化 の 圧力 の もとで
、 敵

対的団体交渉制度 と仕事規 則 に よ る職務統制型労働組合主義 Job　Control　Unionis皿の 変質

過 程に お い て 、 ア メ リカ の 労働組合が 「労使
一

体」的 な職場の ありよ うを克服 して い く方途

を どの よ うに して 見 い だ そ う と して い るか
、 を検討 して み た い ．

　　 H 「対立的労使関係」の 展開と労働組合運動の 停滞

　ユ960年代 に定着 し、 70年代をつ う じて全面的 に機能 して きた 、 い わ ゆ る ニ ュ
ーデ ィ

ール 型

労使関係 シス テ ム New　Deal　 Industrial　Relations　Syste皿 は 、 職場 レベ ル の ワ ーク ・ル ー
ル

を基軸 とす る ジ ョ ッ プ ・コ ン トロ
ール ・

ユ ニ オ ニ ズ ム に よ る職場支配 shop 　contro1 の 展開に

その 基盤 を求 め て きた ．
6）

しか し、 順調に 機能 して きたか に 見え た そ の 枠組み は 、 1979年 の

第2次オ イル ・シ ョ ッ ク後 80年代初頭 に 始 ま っ た経営危機の 進行 と失業問題 の 顕在 化の な か

で 後退 を余儀な くされ た． で は 、 なぜ そ う した事態に 直面せ ざるを得な か っ た の で あろ う

か ．まず 、 この 点か ら考 え て み よ う．

　　　1）労使の 「暗黙の 合意」と「職場 問題」の 顕在化

　周知 の よ うに 、 ア メ リカ の労 働組合 は、 ス トラ イ キ権 を も っ て従業員を代表する とい う

「管轄権iurisdiction」 と全国労働関係委員会 （NLRB ）が 保障す る交渉単位制 （bargaing

unit ）の 獲得を っ う じて 大企業の 強大 な支配力 に対抗 し 、
　 i）賃金規則 wage 　rules

、 li）結合交

渉connective 　bargaining 、 董）ジ ョ ッ ブ ・コ ン トロ
ール の 確立 を内実 とす る労働協約 と苦情

処理 制 度とに よ っ て ニ ュ
ー

デ ィ
ール 型の 「対立 的労使関係」の 枠組み を っ くりあげた． そ し

て 、こ の 時期の 労働組合の 組織 ・機能は
、
AFL − CIO が執拗 に 追求 した 、 団体交渉を 基本

に 据えた相対的雇用保障 （黨 先任権制 seniority 　syste 皿） と生産性の 枠内で の 実質賃金上昇

（＝年次実質賃金の 改善AIF と生計費謂整賃上 げCOLA）の 実現 、 その 対極に お け る技術革新 ・生

産組織編成上の 経営側の フ リー ハ ン ド保 障 を条件 に労 働平和をめ ぐっ て 、労使の 「限定 的な

暗黙の 合意 Li皿ited　Capital−Labor　Accord」を生み 出 し、 そ こ に 、 戦後ア メ リカ の 「コ ーポ レ

ー
ト・シ ス テ ム Corporate　Syste皿 」の 社会的蓄積構造 を形成させ る に 至 っ た．

7，

　こ うして 、ア メ リカ に お け る「対立的労使関係」は 、 労働者の 生活 と労働慣行を 貫い て 資本

対抗的な労働者階級の 成長を促す とい うよ り 、 巨大企業の 「経営権」に対 抗 し得 るル ール づ

くりに 専念す る こ とで 、 「大企業体制へ の 労働者の 同化を遂行 して きた 」
n ）

とい っ て よ い ．し

か し、 詳細 な労働 協約に 収斂 され た こ の ア メ リカ 労働組合運動の 特質は 、 排他的交渉権に 依

存 した 官僚的組合運営 とそれ に 基因す る職場 レ ベ ル で の 日常活動の 停滞 とい う問題 点 をは

らん で い た し 、 その 闇隙をぬ っ て 具体化され た作業の ス ピー ド・ア ッ プ を媒介 と して 、
い わ

ゆ る「ブル ーカ ラ ー・ブ ル ー ス ・深 刻な労働疎外」を も現出せ しめ た ．その 結 果 、 72年に は 、 経

営 と組合幹部 へ の 労働者 の 拭 い が た い 不信 と反発を内包 して GM ロ
ーズ タ ウ ン 工場 の ア ン
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オ フ ィ シ ャ ル なス トラ イキ が 発生 する と こ ろ とな っ た．そ して 、 その 延長 線上 に お い て 、 ア

メ リカ の 労使関係は 、 労働の 単純化 と既存の 職場集 団の 解体を つ う じて 、 レイ オ フ に ょ る離

職 、 ア ブセ ン テ ィ
ーズ ム 、 ス トラ イ キの 増大 と い っ た 「職場問題」に 直面 し、 こ の 「労働 の ア メ

リカ 的危機」を解決すべ く職場秩序の 改編を迫 られたの で ある．
9）

　　　2）経営者の 危 機意識と QWL プ ロ グラ ム の 登場

　こ う した事態 に危機意識を つ の らせ た経 営者は 、

一方で は 、 全米製造業者協会 （NAM ）

の よ うに 「組合の ない 環境協議会Council　on 　Union　Free　Environment」を組織 して 、 「組合

の 組織化運動の 機先を制するの に 手なれ た経営 コ ン サ ル タ ン ト会社をます ます多用 す る よ

うに な」
旦O）

り 、 他方で は 、 職務再設計や キ ャ リア ・デ ィ ベ ロ プ メ ン トに よ るr働きが い 」や 労

働者の 「自己実現」に 力点をお い たブル ーカ ラ ー労働者の 参加方式を提起 した ．すな わち 、

経営業績の 悪化、 「労使対立」か ら「労使協力」 へ とい う兆 しをみせ 始めた 70年 代後半 以降 、

「労働の 充実」と労使関係の 改善を 目指 して 登場 したの が QWL プ ロ グラ ム で ある．そ れ は 、

自動車産業を中心 に広が り、73年の GM − UAW に よ る「QWL 全国委 員会 ：NQWLC 」、

79年の Ford − UAW の 「EI 全国委員会 ：NCEI 」設置 などをとお して
一

っ の 社会 的

な運動 に まで 高め られて い っ た ．

　しか し、 この 時期の QWL プ ロ グラ ム の 展開過程 は 、 か の 「タ リータウ ン 物語」を生み 出 し

は した もの の 、その 内実にお い て は 、バ ッ フ ァ
ーや 無駄 の 排除 とい っ た職場作業集団 に お け

る職務編成や作業内容に まで 踏み込ん で 改善をは か る まで に は至らず 、 QWL の 改善活動

自体労働組合対策の 域 を出な か っ た．それ ゆえ 、 AFL − C 豆O や 当事者 たる UAW 内部で

もそれ をめ ぐる賛否両論 があ り 、 とりわけ 、 多 くの ロ
ーカ ル ・ ユ ニ オ ン は 、 企業側が QWL を

巧妙な組合攻 撃の 手段 と して しか位 置づ け て い な い と して 、 それ に た い して 消極的姿勢に

終始 した の で ある．ID

　以上見 たよ うに、70年代 の ア メ リカ労使 関係は 、 総 じて 、 大企業 の 強大な「経営権」と、職場

の 労使慣行をめ ぐる詳細 なル ール づ くりに専念す る ビジネス ・ユ ニ オ ニ ズ ム との 対抗関 係

と して 体制内に 制度化 され た． そ して 、 こ の 「対立的労使関係」の メ カ ニ ズ ム の 内実 は 、 ひ と

た び大企業が 経営危機 に 遭遇す るや 否や 、 労働組合幹部を して ラ ン ク ・ ア ン ド・フ ァ イル 労

働者に た い す る内部統制機構 に 転化す る可 能性を つ ね に内包 して い た とい っ て よ い ． い い

か え れ ば 、 ア メ リカ労働組合運動 は 、 「暗黙の 合意」に 固執 し、 こ の 労使関係 の 枠組 み の な か

で 「職場闘争」を厳 し く抑制 したが た め に 労働者階級全体 の 労働 と生活を守 る運動 と して は

停滞せ ざるを得なか っ た の で あ る．

　　皿「労働組合に たい す る経営 の 挑戦 」と「対立的労使関係」の 動揺

　70年代後半の 「グレー ト・リプ レ シ ョ ン」以 降 、 鉄鋼 、 自動車 、 電機 な ど基幹的製造 エ業を 中

心 とす る利潤率や生産性上昇率の 鋭い 低下 、 失業 の 増大 と実 質賃金の 急落に 直面 したア メ

リカ で は 、 1980年 に 登場 した レ
ーガ ン政権が 、 あ らた め て「ビ ジ ネス 優位の 強化」をは か るべ
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く市場の 自己調整力に依拠す る規 制緩和 deregulation政策を遂行 した．それ は 、 「自由競争」

「市場原理 」の もと に 、 民間大経 営の 活力を 駆使 した「労働組合 に た い す る挑戦」 ＝ 「組合 回避

戦 略 union 　avoidance 　strategies のは じま りを も意味 した．そ して 、 ア メ リカ労働組合運動

は 、 深刻な 失業問題を生み 出 した雇用の 相対的低迷と労働市場の 構造変化と も相俟 っ て 、 組

織率 の 低落 に 象徴 され るよ うな著 しい 地盤沈下に み まわ れ た．そ れ に よ っ て 厂対立的労使関

係」 の 枠組み は大 き く動揺 し、 職場 に お ける労 使関係 もその 様相を
一

変 させ る こ と に な っ

た．い わ ゆ る「譲歩協約交渉concession 　bargaining」 はそ の 証左 で ある とい っ て よ い ．

　　　 1）デ ィ レギ ュ レ
ー

シ ョ ンの 展開 と労働組合機能の 変 質

　 ア メ リカ に おけ る「1丿ベ ラ リズ ム 」の 終焉と「新 自由主義 neo −liberalism」の 台頭 （表一1）を

象徴 した レーガ ン政権は 、 ス タ グフ レ
ー

シ ョ ンに ともな う、
い わゆ る「非工業化deindustri−

alization 」の 進行
lz ）

の なか で 、 市場 シ ス テ ム の もつ 自己調整的仕 組み を っ う じて 基幹的産

業企業の コ ス ト削減 に よ る収益性向上 ・競争力の 回復を託 した ．こ の ディ レ ギ ュ レ ー シ ョ ン

の 思想 と政策は
、 労使関係に っ い て みれば 、

一
つ には 、 「組合回避 戦略」の 組織的展開 と して

現 れ 、 1978年 の 「労働法改正案」の 流産を契機に 、 事業所 レベ ル に おけ る組合組 織化 を拒否

し 、 「工 場閉鎖」や 、 「南部戦略 southern 　strategy 」に よ る「労 働権Right　to　Work」州 （図一1）へ

の 「工 場移転」、 交渉代表選挙に おけ る専門労務 コ ンサ ル タ ン トに よ る反組合キ ャ ン ペ ー ン

な ど に 具体化された．

　そ して 、 二 っ に は 、それ は 、 基幹製造工業 に おけ る巨大経営 の 寡 占的支配構造 に組 み込 ま

れ た既存の 「対 立的労使関係」、 と りわ け賃金を競争条件か ら除外 して きた賃金決定 方式 と

先任権ル ール を軸 とす る労使慣行 の 根本的転換に よ る「生産性危機 productivity 　crisis 」

の 打開策を本格的 に 模索 し始 め た．そ の こ とに よ っ て 、 あ らため て 労 使協調 に よ る QWL 計

画 と そ れに 連動す る HRM が 注 目を集め た．つ まり 、 労働者参加 と い う経営側の 戦略的 労務

政 策は、団体交渉を 支え る ジ ョ ッ プ ・コ ン トロ
ール 機能の 規制 か ら工 場・

職場の 管理秩序を

解放 し、 同時に 、 労働者 の 仕事 へ の コ ミ ッ トメ ン トを高め て 、労働組合の 「企業志向性enter −

priSe 　Orientation 」
13 ，

を さ らに 強め る方向に 誘導 しよ う と したの で あ る．

　そ の 結果 、 ア メ リカ 労働組合運動は 、 80年代初頭の 「譲歩交渉」をっ う じて ディ レギ ュ レー

シ ョ ン政策 に 依拠す る経営側の 巧妙な対労働組合攻勢と労働市場 の 構造的変化 とに 直面 し

て 「労使
一

体」化路線へ の 変質を余儀 な くされ るに至 っ た．っ ま り 、 ア メ リカの ビ ジネ ス ・ユ

ニ オ ニ ズ ム は 、その 組織的弱体化の な かで 、 「職場闘争」を峻拒 して きた官僚的組合運営の 限

界を あ ます と こ ろな く露呈 し 、 団体交渉機能の 萎縮を導きなが ら、80年代後半 に は 、 賃金 ・労

働 条件 の 改善を 職場で の 労働慣 行の 変更 と直接的 に結び っ ける「生産性交渉 productivity

bargaining」と「チ ーム 包括協tS　team　package 」との 二 様の 協調行動 cooperative 　endeavors

を テ コ と して 急速 に 柔軟妥協路線 へ と埋没 して い くこ とに な る．

　　　2）仕事規則の 柔軟化 とチ ーム 方式Team　Conceptの 浸透

　UAW や USW な ど 主要組合 中央本部の 協力の もと、製造 工 業の 巨大諸企業は 、 工場
・
職
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場 レベ ル で の 「テ イラ ー主義 の 危機」を克服 して 生産性向上・競争力強化を実現すべ く 、 組織

され た諸 工 場へ の 「非組合型 労使関係 シ ス テ ム 」の 「革新 的波及」を 試み た ． そ こ に こ め られ

た意 図 は 、 QWL プ ロ グ ラ ムを厂組合の 影響を弱め 、 あ るい は組合か らの 協力を引きだ す手

段 として 」
14 ，

位置づ け 、 それ に結び つ く人的資源管理 （HRM ）の 本格 的展開に ょ っ て 仕事

規則の 柔軟化を はか る ことで あ っ た． こ うして
、
こ の 戦略的労務政策は 、 「チ ーム 包括協約」

にお け る「労使共同宣言」の か た ちを と っ て 具体化 し、 QWL 運動の な かで 「共通 の 目標に 向

か っ て チ ーム ・
ス ピ リ ッ トで 仲良 く働 けば競争に 勝て る」

1S ）
を合言葉に導 入 され た チ ー

ム ・

シ ス テ ム Team　Syste皿に収斂 され た の で ある．

　したが っ て 、 この チ ーム 方式 に お い て は 、 職務分類 の 徹底 的削減 、職務割 り当て の 互換性

確保 に最大の 力点が お かれ 、 正BM やデ ュ ポ ン な ど の組 合不在工 場で 有効性を発揮 した フ

レキ シ ブ ル な作業組織の 編成 、 OJT の 浸透 に よ る内部労働市場強化 、 柔軟な 人員配 置 、 企

業内コ ミニ ュ ケーシ ョ ン の 充実 、 企業個別 的賃金決定方式に よ る競争的な高賃金水準 ・高付

加給付の 維持など「涸人志向」的な HRM の 諸 方策が講 じられた． と くに 、 経 営側 に よ る職

務 階梯 ・職務内容 の 掌握 に基礎をお く「多能工化奨励加給」＝知識習得対応型報酬制pay −for−

knowledge　reward 　scheme は 、 仕事の 負担量増加 へ の 労働者自身の 関与 、 仕事 へ の 自発性の

喚起 、 労働 者間競争へ の 自覚を促す HRM の 切 り札 とされ た ． しか も、 効率の 高低に よ っ て

「工場閉鎖 」を実施す る とい う 、 い わ ゆ る「分断戦法 whipsawing 」に 支え られ た こ の チ ーム 方

式 は 、 先任権の 緩和、
ロ

ーカ ル ・
ユ ニ オ ン間の 競争 とそ の 「会社組合」化促進 を も視野 に収 あ

て い た か ら労働組合運動の 衰退 に 拍車 をか け る こ とに もな っ たの で ある．

　例えば 、 ア メ リカ 自動車産業に おい て は 、 仕事 と技術の 最適の 結 び つ け方 を完全に 経営側

が 掌握す る もの と して 打 ち出 した チー ム 方式が 、 労使関係の 「全米モ デル 」で ある と して 喧

伝 され 、 UAW ロ
ー カル の 機能す る主要組立工場 に おけ る展 開と そ の 帰趨が注 目を集 め た．

こ れに た い し、 UAW 全国中央本部は 、 f労使一体」化の 証 しと して 「チーム 包 括協約」を も っ

て 競争力強化 に協力 す る姿勢を鮮明に し 、 ス トラ イキ 回避路線を と っ て 、 労働者が最 もこ だ

わ っ た 仕事規則 の 見直 しと変更を 許容 した．そ して 、 「労使一体」を条件に 着干の 意思 決定権

を付与され た チーム 方式は 、 下請 けや外 注の 広範 な利用を ともなうJustin　T洫 e 方式 と も結

びっ い て 、 作業の ス ピー ド・ア ッ プ に よ る絶 え ざる「改善」の なか で 「エ ラ
ー

を許 さず 、 ほ とん

ど息抜 きの 余裕の な い 生産 シ ス テム 」 に労働者を緊縛 し、 現場監 督者の 全職責を担 うチ ー

ム ・リー ダーの もとで の 「重圧 に よ る管 理」を定着 させ る こ とに な っ た ．15 ｝

　しか し、 こ の チ ーム 方式 は 、厂チ ーム 」とい う言葉 自体が 単 に 管理 単位に 与え られ た 呼称 に

す ぎず、グル ープ・リーダーに よ る管理 強化 とは 裏腹 に チ ー
ム に は 何 らの 権限 もな く、 「実に

ゅと りの な い シ ス テ ム 」その もの で あ っ た．これに た い して 、 ア メ リカの 労働者は 、労働者闘

競争の な か に 身をお きなが らも、仕事に おけ る強制的な もの 皿andatory と自発的な もの vol −

untary とを明確 に 区別 し、

17 ，
個人主義 に もと つ く権利主張 と「労 働者に と っ て 塾 ま しい 職

場づ くり」を組合 機能 の 強 化に 求め よ うと したの で あ る．
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　　 IV 職場に お け る労使関係研究の 新 しい 潮流とそ の 闇題点

　　　 1）KKM の 「新労使関係 シ ス テ ム 」論

とこ ろ で 、 80年代 の アメ リカ労使関係 は 、 （a ）就業構造 の 変化 （産業別 、 地 域別 、 職種別 、 性別

変動）、（b）経営者 の 強 い組合忌避 の 価値観 とその 姿勢 、 （c）製品市場で の 競争激化 （国際競争

の 激 化 、 国内非組合企業の 競争力増大 、 政府 に よる規制緩和〉を背景 に 大 きく様変わ り した．

それ は 、 企業の 雇 用形態が 基幹core 部 門を占め る労働者層 （＝ 内部労働市場 ・ 第1次労働市場）

と 、 周辺 的 periphery 部門の 労働者層 （＝外部労働市場・第2次労働市場）とへ の 両極化 polari −

zation と して 顕在化 した とい っ て よ い ．こ の 事態 を前提 と して 、 ア メ リカ労使関係研究 に も

変化が 現れ た．すな わち 、 その 論調は 、80年代半 ば以降 、 職場に おけ る労使関係の 「日本化」の

影響 に 関心を よせ 、 従来の ア メ リカ労使関係論 の 基本をなす「ダ ン ロ ッ プ ・モ デ ル 」を発展 さ

せ る新 しい 理 論構築の 試み と い う性格を 色濃 く帯び るもの で あ っ た． トマ ス ・H・コ ーハ ン 、

ハ リーH・C・カ ッ ッ 、
ロ バ ー ト・B・マ ッ カー

シ （以下 KKM ）に よ る 「新労使関係 シ ス テ ム 」論は

その 代表で あ ろ う．

　KKM は 、そ の 著書 The　Transformation　of 　American　Industrial　Relations
，
　N．　Y．， 1986

に お い て 労使関係の 新 ヴ ィ ジ ョ ン を示 し 、 労使関係の 中心が 団体交渉か ら経営 戦略 レベ ル ・

職場 レベ ル に 移行 して い る との 認 識に 立脚 して 、 労働組織 の再編成work 　reorganization の

実証分析 をふ まえて ニ ュ
ーデ ィ

ール 型労使関係 シ ス テ ム の 変容 と それに 代わ る新 しい 安定

的 な労使関係 シ ス テム 確立 の プ ロ セ ス を解明 し、それ を理論的基礎 と して 労使協調体制 の

全体構造 を明 らか に しよ うと した．「新労使関係 シス テ ム 」の 概念構成に あ た っ て KKM は、

労使関係の 制度を戦略 レベ ル （乙経営 戦略）、 機 能 レベ ル （； 労務政策 ・ 団体交渉）、職場 レベ ル

（箒現場管理方式 ・労 働者 の 仕事 へ の 参加 ・作業組 織 にお ける職務設計 な ど）とい う 、
い わ ゆる

三 層 構造 Three　Tierを モ デ ル 化 し、そ こ に 、 QWL ・EI 活動 、
HRM をっ うじて 「非組 合型

労使関係 シス テ ム 」の 組織化部門へ の 拡大・定着 の 可能性 を明確な形で 展望 した．
1S 〕

　KKM の 「三層構造 」論は 、 基本的 に は 、 Job　Control　Unionism に 制約 を与え る べ く、 柔軟

な ワ
ー

ク・ル
ー

ル 、 労働者個 々 人の 態度 や行動 を支え る労働者の 動機づ け・能力開発 、 適 切 な

コ ン フ リク ト処理 とい う三 っ の 相互 作用を重視 し、 苦情処理機能を も内に 含む職場 に おけ

る戦 略的 な「参加型菅理 」の シ ス テ ム 化を提起す る もの で あ っ た． しか も，そ こで は 、団体交

渉 レベ ル に お け る賃金 譲 歩 、
パ ター

ン ・バ ーゲ ニ ン グの 企業別交渉化と と もに 、 標準生産 量

の 増加 、 要 員数の 削減 、 労働組織 の 変更 、 職務分類の 削減 、 職務拡大 （茜多能工 化）、配転や 昇進

に 際 して の 先任権原則の 緩和 、 賃金制度 の 改編 など に か か わ る HRM の 浸透が あ らか じめ

予定され て い た の で あ る．
19 ⊃

　こ の よ うに して 、KKM は 、 80年 代に お け る労使関係の 変化の なか で も、 ワ ー ク・ル ール の

変更に 着 目 し 、 QWL や E 【などの 「参加型管理」の 浸透 に よ っ て 職場 の 労使鬨係 に フ レキ

シ ビ リテ ィ が もた らされ 、 そ れが 生産性 や製品品質 の 改善に 結び つ い て い る こ とを強調す
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る． したが っ て 、 KKM の こ の 「新労 使関係 シス テ ム 」論 は 、 企業経営 に ょ る厂戦略 的選択

strategic 　choice 」をモ デル 化 して 伝統的労使関係論 と経営戦略 論 との 統 合をは か り、 団体

交渉構造 の 変容 の プ ロ セ ス と職場に おけ る労働者参加の 実践を積極的 に評 価 し、 「戦略的選

択」の 観点か ら団体交渉の 形骸化 と職場の 労使関係 に お け る経営側 の イ ニ シ ャ テ ィ ヴ強化

に 理論的正当性を与 え る もの とな っ た． その 点 に お い て 、 KKM 理論 は、全米製造業者協 会

NAM に よ る徹底 した 「経営権」 主導の 敵対的 な厂ユ ニ オ ン ・フ リー
」の 労使 関係志向 とは一

線を画す る もの で あ っ て 、 伝統的 な「契約 contract 」の 観念を持続 しつ っ 、 それを新 しい 「合

意 consensus 」の観念で 補足す る統合的 ア プ ロ
ーチを提起す る もの で ある とい っ て よ い 。

　　　2）KKM 理 論をめ ぐる論点

　こ の KKM 理論をめ ぐっ て は 多 くの 議論が展開され て い るが 、 こ こで は 、lndustrial　and

Labor　Relations　 Review誌 （Vol．41，　No．3，　April　 1988）の Reviev　 Sy叩 osium で 明 らか に な っ

た各論者の KKM 理論 に た い す る批判点を整理す るに とどめて おきた い ．20 ）

　  S・ア ーノ ヴ ィ チ （S・Aronowitz）は 、　 K 　K 　M 理論が労使関係 の 相互作用を認識 しなが ら

も、 経営者の イ ニ シ ャ テ ィ ヴを強調す るあ ま り、 新 しい 労使関係論の 枠組 み か ら労働者・
労

働組合の もっ 独 自的行動を ほ とん ど捨象 して しま っ て い る 、 と批判す る．そ して 、た と えば 、

「譲歩交渉」に よ っ て 導入 され た二 重賃金制度は 、 それ を差別待遇 とみ なす労働者の 大規模

な労働移動 と 、 新規補充労働者 reneved 　worker の 「職場闘争」に 直面 して 、結果 と して 労務

費 の 増大 に っ なが り 、 その 制度自体混乱に 陥 っ た こ とを見て も、労働者 ・ 労働組合の 対抗的

機能が一
方的 に後退 して い るわ けで は ない ．また 、 KKM 理論で は 、 技術革新が 、 労働 者の 考

えて い る納得の い く仕事 、 雇用 の 確保 、 労働の 尊厳な どに どの よ うに 影響 して い るか 、 ま

た 、 満足で きる仕 事をす るた め に 職場で の 技能教育に 熱意を示す労働者の 存在 を ほ とん ど

意識せず 、 も っ ぱ ら組合の 技術革新 に たい す る硬直性 を指摘す るに 終わ っ て い る と い う．

　  G・H・ヒル デ ブラ ン ド（G・H・Hildebrand）は 、
　 K　K　M が 「賃金 を競争条件か ら除 外」して き

た組合機能の 衰退 の 構図を見事に描き出して は い る もの の 、 必ず しもそ れを十分に 論証 し

得て い る とは い い 難い と指摘す る．つ まり 、
パ ター

ン ・ バ ーゲ ニ ン グの 解体 に っ い て も、 それ

が なぜ 、 ど の よ う に して お こ っ て い るか 定か で は な い ．したが っ て 、 「参加的管理 」や HRMの 普

及 をやや 過大 に 評価 して い る きらい が ある し、 仮 に 、 そ れが作用 して 団体交渉の 後退 が こ こ

数年 目立 っ て い る の が事実で あ る と して も、 そ れ を もっ て 労働組 合運動が 敗北 し 、 新 しい

労使関係の 制度と構造が で きつ つ あ る と結論づ けるの は 早計 に す ぎる とい うの で あ る，

　  S・M・リプ セ ッ ト（S・M・Lipset）は 、
　 K　KM の 理論で は 、 労働組 合運動 寰退 の 国際比 較 分

析が欠 如 して い るこ との 問題性をつ い た．す なわ ち 、 KKM は 、 ダ ン ロ ッ ブ 、 ヵ 一
、

ハ
ー ビ ン

ソ ン 、 マ イヤ ーズ らの 工 業化過程に おけ る労使 関係の 国際比校研究 の 継承 を意識的 に 展開

しょ うと した ． しか し、
KKM は、「イ ン ダス トリア リズム 」の 論理 が 各国の 労使関係 の 差異

性を認 め た うえ で 、 その 多様性を 整 理 して い く理論的枠組 み提示 し 、 そ の な かで ア メ リカ 的

シ ス テ ム を相 対化 した点を 、か え っ て 曖昧 な もの に して しま っ た とい う．そ して 、「戦 略的選
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択」とい うア プ ロ
ー

チ の 仕方 に つ い て も、 経営者の 価値観や 戦略 に力点をお きす ぎて い るが

ゆえ に 、 組 合機能 の 後退 に つ い て の KKM の 分析 もそ の まま鵜呑み に はで きな い とい う．

　   G・ス トラ ウス （G ・ Strallss）は 、 KKM が い わゆ る「三 層構造論 」を 提起 した点を評価 しっ

っ も、団体交渉 レベ ル と戦略 および 職場 レベ ル との 区別が必ず しも明確で は な く、 また 、 新

たな 労使関係 シ ス テ ム で は 、 経営戦 略がか な り意識 され 、 しか も長期に は支配的 な もの に な

る と い う KKM の 見解は 、 実証が 不十分なた め疑問が残 る． そ して 、
　 KKM が い うよ うに 、

厂譲歩」に よ っ て実 際に仕事が確保 され た の か 、 あ るい は 、 組織行動 organizational 　beha−

vior や HRM を非組合型 労使関係 に 固有 の もの とみ な して い るが 、 組 織化され た部 門で も

厂高 い 帰属意識 high 　commitment 」 を実現 しうる人事政策が 講 じられ て い る現実 をど う説明

す る の か と い っ た問題 点 もあ る と指摘す る の で あ る．

　この よ うな KKM 理論をめ ぐる議論は 、 「労使関係の 転換論争」とい わ れ 、 ア メ リカ 労使関

係学会 を中心 に く りひ ろ げ られ て い るが 、 い まだ決着をみ るまで に は 至 っ て い な い ．「労 働

組合 に た い す る経 営の 挑戦」の 構図が 一
般化 しつ つ ある とは い え 、 今日 、 依然 と して ワ

ー ク ・

ル ール の 変更 に抵 抗す る ロ
ー

カ ル ・ユ ニ オ ンの ジ ョ ッ ブ ・コ ン トm 一ル機能が広 く存在 して

い る こ とは疑 い な い ．したが っ て 、 い また だ ちに そ の 両説に 評価を下す こ とは難 しい とい わ

ねば な らな い ．

　　 V む すび に か え て
一

職場の 労使関係の 矛盾 と組 合内部の 瓢た な動向一

　以 上 の よ うに 、今 日 、 ア メ リカ労使関係 ・労働組合運動は
、
か な りイデ オ ロ ギ ッ シ ュ な論争

をは らん で 展 開 して い る．現実 に 、 ア メ リカで は 、 製造工業を中心 に 競争力低下の 要因 とみ

な され る ジ ョ ッ プ ・コ ン トロ ール ・ユ ニ オ ニ ズ ム へ の 経 営の 挑 戦は執拗を きわめ 、 80年代後

半 以降 、 「柔軟性 flexibility」追求 に 照準 を定 めた労 使関係の 「B 本化」の 動 向が 、 あ らた め

て 労 働者 を全面的 に 組織 しよ うと して い る．そ して 、 組織率の 低下 とス トライキ 数の 減少 に

み まわ れた ア メ リカ 労働組合運動は 、そ の 地盤沈下 に 苦悩を深め 、 AFL − CIO が こ れ ま

で 培 っ て きた産業民主主義的 な労使関係 に も崩壊 の 危 機を もた らして い る．ま さに 、ア メ リ

カ労使関係 は 、 賃金の 下方弾力姓の 増大 と、大量 レイオ フ へ の 労働組 合の 「協力」を前提 に

か ろ う じて その 「安定」を確 保 して い る とい っ て も過言で は ない ．

　そ れだ けに
、 「チ ーム 包括協約」の 展開 に た い す る労働者の 批判と反 発へ の 組 合の 内部統

制は 強 まり 、 労働者の 抵抗 は多 くの 場合 、 チーム の なか で は 孤立 した 「トラ ブ ル メー
カ

ー
」

の 問題 と して チー ム ・リーダー
に よ っ て処 理 され た． しか し、

そ れ が労働者の 集団的 で戦闘

的 な行動 に転 化 しない と い う保 障 は ど こ に も存在 しな い ． 高度に 効率的な シ ス テ ム と化 し

た チ ーム 方式 は 、 あ らゆ る 保 護装 置 や ク ッ シ ョ ン を 意識的 に 排除 して 無理を重ね て い るだ

け に 、か りに 労働 者が 一定 の 集 団行動 に 出た りす れ ば 、 機能 マ ヒ に 陥 る 可能性 は少 な くな い

し、条件 さえ 与え られ れ ば 、ロ
ーカ ル ・

ユ ニ オ ン の 「闘 う労働組合」と して の 運動 を 活性 化 し

か ね な い ．っ ま り 、 経営側に と っ て 明 らか に 潜在的な ア キ レ ス 腱 に な り得 る危険性 を 内包 し
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て 機 能 して い る． しか も 、 ア メ リカ の 労働者は 、 QWL 運動を受け入 れ て は い て も、 組合を

離れ て 厂働きす ぎの 恒常化」を甘受 して個人的妥協的な手段で 自 らの 労働 と生活を守ろ うと

い う意識状況 に は な っ て はい な い ．

　 したが っ て 、 仕事規則 に もとつ く従来 の ア メ リカ 的労務慣行を短期間 に 変更 した 「チ ーム

包括協約」が い か に個人の 尊厳を無視 して 労 働者に 重圧を強制 し、 職場の 労使関係 を歪 め て

い るか 、 とい う自覚 と批判 の 声が ラ ン ク・ア ン ド・フ ァ イル の 労働者の 閤 に次第 に 高 ま りつ

つ あ る．例えば 、 UAW の 内部で 、 全国中央本部 の 官僚的組 合運営 と妥協的なr労使一体」化

路線 に 批判的な少数派ニ ュ
ー・デ ィ レ ク シ ョ ン の 運動は 、チ ーム ・シ ス テ ム が い か に職 場 レ

ベ ル で の 組合機能を萎縮 させ て い るか を訴え 、 労働組合の ジ ョ ッ ブ ・ コ ン トロ ー ル に よ る新

た な規制 の 枠組み を模索 して い る．そ れ は 、 「チ ーム 包括協約」に欠勤者補 充、チ ーム の 権利 、

組合派 チーム ・リーダーの 選出 、 先任権の 広範囲な適用 、 組合に よ る技能 訓練計画な どを盛

り込 み 、 UAW 中央本部 に 統制 され た 「経営 に 従順 な ロ
ーカ ル ・ユ ニ オ ン 」か らの 脱却を試み

て い る点で 注 目す べ き動 きで あ る とい え よ うt
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「日本的経営 」 の 国際移転可能性につ い て 一 フ ラン ス の 自動車産業を中心に一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 中央大学　林正 樹

1。序 …　 論点の提起

　 「日本的経 営」 の 論議が盛んである 。

　 日本国 内で は 、 1980 年代後半か らの 急激な 「円高 」 に よる不 況 を経営 「合 理化 」 と

海外直接投資の 増大 （この 時期か ら 「グロ ー バ リゼ ー シ ョ ン 」 と呼ばれ るようにな っ た ）

で乗 り切っ た もの の 、 それ が逆に経済的停滞が続く欧米先進工 業国 との 経済摩擦 をよ り深

刻な もの と し 、 日米構 造協議が始まるなゼ 、 む しろ 日本企業の競争 力の 強さの 原因 が国際

的な問題 となっ て きた 。 これまでの 日本は国際競争力の 強化を国是 と して きたの に 、 こ こ

に来て 、
一

転、強過 ぎる競争力に対す る批判の 的に なっ たの で 、 「内なる国際化 」 （L》とか

「共存的競争 」 や 「国際的共生 」 （2）を打ち出すなど 、 従来の 「日本的経営 」 の 反省を迫れ

れ てい る 。

　他方で 、欧米先進工 業国で は 、 日本企業 との 競争関係が商品輸出を通じて の 間接的な形

態か ら直接投資を通じる 「同じ土俵」 での 直接的な形態に発展 したの を受けて 、 すなわ ち

日本企業 とその 製品 との競争の 激化を受けて 、 日本企業の 競争力の源泉 とは なに か とい う

こ とに従来に もまして強い 関心が向け られ て きた 。 その 関心は 、

「日本企業 ・人 ＝ 異質 亅

論 （＝ 主に 政治レベ ル の発言 ）とは別に 、 85 年の 日米構造協議の 開始に よ っ て 、 日本の

産業 ・経済 ・企業 （の 「競争力 」 ）の 調査 ・研究へ と進んだ 。 その研究 ・調査の 材料 も、

海外に 進出 した 日系企 業の現地工 場の 増加 と現地生産の 経験の 蓄積が増 えた こ とばか りで

はなく 、 在来の 現地企業 ・工 場の 申に も 「日本式 」 の 採用 を行な う企業 も現われ るな どに

よ っ て 徐々 に進み 、
一 部では 、 「日本的経営 」 方式の 国際的利用の可 能性 （＝ 「移転可 能

性 」 ）が指摘され る こ と となっ た   。

　っ ま り、 日本国内で 日本企業の 競争力の 「日本的特殊性」 の 反省 とその 「国際化 」 が論

議 され て い る時に 、 海外では 、政治 レ ベ ル で の 「異質論」 とは別に 、

「日本 的経 営 」 方式

の 「国際移転可能性 」が注 目され る とい う 、

一
見ち ぐは ぐな現象が生 じたの で あ る 。 こ の

「すれ違い 」 の 原 因は 、 第一 に 、 「日本的経営 」概念の 曖昧さと 、 第二 に 、 調査事例の 選

び方 を含む調査 ・研究方法論の 多様性に ある と思われ る 、

　　“ ） 経済同友会 『日本的経営の 国際化に関する委員会報告 と提言』 、 1988 年 。

　　 く2｝ 通商産業省産業政策局編 『共存的競争へ の 道』 通商産業調査会 、 1989 年 。

　　　 経団連 『共生の 時代にお ける 日本企業の 将来展望』 1992 年 。

　　 （3》 James　P．　Womack，　Danlel　T．　Jones，　Danie玉　Roos，　
”

The　Machine　That　Changed

　　 　 the　World
”

，　New　York：　Rawson　Associates，　1990．　Nick　Oliver　and 　Barry

　　　 掃ilkinson，　
”

The　Japanization　of　Britisy　Industry
”

，　Oxford：　Basil　Blackwel1

　　 　 1988．
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　こ の こ とが 「日本的経営」 の特質をめ ぐる論争に反映して い るように思われ る 。 すなわ

ち、 これまで の 「日本的経 営 」 論争は 、 日本的経営の 特殊性 ない し異質性 を指摘 す る 「特

殊性 」 論と、 その 普遍性 を主張す る 「普遍性 」 論との すれ違い 論争で あっ た 。

　第
一

の 「日本的経営」 の概念の 曖昧さの 問題は二 つ あ る 。

一
つ は 、

「日本的 」 とい う用

語 を 「日本企業に の み 存在す る とい う意味で の特殊性 」 すな わち 「日本に特殊的 」 と理解

す るか 、

「日本企業 の経営に お け る全 体的な特徴 」 すなわち 「アメ リカ型 」 や 「ドイッ型 」

と並ぶ 「日本型 」 と理解するか とい う問題がある 。 こ こでは 、後老の 「日本型 」 の 意味で

使用する 。 も う
一

つ は 、

「経営」 の 概念が論者に よっ て まちまちで ある 。 これに つ い て は 、

本 諭で詳 しく述ぺ る 。

　第 二 の 調査 ・研究 の 方法論の 問題は 、 「経 営 」 概念の 混乱に起因す るもの もあるが 、

「

特殊性 」 論も 「普遍性 」 論もともに海外に進出した 日系企業 を調査して 、

「特殊性 」論は

当該企業が抱えて い る問題点をその 論拠 と し 、

「普遍性 」 論 はその成功例 を論拠 と してい

る よ うに思われ る 。

　しか し 、

一
つ の 企 業は失敗 もすれば 、成功 もす る し、

一
つ の 管理制 度や 技法が うま く受

け入 れられ る こ ともあれば 、 大 きな抵抗 ・摩擦 に出会 うこ ともある 。
こ れ まで の論争では 、

それ を全 体と して総合す るとい う方法が欠けてい る 。

　本報告は 、

「日本的経営 」 を 「特殊性 」 と 「普遍性 」 の両面か ら総合的に研究す るため

の 方法論 を提起 し、第二 に 、 フ ラ ン ス の 自動車企業が 「日本的経営」 を導入 しようとして

い る事実 を紹介 し 、

「外国企業による日本的経営の 国際移転 」 を通 して 「日本的経営」 の

本 質究明に新 しい光 を与えるこ とが目的 で ある 。

皿． 「日本的経営 」 論の 方法論 を問 う

　従来の 「日本的経営」 論争の特徴は 、

「日本的経営」 概念の 曖昧さにある 。

　先ず第
一

に 、 「日本的」 を、 イ ）日本企業 にの み 存在する とい う意味で の 「日本的特殊

性 」 と理解す るか 、
ロ ） 「日本企業の 経営にお ける全体的な特徴」 すなわ ち 「ア メ リカ型」

や 「ドイッ型 」 と並ぶ 「日本型」 と理解す るべ きか とい う問題で あ る。後者 の 「全体的な

特徴 」 の 中には 、 日本 の伝統的なもの だけで はなく 、 海外か ら導入 した近代的なもの も含

む こ とになる 。 それ は 、

「ドイツ型経営 」 がテ イラー の 「科学的管理法 」 をその うちに含

ん で い る の と同様で ある。本報告は 、 従来の 「特殊性 」 論と 「普遍性 」 論の 「すれ違い 」

論 争 の反省か ら 「特殊性 」 と 「普遍性 」 の総合的研究 とい う方法論を提起す るもの で ある

か ら 、 イ ）の 「日本的特殊性 」 にの み 限定する概念を採 用す るこ とは で きない 。
「日本型 」

と理 解す るこ とは 、

「ア メ リカ型 」 や 「ドイ ツ型 」 とならん で、 それ ぞれ の 国の 「特殊性 」

とともに
一

定の 国々 の 間に共通して存在する 「普遍性」 とを含む経営概念を想定するこ と

になる 。 しか し、単 に 「特殊性 」 と 「普遍性 」 の 両側面の 存在を指摘する とい うこ とで は

十 分 で は ない
。 重要なこ とは 、両者の 関係を 「どの よ うに総合す るか 」 とい うこ とで ある 。
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それ は次 ぎの 「経営」 概念に 関連する問題で ある 。

　すなわち 、 第二 の 問題は 、

「日本的経営」 とい う場合の 、

「経営 j 概念が論者 によ っ て

それ ぞれ異な っ てい るとい う問題で ある 。 すなわ ち、ある論者は 、 日本 に伝続的な 「家族

主義的イデオロ ギー−
」 が企業経営特に労務管理に与えて い る特徴を 「日本的経営」 と理鰐

して い るω 。 また 、 企業規模別賃金格差 の 大きさを前提 とす る労働者燭の 競争構造の 形成

を璽要視 し、 そ こに 「過労死 」 を もたらすほ どの 長時間 ・過密労働の 原 因を求め る論者も

い る（5）。 その 他 、 大企業 と中小企業 との 下請け ・系列関係c6）、 また 「過当競争 」 とい われ

るほ どの 「日本型競 争ル ール 」 （盛 田昭夫氏 〉〈7）、 さ らには行政 と癒着 した企業体質 ＝ 「

日本株式会凝 」   、個人よ りも組織を第
一 とする考 え方（8｝、 企業第

一
主義の 労働組合運動

の在 り方（10）、学歴 ・性 その 他の差 別意識や イデオロ ギー の 経営へ の 反 映ω 等 々
、 これ らは

「特殊性 」 に焦点を当てた 「日本的経営」 論であるが 、 その 「経営 」 の 概念は実に多様で

ある 。 しか も、多様なままに 、 未整理 で ある 。

　他方で 、海外に進出した 日系企業の 場合 、 本国親会社の経営方式をどの 程度利用で きる

の か とい う 、 利用可 能性に関心が高まっ て 来た 。 また 、海外の 企業で は 、 70 年代の 後半

以降 日本企業 に普及 して きた 「無在庫 」 生産 方式 ・QC サ ー クル ・多能工 制度 ・新郷式段

取り替え方式（t2）な どの 工場の 管理方式や設計段階から組立メ ー カー （r ・ 「親企業 」 〉と部

品メ ー カー （＝ 「下請け企業 」 ）との 共同開発が 、 「新 しい 日本的経営」 ない し 「日本的

生産方式」 と して注目され て い る 。 日本以外の 国での 利用可能性が注 目され たか らで ある 。

最近にわかに 「日本的経営」 の 「普遍性」 論が高ま っ て きたa3）の も 、 こ うした背景 があ る

わ けで ある 。

　（a ） 閥宏 『日本的経営の 系譜 』 日本能率協会、 1963 年 。

　（5 》 黒 田兼一 「職能資格制度 と競争的職場秩序 」 、 木元進
一

郎編著 『激動 期の 日本 労務

　　管理 S 高速印刷出版社 、 1991 年 。

　（e ） 佐藤芳雄編著 「低成長期にお ける外注 ・下請管理 』 中央経済社 、 1980 年 。

　　　中央大学経済研究所編 『中小企業の 階層構造』 中央大学出版 、 1976 隼 。

　《7） 盛田昭夫 「日本型経営が危ない 」 、

『文芸春秋』 1992 年 2 月号 。

　   　藤井光男
tt

丸山恵也編 『日本的経営の 構造 S 大 月書店 、 1985 年 。

　（s） 中根千枝 『タテ社会の 人間関係』 講談社 、 1967 年 。

　　　 三戸公 『家の 論理 S 文真堂 、 1991 年 。

　  　牧野富夫編 『日本的労使関係の 変貌』 大月書店 、 1991 年

　（lt｝ 岩尾裕純 『天皇制 と日本的経営』大 月書店 、 1992 年 。

　crz＞ 新郷重夫 eシ ン グル 段取 りへ の 原点的志向』 日本能率協会、 1983 年 。

　 （za） 経済企 画庁 『経済白書 』 1990 年版 。
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　この よ うに 、 「日本的経営」 の うちの 一
部の 制度や方式が海外での 利用可能性を注目さ

れ 、 それが 「日本的経営」 の 「普遍性 」 論の論拠 とな っ て い る 。 それ は 、 上にみ て きた よ

うに 「日本的経営」 の 概念が 「多様なままに 、 未整理 」 な こ とが一
つ の 原 因とな っ て い る

の で あ る 。 こ こで 注意すべ きこ とは 、

一
部分で あるとは言え、 また若干 の 修正 を行な っ て

い る とは言 え 、

「日本企業の 経営にお ける全体的な特徴 」 を持 つ 「経営 」 の 制度ない し方

式が 国際移転の 対象 となり、 現に移転 して い る とすれ ば 、その 事実を無視す るこ とは許 さ

れ ない とい うこ とで ある 。
「特殊性 」 論がこ の 事 実を無視 し続ける限り、 理論の 発展 はな

い
。

「普遍性 」 論の 論拠は浅く 、

「特殊性 」 論には発展性 がない とい う研究の 閉塞状況 こ

そ最大の 問題で ある 。

　こ うなっ た原因は 、 先に述べ た ように 「日本的経営」 概念が 「多様な ま まに 、 未整理 」

な こ とにあるの だか ら、これを整理す るこ とが必要で ある 。

　本報告 では 、

「日本的経営 」 概念を整理する視点 として 、 次の 3点を提起す る 。

　1 ） 「日本的経営 」 の 概念は歴史的に変化 して きて お り、 その 内容は実に多様で あるか

ら 、 時期的に も内容的に もい くつ か に区分するべ きで ある 。

　 2 ＞日本企業の 経営制度 ・技法 （ex ．生産 ・労務管理制度等 〉の 日本的特殊性 とは 、制

度 自体 の 特質で は なく、企業経 営全体の 特質 、 さらに その 背後にある日本資本主義の 構造 、

お よび法律やイデオ ロ ギー を含めた 日本文化の 特質を反 映して い るこ とを意味 してい る 。

この 意味で は 、 欧米諸国の 経営制度 、 た とえば 「ア メ リカ的 （または型 ）経営 」や 「ドイ

ツ 的 （型 ）経営」 も同様で ある 。 また 、

「日本的 （型）経営」 が そ うで あるの と同様 に 、

各国企業の 経営制度も 「特殊 」で あ る 。

「どこ かの 国の 経営が普遍 的で 、 日本の 経営だ け

が特殊だ 」 とい うこ とではない の で ある 。

　 3 ）資本主 義の 構造 も法律や イデオ ロ ギー を含め た文化の 特質 もま るで違 う 「ア メ リカ

的 （型 ）経営 」 が 、戦後の 日本に導入 され た
，

こ の こ とは 、

一
定の 条件があれば 、経 営制

度や技法の 中には 、 その制度を生 み 出した国の 文化か ら分 離 して 、 他国の 文化 と再結合 し、

国際移転しうる もの が あるこ とを示 して い る 。
「日本的 （型 ）」 経営制度 ・方式も 、 その

中 には 日本の 産 業構造や 労使関係お よび 「文化 」 か ら切 り離 して 、

一
定の 条件の 下 で は 、

他国の 社会的分業構造や労使関係 ・法律慣習 ・イデオ ロ ギー の 下で 機能す る もの もあるの

で はなか ろ うか （これ は 、 理 論仮説である ） 。 問題は 、
い かなる条件の 下 で 、い かな る制

度が 国際移転しうるの か を実 証的に明 らか に するこ とで ある 。

　こ こで は 、 国際移 転の 条件 と して 次 の 三つ を指摘 して お く 。 第 1 に 、経 営の 「合理 化 」

とい う課題が国境を超えて共通に存在する場合 、 第 2 に 、 経営 「合理 化」 の 技術的手段 （

た とえば 、
ME

、
マ イク n ・エ レク トロ ニ クス 技術）に適応す る制度 ・技法で あるこ と、

第 3 に 、労使関係や文化の 違い に よる摩擦を上 回るメ リッ トがある と少なくとも経営者 （

で きれば労働者 、 消費者 ・国民 、 政治家 ）が認識して い る こ とである 。

　この 第 3 の 条件 につ い て 、 若干 の 説明を付け加 えて お きた い
。 すなh ち 、産業構造も文
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化の 質も異 な る国に 経営制度を移転させようとすれ ば 、 当然の こ となが ら労働者の 抵抗や

異文化摩擦が発生 す る 。 しか し、抵抗や摩擦が あ っ て も 、 特定の 経営制度は移転 し普及す

る 。 移転す るか しない かは 、 抵抗や摩擦が発生す るか否かで はなく、 なによ りも先ず 、経

営の 「合理化」 に有効か 否 か とい う 「企業の 客観的必要性 」 ω に よ っ て決 まる 。 もち ろ ん 、

経営の 「合理化」 の 進め 方とそれ に対する摩擦や抵抗 とによっ て 、 移転の 内容や 時期が影

響を受ける こ とは 、今まで の 歴史が示 して い る とこ ろで ある 。

　q4） 藻利重隆 『経営管理 総論 （第 2新訂版 ）』 千倉書房 、 1968 年 。

盟． 「日本的経営 」 概念の 発展 とその 時期区分に つ い て

　第二 次世界大戦後の 「日本 的経 営」 概念の 発展 を時期区分すれば 、 第 1期は戦後か ら高

度経済成長の末期 まで 、 第 2 期は 70 年代の 後半か ら80 年代の 半ばまで 、 第 3 期は 80

年 代の 後半 か ら今 日まで とす る こ とが で きよ う 。

　第 1期に おけ る 「日本的経営」概念は 、 日本企業 （製品 ）の 国際競争力の弱さの 要因と

して 出発 した 。

「日本的」
Z （イクオー ル ） 「前近代的 ・不合理的 」

＝ （イクオ ー ル ） 「

否定 され 、 克服 され るべ き もの 」 としてス ター トした 。
「日本的な」 もの に代わ っ て 、 欧

米の 機械技術の 導入 に 伴う工E （イン ダス トリアル ・エ ン ジニ ヤ リン グ ）技法や 「年功賃

金か ら職務給へ 」 とい うス ロ ー ガ ン に代表され るア メ リカ的労務管理 の 導入が企図され た 。

そ して 高度成長の 過程で 、 国際競争力を持つ 製品の 製造を可能にする生産 ・労務管理の 諸

制度 を確立 した 。 60 年代か ら工 場に お け る技術 ・組織 ・管理方式の 合理化が徐 々 に進行

して い た 。 その 中で 、少数の 代表的な企業で 、新 しい 管理方式が 、試行錯誤の 中か ら 、い

くつ か生まれて い た 。 70 年代の 円と ドル の 為替相場の 激変が 、 企業経営の合理化 とそれ

に よる国際競争力の 強化 を至上命令 と した 。

　 「日本的経営 」 は 、第 1期 ・初期の 「国際競争力の 弱さ」 の 要因か ら 、 第 1期後半期の

．
「国際競争力の強 さ」 の 要因に転化 し始め たの で ある 。 終身雇用制度や年功賃金制度は 、

その 不合理性 が指摘され る こ とが多い が 、 きわめ て 日本 的な臨時工 ・社外工 ・季 節工 の 利

用や人事効果制度 との 組 み 合わせ によ っ て 、 制度の 前近代性による不合理 性とは逆に 、 日

本企業の 国際競争力の 側面 では 、 経 営 「合理 性 」 を もつ 制度に 転化 し始め て い た の で ある 。

すなb ち 、 この 時期の経営制度は 、 機能的に は経営 「合理性 」 を発揮 し始めたが 、 その 形

式は 前近代的で 、 欧米先進国 と比較すれ ば 、 日本に特殊 なもの で あ っ た 。 その意 味で は 、

国際競争力 の 「弱 さ 」 を克服 しつ つ あ っ た とはい え 、 その 実 、欧米 の 先 進工 業国 か らみ れ

ば 、

「日本的経営 」 は まさに 、 特殊かつ 異質なもの であ っ た 。

　第 2 期におけ る 「日本的経営 」 の 概念は一 転す る 。 70 年代後半 、 世界経済は二 度の 「

石 油危機 」 を経験す るが 、 この 時 日本経済は 、 先進工 業こ く中で ただ一
国経済成長 率がマ

イナ ス に なちなか っ た 、 その 中身は 、 国内における二 度に渡る 「減量経営」 と 、 アメ リカ

を中心 とす る欧米諸国へ の 集中豪雨的な輸出増進 とい う、それ自体深刻な問題を内包す る
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方 法 に よ るもの で あ っ た 。 国内では 、

「ひ と 、 もの 、 かね 」 の 減量経営は 、 「ひ と」 の 面

で は 、大量の 人員削 減が行なわれたため に 、年功賃金 制度や身雇用制度の 「終焉 」 とか 、

そこ から協調主義的な日本的労使関係の 「動揺 」 を もた らす と い われたほ どの 矛盾を抱 え

て い た 。 海外で も 、 先進工 業国は いずれ もイン フ レ と高 い 失業率に悩んで い た の で 、 日本

企 業が 「失業 を輸出する」 と批判された 。 もはや 、

「日本的経営」 は 、 国際競争力の 「弱

さ」 の 要因で はなく、

「強さ」 の要因に転化 した 。

　こ の 時期の 「日本 的経営」 の 概念は 、 協調主義的な労使関係 とそれ を基礎 とす る工 場管

理方式 、 すなわち 、長期雇用 、 多能工 、QC サー クル 、 段取 り替 え時間の 短縮 、 か ん ばん

方式 、 JIT 、等が注 目された 。 しか し、外国の 企業 に とっ ては 、 こ れ らの 管理 方式の 基

礎 には 日本的 労使関係を始め 日本社会の 文化的要因が あり、 それ らがい か に国際競争力を

高め る要因で あろ うとも 、 文化や労使関係をこ とにす る国で 導入で きる もの では ない と思

われ た 。 した が っ て 、 こ の 時期の 「日本的経 営」 は 、 海外か らは 、 強過 ぎる国際競争力、

ウル トラ資本主 義的合理性 と受け取られ 、

「外国で は通 用 しない 」 とい う意味で 、

「特殊

的 」 とされた 。 日本 企業 の 国際競争力は 、 日本 と い う特殊な条件 の もとで の み発揮で き る

に過ぎない
、 と考 え られ た 。 したが っ て 、 この 時期の 日本企業の 海外直接投資 、 特に ア メ

リカへ の それは 、 日本企業が アメ リカ企業 と同じ条件で 競争する もの と して 歓迎 され た 。

その 含意は 、同じ条件で 競争すれ ば 日本企業の 競争優位 性はない
、 で あっ た 。 また 、 日本

企業の 欧米へ の 海外直接投資が進む までは 、 翰出数量規制や輸出加徴金 で 対処す るとい う

の が欧米各国の 政策で あっ た 。

　第 3 期の 80 年代後半以降、 欧米先進工 業国へ の 日本企業の 海外直接投資が急速 に増大

し 、 海外で の 日系企業の競争力が現地で もある程度通用す る とい うこ とにな っ て きた ． 他

方では 、 外国企業の 中に 、長期雇 用 、 多能工 、 QC サー クル 、 段取 り替え時間の 短縮 、か

ん ばん方式 、
JIT 等 、

「日本的経 営」 の 個々 の 方式を、 日本的労使関係や 日本文化 と切

り離 してで も 、 導入 しよ うとする企業が現われ始め た ，
い わゆ る 「日本 化 」 （ジャ パ ナ イ

ゼ ー
シ ョ ン ）現象で ある 。 こ れは 、

「特殊性」 論者によれ ば 「日本的経営 」 に対す る幻想

ない し誤解に よる もの で ある 。 しか し、 部分的に は誤解 もある と思うが 、 全体 と して みれ

ば 、 外国企業による 「日本的経営 」 の 理解 の 前進で ある こ とは 否定で きない
。 少なくと も 、

「日本的経営」 の 文化論的解釈 （すなわち、 日本 ＝ 異質論 ）
一

辺倒では なく、文化の 違 う

国で利用 して み よ うとい う考 え方が出て きた の で ある 。 これ は 、 「日本的経 営」 の 中か ら

個別の 制度や 方式 だ けを切 り離して利用 しよ うとす るの で あるか ら、 「日本 的経営 」 の 部

分 的利用で ある 。 個別の 管理 方式 ・制度は 、 それ を育んだ文化的土壌を離れて 別の 文化の

中で 利用で きるの か ・で きない の か 、 新 しい 文化的条件に適応す るよ うに多少修正 す れば

利用で きて しか もメ リッ トがあるの か ・ない の か
、

いずれ に して も一
層理解が進む こ とは

否 定で きな い
。

　外国企業 による 「日本化 」 は 、経営管理 の 個 々 の 方式をその 国の 経営全体 の 特徴や そ れ
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を規定する文化的要因か ら分離 して 別の 国に導入 するこ とがで きるの か 、 で きる とすれ ば

それ は何故か 、 また その 場合 にい かなる問題が発生す るの か 、 とい う経 営学 の研究 に と っ

て きわめて 興味深い 問題を提起 して い る。 とこ ろが 、

「日本化 」 現象を即 「日本的経営 」

の 普遍性 と したの で は 、 この ような重要な問題は無視され て しま う。 反対に 、

「特殊性 」

論は 、
「日本化 」現象その もの を無視 して い るの で 、重要な問題の 存在すら認識で きな い

。

　この 時期 にお け る企業経営は 、企業の 内 ・外 シス テム （部門間の ネ ッ トワ ー ク、製販統

合シス テム 、 JIT
、 デザイン ・イン 、 系列 、 等 ）を重視す る とい うのが特徴である 。 企

業の 内部だ けで な く、企業間 ネ ッ トワ ー クや市場 と企業の ネ ッ トワ ー クを重視 して い るの

で ある 。 そ うす るこ とが可能にな っ た技術的背景は 、 ME （マ イクロ ・エ レ ク トロ ニ クス ）

技衛の 経営へ の 応用で ある 。 生産の 自動化 シ ス テ ム 《FA ，
　 CIM

，
　 IMS ， etc ． ）の 発

展が 、か か る企業内 ・企業 間 シス テム の 重要性を戦略レ ベ ル に まで高め たの で ある （VA

N や　wAN ， お よび　strategic　 al　liance） 。 そこでは 、発注企業 と受注企業 とが設計

段階か ら共同開発を行なう （デザ イン ・イ ン ）とい う 「日本的 」 方式が一
定の 「合理 性 」

を持っ もの として 外国か らも注 目され るわけで ある 。

M 、フ ラ ン ス 自動車産業 ・企業に よる 「日本的管理制 度 」 導入 （冨 国際移転）の 事例

　仏 ・自動車産業 ・企業は 、 80 年代初頭 まで に国内 ・国際市場にお い て 日本車の 進出に

押され経営 「合理化 」 の必要性 を強く認識 して い た 。 世界市場 にお け る地位の 低下 と 93

年 の EC 統合がさらに他の EC 企業 との 競争を激化 させ る とい う事態を前に して 、仏 ・自

動車メ ー カー は 、 自らの 国際競争力を強化す る必 要性 ： 経営課題に直面 して きた 。 そ こで

の 選択 は 、小型車 中心 の生産構造を持つ 「日本 型 」 生産方式 を導入 （＝ 「合理 化 i ）す る

こ とで あ っ た 。

　以下は 、完成車メ ー カー における生産シ ス テ ム の 「合理 化 」の 実態調査で あるq5》。 調査

内容は 、調査対 象に よ っ て おの ずか ら異なるが、全体と して は 日本企業の 生産 シ ス テム と

比較対照で きる もの をで きるだけ発見するよう心掛 けた 。 具体的には 、 次の 諸点で ある 。

　　a5） 林正樹 「フ ラ ンス 自動車産業にお け る生産 シス テム の 『合理化』 」 、中央大学企

　　　業研究所編 『日本の 企業 ・経営 と国際比較』 中央大学出版部 、 1991 年 5 月 、

1 ．生 産の 自動化と職務の 変化

　1 ）生産工 程の 自動化 、
ME 化

　 a ． フ ラ ンス 自動車組立メ ー カー の 工 場の 生産自動化率を見て み よう 。

表 1

車体プ レス 工 程

溶接工 程

自動化率

80Z（ルノー、　サンドウウ
’

イル工場）

100Z（シ団エン、
　t’一”＊イ工場）

70Z（ルノー
、 同工 場）

90鑑（シトロエン、　同］二場 々 》

効率（個／時 ・人） 日本　USA　 WG

　 　 　 　 　 　 　 　 O．9　　0．4　　0．50．60

．350

．15

◎．24

0．3　　0．15　 0。1
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　ル ノ ー の サ ン ド ゥ ヴ ィル 工 場 （従業員8，400人 、小型乗 用車 日産900台 ）とプ ジ ョ
ー ・グ

ル ー プ の シ トロ エ ン ・オル ネイ工 場の 自動化率 は高い が 、効率 は低 い
。 従 っ て 、オー トメ

ー シ ョ ン の レベ ル の 違い が 存在す る 。 総合的に は 、 日本の 5年位前 （？）の 水準 （1987 年

調査時点 。 但 し 、 市場規摸 も考慮する必要が ある）とみた （日本 、USA お よび WGの効率は 、

工 業技術院総務部技術調査課 『我 が国産業技術の 国際比較』 1981 年 ） 。

　b．　部品メ ー カー の 中に も、 機械加工の Termo社 （売上高の 35Z自動車産業 向け ；7Z・一）N° リ

ローヌ、 残 りはルノー
、

フ
゜

ジ ョ
ー

、 等 。 65Xは 、コンフ
゜

レッサ・一等 の 小ロ ッ ト製品 ）の よ うに
’

73年か らNC

機械を導入 し、80年代 に入 っ て 、 性能が よ り高い もの と取り替えるな ど 、 フ レキ シ ブル な

自動生産 シ ス テム の 導入 を推進 してい る企業 もある 。 87 年当時 、 NC40 台がすべ て 中央

の コ ン ピ ュ
’一タに直結 して 、 制御されて い た 。 注 目すべ きは 、 当社が 日本の 機械メ ー

カー

（マ キ ノ精機 ）か らMC （Machining　center ＞を購入 して お り（
’

82年）、 引き続きFMC （Fl

exible 　Manufacturing　cen 七er ＞を1800万フランで購入 して い た （87．3始動）こ とで あ り、 その 理

由が 、 顧客の 納期に対す る要求 が厳 しく 、 小U ・yト生産に対応す るため に 、 経営者の 判断で 日

本 の FMC を導入 した とい うこ とで ある 。

　 2 ）職務 と労働力構成の 変化

　　  労働力構成は 、 フ レキシ ブル ・オー トメ ー シ ョ ン の導入に よ っ て 、 全体 と して は省

力化され て い る中で 、従来の オ ー トメ ー シ ョ ン とは異な る特徴 が確認 され た 。 た と えば 、

プ ジ ョ
ー （t−Ptイ工 場〉では 、

　a．機械系の 保全は安定的 C84−105人→
’87−113人）だが 、

　b．電

気 ・電子 系の 保全 は大幅増加 （　
’

　84・−57人→
’

　87・・　122人 ）して い るこ とに典型的に現われて い

る 。 その 結果 、
c ．保全 専門家の総数はやや増加 （282人 → 345人〉、

d．機械調整工 の 需要は

減少した 。 最 も大 きな変化は 、
e 。未熟練工 の 減少 （5，050→ 3， 120人 ）で あり 、 次が 、　 f．熟

練工 の 増加　（870人→ 1， 140人 ）で あ る 。 他方で は 、 g．監督は変 わ らず （287人 → 279人 ） 、

h．事務職員が減少 （326人→ 241人 ）した が 、i．技術者 は増加 して い る （189→ 284人 、 内 、高

級技術者23→ 79人 ）。 j．管理職もやや増加 して い る （43人→ 57人 ） 。

　  職務の 変化につ い て も、 フ レ キ シ ブル ・オ ー トメ ー シ ョ ン の 特性が反 映 してい る 。 た

とえば 、
AOP （プ ジ ョ

ーの 子会社 、か ダ ンク嚇 工 場 ）で は 、
　 a ．消えた職務 と して 、 掃除

婦 、 大型 コ ン ピ ュ
ー タ入力者 、 検査係 、 部品調査係 、 調整工 、 フ ォ

ー ク リフ ト運転手 を挙

げて い た 。 新 しい 機械 を設置す る隙の パ イ ロ ッ ト ・コ ンダ ク ター の よ うな専門職も廃止 し

た 。 AOP で は 、 メ インテナ ンス は 約100人削減の 予定で 、 その 理 由は
、 オペ レ ー ター （約

200人 ）が簡単な修理 をで きるよ うにな っ たか らだとい う。 保全の 7割が修理 、 3 割が予防

）にあた る と い う。 研 修費 用は 、83年の 160万F → 87年の 400万 F に増加 し ， 労務費に占め

る比率 も1．4Zか ら2．5Xに上昇 した 、

2 ．職制組織の変化と多能工制度

　 1 ）COMELA 社 ；従業員数320人 、
　 RVI （RENAULTの 子会社 ）が99．9％の 株式 を所有 。

　ル ノ ー ・グル ー プ 、 COMERA 社の 工 場の 職制組織 は 、 1986 年までは 、 製造部長
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一
課長 （部下の 数、 300 〜 400 人〉

一職長 （同 、 150 人 ）
一
組長 （同 、 40 人 ）一

班長 一
作業員 と 5段階にな っ て い た 。 それが 、 86 年の 改善で 、 課長 一監督一作業者 とい

うよ うに 3 段階 になる とと もに 、 責任者は 15 人以上 の 部下 を持た な い こ とを原則 と し、

さらに生産技術 と保全の 担当者をス タ ッ フ として 明確に位置付けた 。

　仕事の 範囲は 、監督者層だけで はな く作業 グル ー プ におい て も拡 大 して きた 。 た とえば 、

R 公団 ・サ ン ド ゥ ヴ ィル 工 場で は 、 R21 の 組み立て ライン が 20 人の 作業 グル ー プ 12

個か らなり、 従来は職長 ・組長 ・班長が行 っ て い た 、 作業グル ー プ の 編成や注文の 数に応

じた生産量や速度 の 変更 を、作業 員自身が監督者 を合む作業グル ー プ の 中で 相談 して決定

す る ようになっ た 。 また 、作業員が部品の不足や 欠陥を発見すると部品業者を直接呼びっ

けて 改善を要求す る ミー テ ィ ン グ ・ポ イン トを設置 した 。 その 結果 、 作業員は色々 な作業

を担 当す るよ うにな り、製驫の 品質 につ い て も自分で 考 え、注意す る よ うに な っ た 。 また 、

プ レス 工 程の 職場で 、作業グル ー プ が金型を交換す る段取 り替え時間 の 短縮 に取 り組 んで

成果を上 げるな ど 、

「多能工 」 制度｛E＞や グル ー プ に よる改善活動などの 参加型の 小集 団管

理が進展しつ つ ある 。

　　R 公団の 多能工 制度の 問題 と して は 、第 1 に 、 多能工 には 7 つ の 階層が あり階層が多

過 ぎる こ と 、そ の ため に 多能工 間の 区別や昇進の 複線化など、複雑 にな り過 ぎて い る 、 第

2 に 、 昇格するため には客観的な技能資格だけではなく人事効果な ど上司の 判断 ＝ 推薦が

必要 とな っ て い るが 、 推薦の 基準が明確で ない こ と 、 第 3 に 、 この 階層構造は教育訓練や

賃金体系 と密接 不可分 に結び付い て い るの で 、 労働者は経営者の 管理 戦略に巻き込 まれや

す い こ と 、 第4 に 、 大規模の 人員削減 （83 年の 12 ， 000 人か ら87 年の 8 ， 000

人へ と、 4 ， 000 人の 削減）と達動 してい るこ となどである （パ リ郊外の フ ラン Flins工

場で も 、 80 年の 2 万人か ら1 ． 3 万人に削減 して い た ｝。

　　 （B ） ル ノー の 「多能工 」 制度につ い て は 、 林正樹 、 前掲稿 、 460ペ ー ジ以下 を参照 。

3．。 QC サー クル
、 段取 り替え時間の 短縮 、

　 ル ノ ー （サ ン ドゥヴ ィル 工 場） ， 1976年より、従業員参加型経営を開始 。 まず 、 か ドル （

上級管理職）と工 場の 課長の セ ミナ ー
、

’

78　年より、 監督者向けの セ ミナ ー
、

’

79．8よ り

オベ レー ター 向けの セ ミナー を実施した 。

’

82年に 、 労働者の なか にグル ー プ が発足し 、 Q
C サー クル 活動を開始 した 。 参加は 自主的な もの で ある 。 サ ー クル 数は 、 400 サ ー クル 、

参加率は40 ％ 、 テー マ は職制が指示 し 、 勤務時間内に行 う。

　成果は 、 検査が精密化され 、 検査合格率が向上 した 。 また 、 原材料の 節約がみ られ る 。

具体 的に は 、  不良品 に よる損失の 減少 、 160F （1台／
’

84年9月 ）→ 75F （
’

85年2月）→

25FC87 年7月 ）  納期の 改善 ；9
’

x一ラーの 注文に 間に合 う割合 、 60％ （
’84年）→ 98％ C8

7年 ）。   品質向上 ；
’

84年 を100とすれ ば 、

’

86年は137、
’87年146。   組み 立て時間は 、 1

台（R25）42時間 （
’

84年 ）が36時間 （
’

86年 》に短縮された 。   金型の 交換時間も、　 a ．700
− 1，0005ン ・プ レス が従来の 8時間か ら1 〜 2 時間に短繪し 、 また b ． 500 トン ・プ レス は
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従来は 2 時間か か っ て い たの が15〜 30分で で きるよ うに な っ た 。

4 ．外注 ・下請け ；特に、JustinTi 皿e （JIT ）， かんばん方式の 導入

　 1 ）プ ジ ョ
ー ・グル ー プ （PSA ）の 品質保障契約

　PSA はグly・一プ 全体の 購買セ ン ター として 、 81 年 1月 SODEDAC （従業員700人
）を設立 した 。

PSA が取 り引きしてい るフ ランス の 部品メ ー カーの 数は 、 1，750社 （
’

84）
か ら1，050（

’87）に減少 して い る 。 スペ イン
、 イギ リスを含め る と2，219社（

’

85＞か ら1
，
548社（

’

87）で
ある 。 上位49社 か ら購入する割合 （金額 ）は50Z、 上位185社で80Z、 上位314社で90％に達す

る 。

’

84年 1月か ら日ごとの 発注を開始 し、
JIT シス テムの 導入 に取 り組 ん でい る 。 当初

50社で ス ター トしたが 、現在373社が参加 して い る。

　 JIT は 、 欠陥ゼ ロ を前提に しない と成立しない 。 その ため 、 プ ジ ョ
ー は 、サプ ラ イヤ

ー 品質保 障シス テム を採用するこ とと し 、 材料 ・部品の 納入時点で 品質検査の 必要の ない

欠 陥品ゼ ロ を材料 ・部品納入業者が保障する 「品質保障」契約 を結んで い る 。 現在 693社 （

64Z）と品質保障喫約 を してい る 。 その 結果 、 87 年の 時点で 、欠陥ゼ ロ の 部品が 78 ％に

達 した 。

　PSA は 、 「品質保障契約 」 を結んだ企 業の
一

部を 「ユ ニ ッ ト ・メ ー カー
」 と して 、 そ

の 下に小規模の 納入業者を組織 し始め て い る（tV 。

　　q7 ）　トヨ タ が直接取 り引 きす る部品メ ー カー は 170社 、 その 下に数千社の 下請 け を組織

　　　して い る 。 購買コ ス トの み な らず 、 品質の ぱ らつ き 、 モ デル ・チ ェ ン ジに 対応す る

　　　時間な ど、 トヨ タの 競争力の 重要 な要 因で ある 。

2 ）AOP の バ ン パ ー 工 場

　
’

87年夏 よ り、 NC 制御の射出成形プ レス 機を中心 とす るコ ン ピ ュ
ー タ ・コ ン トロ ー ル の

フ レキ シ ブル ・ラ イン が稼動開始 した 。 1，800トン ・プ レス でフ
゜

ジ ョ
・−405の 前後の バ ン パ ー を

生 産 して い る 。
26トンの 金型 の 段取り替えは 1時 間 15 分 。 塗装 90 種類 、 コ ン lfユ ’一タ制

御で 、 受注か ら6 時間後に配送車に乗せ る こ とがで きる ． プ ジ ョ
ー の 工 場 との 間で かんば

ん 方式を採用 して お り、 1 時間 ご とに トラ ッ クが出る 。 24 時間操業 x7 日 、

5 ．労働組合関係

　われわれ が調査 した工 場の 経 営者へ の ア ン ケー トに 対す る解答は 、 表 2 の 通 りで あ る 。

まず 、全体と して 、労働組合が団体交渉 または労使協議の 形態で 関与 して い る事項がきわ

め て少ない 。 質 問事項に限れ ば 、 団体交渉の 対象 とされ て い る もの はゼ ロ 、 労使協 議事項

が P 社 ・R 社各 1 で あ る。対照的に 、

「通知 」 事 項が 2 社合計で 5 とな っ て い るの が 目に

つ く 。 ア ン ケ ー ト用紙に は 、

「通知 」 とい う形態は 、記入欄 と しては設けてなか っ たの で

あるが 、 経営者の 解答 と して 記入 された もの で ある 。

「通知 」 はす る が 、 交渉や協議は し

ない とい うこ とで あれ ば 、鍵質上 は 「経営者の 専断」 と同じこ とになるが 、経営者は両者

を 区別 してい るこ と、 その ことに意味 と重み が存在す るこ とを留意 した い 。

　また 、 R 公団で は 、
　 QC サー クル の テ

ー
マ 設定の 調整に 関与で き、報酬の 決定へ の 関与
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も協約に よ っ て 可能 とい うこ とで ある 。 QC サー クル 活動は 、 勤務時闇内に行なわれ 、参

加は 自主性に任されて い る 。

表 2　労働組合 の関与の有無 とその 形態

　事項

  JIT など外注政策

  ME 技術の 導入

  職務内容の 変化

  労働者の 配置

  ME に よる労働力削減

  QC サー クル の 導入

  QCc へ の 組合の関与

団体交渉　　労使協議　　通知　　経営者の 専断

　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 R
， P

P

R ＊

　

PR馬

RP

P

R

　　　＊ R 公団では 、 QC サ ー クル の テ ー マ 設定の 調整 に関与で きる 。 報酬の 決定へ の 関

　　　与 も協約 によ っ て可 能で ある 。

　　 （資料）P は 、 P 社 ・ グル ー プの シ トロ エ ン ・オル ネイ工 場 、
　R は 、

　R 公団 ・　サ ン

　　　　　ドゥ ヴ ィル 工 場、そ れ ぞれ経営者の ア ン ケー ト解答に よる 。

　 （小括 ）

　日本では 、 年功賃金 ・終身雇用の 見直し ・再編 ＝ 日本的経営の 動揺 、

「新日本的経営 」

の 提唱がなされて い るが 、 フ ラ ンス 企業が 日本的経営を導入す るとい う場合には 、 日本の

伝統的な雇用慣行な どではなく、
ME 技術の 導入に よるフ レ キ シ ブル 生産シ ス テム とそれ

に対応す る生産 ・開発 ・労務 ・購買な どの管理 方式で ある 。

　フ ラン ス 自動車産業で は 、
ME 技術を申心 とする生産の 自動化が フ レキ シブル 生産体制

の 構築の 手 段と して進め られて お り、 こ うした 生産技術体系 に対応 す る生産管理 と労務管

理 の 「合理化 」 （＝ 「日本的経営 」 の 導入）が行なわれて い る 。

　ただ し 、 長時間 ・過密労働やサ ー ビス 残業は 日本に 特殊なもの で ある 。 それ がわが 国で

は 日本的管理方式と一 体にな っ て い る とはい え 、 フ ラン ス では これを分離し 、 フ ランス の

文化や労使関係の下で規制するこ とが可能で あり、 それで上記の 管理方式の 「有効性 」 を

発揮で きる こ とをフ ラ ン ス の 企業が示 して い る 。

　フ ランス 企業が 日本か ら学ぼ うと して い る フ レキシ ブル 生産シ ス テム とそれ に対応する

管理方式は 、
ME オー トメ ー シ ョ ン 技術 に適応 して い る限 りに お い て 、 フ ラ ンス 企 業の 「

合理化 」 策 と して 通用す る 。 その シス テム と管理方式は 、
ME 技術段階の 経営 「合理 化」

に有効で ある とい う点で 、 国際的に通用す る 。 しか し、 それは一 定の 目的に 対して 、手段

と して の有効性 ＝＝ 「合理性 」 に過ぎない 。

　この ような手段としての 有効性が 、 国際的に通用するか らとい う理由で 「普遞性 」 と呼

ばれて い る 。 しか し、以上検討 して きた よ うに 、

「普遍性 」 を もっ て い るの は 「経 営の 合

理化 」 とい う経営課題 （旨的 ）で ある 。 資本主義的 「合理 化」 が国際的に共通の 目的なの
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で ある 。 その 目的に対する手段 （＝ 管理制度 ・方式）が国際的に通用する とい えど も 、 共

通の 目的を前提にす る限りの もの に過 ぎない
。 それ は 、 きh め て限定され た範囲で の 「国

際的共通性 」 であるか ら、 「普 遍性 」 とい えども極めて 限 られ た もの に過 ぎない
。

V ．結び ；　 「日本的経営 」 の 導入 は 、 経営 「合理化 」 の手段で ある

　 「日本的経営 」 とは なに か 。

「日本的 」 の 意味 、 「経 営 」 の 概念 、 その 歴史的変化、特

に グ ロ ー バ リゼー シ ョ ン下にお ける 「日本的経営方式 」 の 海外移転 と修正 、 外国企業によ

る 「日本的経営方式 」 の導入等々
、 経営学研究の 重要な課題が提起されて い る 。

　通説の 問題点は 、 「普遍性 」 の 尺度 を国際移転可能性に求め るこ とにある 。 その 限 りで

の 「普遍性 」 は 、 「日本的経営」 の 管理制度や方式の い くつ か にある程度確認で きるの で

あ る 。 とこ ろが 、国際移転可能性が企業合理化の ため の 有効性の 尺度に過 ぎない とすれば、

「経営合理化」 とい う範囲内の 「普遍性 」 に過ぎない 。

「企業合理化の ため の 有効性 」 は 、

少なくとも人間性や 社会的倫理 との 関係を点検するこ となしに 、本来 の 「普遍性 」 を獲得

す るこ とはで きない
。

　第 1 、 狭合い な国内市場とハ イレベ ル の ア メ リカ市場を巡 る競争が、高 度経済成長期か

ら日本企業に 「市場志向的」経営管理方式を強制 した 。 それが 、 フ レキ シ ブル ・オー トメ

ー シ ョ ン 時代の 経営管理方式と して 、
一

定の 「合理 的 」 側面 を持つ わ けで あ る 。 しか し 、

「合理 性 」
＝ 普遍性で はない 。 す なわ ち 、 日本的生産 ・労務管理方式が一 定の 修正の 後に

外国の 企業の 「合理化 」 に有効で あるこ とは 、 その 導入 に よっ て労使関係や企業の 取り引

き関係に摩擦や矛盾 を生 じない とい うこ とで はな い
。 摩擦や矛盾 を伴 い ながらも、 企業の

「合理化 」 が進むとい うこ とに過ぎない
。

　第2 、

「日本的経営 」 の 異質性を指摘するだ けで は 、 フ ラ ン ス 企業の経営 「合理化 」 の

特質 を分析す る こ とは で きない
。 QC サ ー クル 、多能工 制度 、

　 J 王T シス テム など日本企

業で生まれた制度 ・技法が外国企業に実施 され てお り、 「日本化 」 と呼ばれ るほ どで ある

が、 その 理 由は経営 「合理化 」 の 手段 と して有効だか らで ある 。

　第 3 、

「日本的経営 」 の 管理制度や方式が 、
マ イ クロ ・エ レ ク トロ ニ クス 技術に基礎を

お く生産 ・管理 シス テム に 、今 までの ところ他 の 国の もの よ りもよ り適合的で あるが 、長

時間 ・過密 労働な どの 矛盾 があ り 、

「合理 性 」 と 「人 間性」 の 相即的発展 とい う意味では

多くの 問題がある 。
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「日本的労使関係」とポスト・ フォ
ー ディズム論

一 レギ ュ ラ シオ ン
・ア ブ U − 一チ を中心に 一

桃山学院大学　　黒　田　兼　一

は じめに

　最近 、 過労死や長時間過密労働、　 「会社主義」 を批判する風潮が強 ま り、　 「日本的

経営j の構造それ 自体が問わ れ るよ うに な っ て きた 。

　 日本の 労働者と労働組合が 何故に過労死に い た る ま で の 労働秩序 と労務管理 を受け

入れて い るの だろ うか 。 こ の 点に つ い て 、 尾形隆彰氏 は f労働者あ るい は労働者集団

が 企業の管理 ・支配 を受容す る 際に は、 そ れ を受容 し行動す る側 に も、 い わ ば r受容

す る論理 』 とい うべ きもの が存在 して い るの で は ない か 」 と主張 して い る （尾形、

1982年）。 報告の 基本的視点 と狙い の
一

つ は、 こ の 「受容 の 論理」 を探 る こ とに あ る 。

　 とこ ろで 、 周知 の よ うに、 近年、 国の 内外 を問わず 日本 の 企 業 と経営 に 関 して、 従

来の 特異性 ・特殊性 を強調す る論調か ら 、 その 普遍性 、 先 進性 、 また その 移転可能性

を強調 する 議論が 目に つ くよ うに な っ て き た 。 レギ ュ ラ シ オ ン学派の 研究 もその よ う

な傾向の一 つ で ある 。

　本報告の 主 テー マ は 、 彼 らに よ る 「日本的労使 関係 」論 を検討す る こ と で ある 。 何

故 レ ギ ュ ラ シ オ ン派 か とい えば 、 彼 らは労資 の 対抗関係、 賃労働関係 を基 本 に す え て

資本主義分析 を試み よ うと して お り、 そ こ か ら 日本の シ ス テ ム をフ ＊
一デ ィ ズ ム の 危

機 を脱 出し うる ポス ト ・フ ォ
ー デ ィ ズ ム の 1 つ の 典型 で ある と積極的 ・肯定 的に 主張

して い るか らで ある。 しか も彼 らは 「調整」 とい うター ム で 先の 「受容 」 とい う視点

を重視 して い る と思われるか らに ほか な らない 。

1． レ ギュ ラ シ オ ン 学派と フ ォ
ー デ ィ ズ ム 論

　レ ギ ュ ラ シ オ ン 理論の キ ー ワー ドは 「蓄積体制」お よ び 「調整様式 」 で あ る。

　 「蓄積体制」 とは、 特定の 資本主義社会 に お ける矛盾や ア ン バ ラ ン ス を吸収 して 相

当程度長期に わ た っ て規則的に資本蓄積 を 「保証」 し遂行で きる よ うな あ りか たの 総

体をい う。 と こ ろ で 資本蓄積 を首尾 よ く遂行す る ため に は 、

一定の 労働編成 に労働者

を動員 しな ければ な らない 。 そ の ために は諸個人 、 階級間の 矛盾や対立 ・抗争を吸収

し、 蓄積体制の 全体的な原理に 適合させ る よ うに作用す る秩序 、 ル
ー

ル が必要で あ る。

そ の 秩序や ル ー ル の 総体 を 「調整 」 とい い 、 その 特定の あ り方が 「調整様式」 な る概

念で 表現され る 。 つ ま りあ る特定の 蓄積体制 はそ れに 適合的に機能する特定の調整様

式に よ っ て は じめ て 安定的で恒常 的な再生産 が可能だ とされ る 。

　レ ギ ュ ラ シ オ ン 学派が い うフ ォ
ー デ ィ ズ ム とは20世紀の 資本主義 、 とりわ け第2 次

大戦以後の 先進資本 主義国の 「蓄積体制」 の こ とで ある 。 フ ォ
ー ドの 名が冠せ られ て

い る とはい え、 か の H ・フ ォ
ー ドが 実践 した経営管理方式や経営理念そ れ 自体を い う

の で は な く、 社会総体 と して の 独 自な体制 をさ し て い る。

　フ ォ
ー ドは 、 労働の 知 的側面 と肉体的側面 を分離を原理 とす る テ イ ラー 主 義の 基礎

の 上に 専用機械や ベ ル トコ ン ベ ア を導入 して 、 きわめ て 高い 生産性 を も っ た大量生産
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方式 を実現 した 。 こ の 「テ イ ラ ー主義 と機械化 との結合」 を 「フ tr・一 ド主義的労働編

成」 （「フ ォ
ー ド ・シ ス テ ム 」 ）と よぶ 。 しか し大暈生産 体制は 、 当然の こ となが ら、

大量消費が なけ れば機能 しな い 。 1929年恐慌 を 、 大量消費 な き大量生産の 社会的矛盾

の 爆発 と捉 え、 この 矛盾の 「調整 」 は、
ニ ュ

ー デ ィ
ー

ル 政策 に よっ て 実現 され た と い

う。 すなわ ち 、 労働組合の 公認、 団体交渉制度、 労働協約、 生産性の 上昇 に 見合 っ た

賃金上昇、　「福祉国家」 と社会保障制度 、 信用貨幣等の 「高賃金体制」 の 定着で ある 。

こ れ らをフ ォ
ー ド主義的調整様式 ない し 「フ ォ

ー ド的妥協」 とよぶ が 、 労働者 と労働

組合 は 「テ イ ラ ー 主義に よる統制を受け容れ る代償 と して 、 合理化か ら生 じ る生産性

上昇 の 分け前 を」獲得 したの で あ る。 こ うして 、 それ まで にはみ られ な か っ た大量生

産 と大量消費の 同時達成 を実現 した とい うの で あ る。

　こ こ に フ ォ
ー デ ィ ズム と は、 た ん に労働編成 や生産 方式をい うの で は な く、 テイ ラ

ー ・シ ス テ ム と機械化 ・合理化 に もとつ く労働編成を 、 団体交渉お よび 「福祉国家」

に もとつ く高賃金体制の 実現に よ っ て 労働者 と労働組合に 受容させ る とい う、 賃労働

関係に 媒介 さ れ た大量生産／大量消費の 社会経済体制 と理解 され る。

　さ て一 見 して わ か る よ うに、 彼 らの 主張の ユ ニ ーク さ は資本蓄積構造を市場メ カ ニ

ズ ム の みか らで は なく、 労働編成 と労資間の 「調整」 の 具 体的内容 に お い て 把握 しよ

う とい うとこ ろ に あ る 。 経済理論 と しての 評価は ともあ れ 、 資本蓄 積の 具 体的な態様

を、　「調整様式」 とい う形 で 、 労資の対抗的展 開過程 に媒介 され た政治的 ・経済的 「

妥協」 に よる労働者 ・国民の 支配 ・統合の 構造 か ら捉え よ う とて い る こ と は評価され

て よ い 。　「調整様式」 を特定の労働編成へ の 労働者の 動員シ ス テ ム と解釈すれば、 そ

れ はマ ク ロ レ ベ ル での 労働者の 動貝 シス テ ム の 質的変化に 着 目した議論 と考 え られ る 。

　 しか しなが ら彼らの フ ォ
ーデ ィ ズム 論に はい くつ か の 問題点 も存在す る。 さ しあ た

っ て 第 1 に 、 彼 らの 議論は大量生 産／大量消費 の アメ リカ ・
モ デル を一 般化 した もの

で あ 叺　した が っ て 逆に大量生産体制の 多様性 を看過 して し ま う傾向が ある こ と、 第

2 に 、 フ ォ
ー ド的労働編成 とフ ォ

ー ド的妥協 と の 結合は さ しあ た っ て は必然性を も っ

て い る わけで は な く、 フ ォ
ー ド的労働編成 が 高賃金の 労資の 妥協と結び 付か ない 場合

もある こ とを、 っ ま りは こ の 労働編成 と調整様式の 間の 関係が 明確で は ない こ とを指

摘 して お きたい 。

2 ． ア フ ター ・
フ ォ

ー
デ ィ ズ ム の 諸類型

　フ ォ
ー デ ィ ズ ム は 、 1960年代末か ら70年代初頭以降、 長期の 危機に陥 っ た 。 レギ ュ

ラ シオ ニ ス トは こ れをフ ォ
ー デ ィ ズ ム の 蓄積体制の 構造的な危機だ とい う。

　フ t ・一デ ィ ズ ム が危機に陥っ た原因は 、　「テ イ ラー 的原理 その もの が生産性の 伸び

の 源泉 をっ い に 汲み 尽く して しま っ た こ とJ に 求め られ て い る 。 すなわ ち フ ォ
ー

ド型

の 規格化 さ れ た少品種大量生産 ・消費型商品が 市場を
一

巡 す る と、 品質 とサ ー ビス の

多様性 を も っ た商品の 生産性が求め られ て くる の だが 、　 「計画」 と 「実行」 の 分 離 を

核 と し たテイ ラ ー／ フ t 一 ド的労働編成はそれに 答え る こ とは で きずに マ イナ ス 要因

に転化する。 それ 故 に 、 危機の 本質 ・根源を 「フ ォ
ー

ド的妥協」 （＝ 調整様式〉に で

は な く、 フ ォ
ー ド的労働編成ある とみ な して い る。

　さて フ ォ
ー

デ ィ ズ ム 以後の 蓄積体制に つ い て 、 リピ エ ッ ツ は図 1 の よ うに 分類 して

い る 。 こ こ で はフ af・一デ ィ ズ ム をテ イ ラ
ー 的労働編成 と硬直的で 厳格 な団体交渉 ・労
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働協約 （高賃金体制 ）と と ら え、 危機か らの 脱 出策を こ の 二 つ か ら遠 ざ か る あ り方で

分類して い る 。 図の縦 の 「硬直性→ フ レキ ビ リテ ィ」軸 は、 こ れ は生 産 と労働の シ ス

テム の 特徴で は な く、 労資関係や 労働協約の それ をさ して お り、 ま た横 の 「テ イ ラ リ

ズ ム → 交渉に基づ く参加」軸は 、 労働者の 労働過程へ の 単 なる参加一
般で は な く、　 「

交渉に 基づ く参加」 と して い る 。 特に後者に つ い て形式的で 見せ か けの 参加や強制さ

れ た参加で は テ イラ ー的な労働編成 を脱出 した こ とに は な らず 、 拒否権 をも っ た参加

で なければな らな い とい う。 だか らフ レ キ シ ビ リテ ィ の 高い 労資関係 と高次の 社会的

な 「交渉に 基づ く参加」 は両立 しな い （linconsistefit）の で あ る。

　対極 にあ る の は 「ネオ ・テ イ ラ
ー主義」 と 「カ ル マ リズ ム 」 で ある。 前者は、 テ イ

ラ ー的管理原理はその ま まに しな が ら、 フ ォ
ー ド的妥協 富 高賃金協約 （社会保障 ） を

破棄 して そ れ を市場競争 に委ね フ レ キ シ ブル 化い く戦略 、 つ ま り労働運動抑制 と管理

強化 に よっ て 生 産性 を回復 しよ う とする戦略で、 い うまで もな くア メ リカ とイ ギ リス

を中心に と られ た 「新 自由主 義」 戦略で あ る 。 他 方 、 後者 は逆 に フ ォ
ー

ド的妥協 は維

持 ・強化 しな が ら 、 テ イ ラ ー的な管理原理 を放棄 して 、 労働舂に 「責任あ る 自律性 」

を付与 し、 生産 と作業内容に 参加 さ せる こ とで 質の 高い 生産的 な労働 を稽極 的 に確 保

しよ う とい う戦略で ある 。 こ うした新 しい 労働編 成に よ っ て 得 られ た生産性上昇は交

渉に よ っ て労働者 に 分配 され る 。 カ ル マ リズ ム の 名称の とお りこ れ は主 と して北欧社

会民主 主義の 路線 で ある。

　先に フ ォ
ー デ ィ ズ ムの 危機 とは結 局 の と こ ろテ イ ラー的労働編成の 危機 で ある と さ

れ たの で あ る か ら、 そ の 克服の ため に は fカ ル マ リズ ム 」 路線で な けれ ば な らない が 、

日本は 「ネ オ ・テ イ ラー 主義」 と 「カ ル マ リズ ム 」 との 中間に 位置づ け られ て い る。

3 ． r日本的労使関係」 ＝ ポス ト ・フ ォ
ー デ ィ ズ ム ？

　レ ギ ュ ラ シ 才 ン 学派の 日本評価 は必ず しも一一ffで はな い が、 フ ォ
ー デ ィ ズ ム を脱 し

たポス ト ・フ ォ
ー デ ィ ズ ム 的蓄積体制の 一 つ の タイ プで ある とみ なす傾向が あ る 。 フ

ラ ン ス ・ パ リを中心 と し た レギ ュ ラ シオ ニ ス トの 見解を まとめ たの が末尾の 表で あ る 。

　 リピエ ッ ツ は 日本の 蓄積体制を トヨ テ ィ ズム と命名す る 。 こ こ で は 日本の 労働協約

は硬直的で は な く、 また労働編成の 面 で はテ イ ラ
ー的な原理 か ら脱 して 企業 レベ ル で

の 労働者の 経営参加 を実現 して い る とさ れ る。 賃金協約 が柔軟で あ る とい う こ とに 関

して は、 年功賃金か ら査定を基本 と した職 能給が 主流 に な っ て い る し、 雇用保障 に 関

して も出向、 選択定年制 など柔軟化 して い るの で あ るか ら、 概ね妥当で あ る が、 図に

よ る と （「終身雇 用慣行 」 を考 慮 して ？ ）労使関係 ・労働協約が ア メ リカ よ りも硬 直

的で あ る とな っ て い る が 、 正確で はない し む しろ誤解で あ ろ う。

　他方 、 労働編成が テイ ラー 的な 「計画 と実行の 分離」 の 原理 か ら脱 して い る とす る

根拠は 、 多能工 、 TQC 、 柔軟な職務構造などに着目 して 、 こ れ ら が労働者を 「経営

者や設計者 と進 ん で」協働させ る こ とに させ るか らだ とい う。
つ ま り トヨ テ ィ ズ ム の

労働編成は 「テ イ ラー が分離 した もの 」 を再結含 して、 職場 と企業 レ ベ ル で労働者 の

参加 を実現 させ て い る の だか ら、 ポス ト ・フ ォ
ー デ ィ ズ ムの 一

っ の タイ プで あ る とみ

なすの で ある 。 しか しTQC や 多能工化に 代表 され る日本の 労働編成が部分的に で は

あれ事案上 「計画 と実行 の再結合」 の機能 を果 た して い る と して も、 そ れ を企業 レ ベ

ル で の 「交渉 に基 づ く参加」　（彼は非市場 的協約 と呼ぶ ） とみ るの は 明 らか に誤解 で
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ある か 、 誇張で あ る。 彼は労働協約 で の フ レ キ シ ブル 化を企業 ・職場レ ベ ル で の 「参

加」 で労働者 は妥協 して い る とみ な して い る よ うで ある が、 既 に 多 くの 論者 に よ っ て

指摘 して い る よ うに 、 TQC や 多能工化は生産 ・労務管理 の 一環 と して 展 開され て い

るの であ っ て 、 労使 の交渉に 基づ い た参加 とは規定で きない 。

　他方 で、適切 に も、産業の 二 重構造 、 下請けや女性労働者、 パ ー トタイ マ
ー

な ど の

不安定労働者 に も言及 し、 そ こ で は 「ネ オ ・フ ォ
ーデ ィ ズ ム 」が支配 して お り、 激 し

い 競争 と分裂 が み られる と指摘 して い る。 とす る な ら 中心部の 脱テ イ ラ ー 的 な労働編

成 と周 辺部の ネオ ・テ イ ラー 主義 とを総体 と して 可能に して い る 日本の 調 整様式 を論

ずべ きで あるが 、 そ して こ こ が肝心な とこ ろ なの だが 、 明確 で は ない 。 そ れ を論ず る

こ とな しに 、　 「テ イ ラー リズム か らの離脱の 第一 歩」 な ど と断定で きる は ずはな い e

資本主義の 構造 分析 を 「労使関係的視角か ら接近す る」 とい うレ ギ ュ ラ シ オ ン 学派の

固有の長所 で あ っ た はず の もの が、 こ こ で は希薄で あ る。

　 レ ギ ュ ラ シ オニ ス トの も う
一人の 雄 ・ボ ワ イエ は、 一 方で は高度成長期 を通 じて フ

ォ
ー デ ィ ズ ム 的妥協が な い ゆえに 、 日本に は も ともと典型的 フ ォ

ー デ ィ ズ ム が存在 し

な か っ た とい い 、 他 方で は よ り慎重 に 「ポス ト ・フ ォ
ーデ ィ ズム 」規定は避 けて い る

が、 多能工化 、 柔軟 な職務構造 を評価 して 、　 「日本モ デル が労働編成の 新 しい モ デ ル

で あ る こ とは 、 確実で あ る」 と主張す る。 彼は こ の よ うに フ ォ
ー ド主 義を 超 え る労働

編成 を持ちっ つ 、 他方で その 分配の 面で フ ォ
ー

ド以前的で あ る こ とをみ て 、 ハ イ ブ リ

ッ ド ・フ ォ
ーデ ィ ズ ム と命名 して い る 。 　「調整」 とい う点に つ い て い え ば 、 彼は フ ォ

ー デ ィ ズ ム 的な賃金の 協約化は ない の で （利益分配 ・景気反応的賃金 ｝、 この 面で の

社会的妥協は成立 して い なか っ たが 、 そ の 代わ り雇用保障が あ っ た と して 、 これ を調

整 （妥協）の 日本 的形態 とみ な して い る。 つ ま りハ イ ブ リ ッ ド ・フ t 一 デ ィ ズ ム の 厂

調整様式」 は雇用保障 とい うの だ。 この 利益分配 と雇 用保障を根拠 に 、 フ ォ
ー

ドの 意

図 が 、 日本で 迂 回的 に実現 した と評価す るの だが （最 近 、 こ の 見解 を撤回 した）、 近

年 の 実態 を到底正 し く把握 して い る とは い えない 。

　他方、 日本モ デ ル は海外へ 移植可能 な普遍性を も っ た優れ た 「ポス ト ・フ t 一 デ ィ

ズ ム 」 モ デ ル だ と極端な形で主張す る論者が い る。 ケ ニ ー ＝ フ ロ リダ であ る 。 彼 らの

主張の 概略は以下 の 通 りで あ る 。

　 日本の 生産 組織 はポス ト ・フ ォ
ー デ ィ ズ ム の 発展段階に到達 した 。 なぜ な らフ ォ

ー

ド的労働編成を、 チー ム 制作業単位、 job　 rotation 、
1eaming 　by　doi  、 フ レ キ シ

ブル な生産 に基づ く労働編成に置 き換え て い る か らで あ る 。 日本企業 の高生産性は強

搾取 か ら生 まれ る の で は な く、 労働者に 作業過 程の さ まざ まな側面 に 精通 させ 、学習

の 機会 を与え、 問題処理能力 を高め るこ とな どか ら可能 とな っ たの だ。 日本 の 企業 組

織 は 、 知識の 共有 を促進 し、 内部競争の 否定的側面 の 幾 つ か を改善 し、 労働者 は生 産

過程に つ い て知識 を深め、 多面的 に な っ た。 こ の ポス ト
・

フ ォ
ー

デ ィ ズ ム 的形態 は経

営の 命令や 国家権力 の 強制 に よ っ て作 られ たわ け で は な く、 戦 後初 期 の 激 烈 な階級 闘

争の 妥協の 産物で ある 。 す なわ ち経営側 は よ り戦闘的な労働組合 を追放 し て 、 そ の 代

わ り以前の 労働者 の 闘争で 掲 げ られ た終 身 雇用 と年功賃金 の 要求 を満 た したの で あ る 。

経営側 は こ れ を受 け入れ る こ とを通 して 優れ た生産 シ ス テ ム を確立 し た 。 こ う して 日

本的 シ ス テ ム の 多くは ， 当初は労働者の 要求で あ っ たの で あ る 。 我 々 は 、 日本に お け

るポス ト
・

フ ォ
ー デ ィ ズ ム 的再編成をフ ジツ

ー 主義 と 呼ぶ が 、 NUMMI の 成功が示
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す よ うに 、 そ れ は他国に 移転 可能 で ある。 日本は フ ォ
ー ド主義を超え 、 技術 的 ・経済

的再編成の 遠 大な過程の 中心 にあ り、 労働者の 役割 と幸福に影響を与 え る。

　な ん とい う大胆で 楽観的な説明で あろ う。 彼 らが 日本をポス ト ・フ ォ
ー デ ィ ズ ム と

規定す る第 1 の 根拠 は 、 リピエ ッ ツ やポ ワ イエ ら と同様に 、 労働編成 の フ レ キ シ ビ リ

テ ィ とTQC で ある。 この 生産 シ ス テ ム の 独 自な高生産性 ＝ 効率性を も っ て フ ォ
ー デ

ィ ズ ム を超 え て い る とする の で ある が 、 労資の 妥協＝ 「調整」 に つ い て の 説明は ま っ

た く説得力が ない。 すなわ ち社会的妥協 とい う点に お い て 正確 で は な い 。 巨大企 業の

中小下請け支配構造 とそ こ で の 労 働者の 状態に つ い て 正 当な考慮を払 っ て い ない ば か

りか、 またい う とこ ろ の 長期 雇 用 と 「年功賃金」 は戦闘的組合の 追放 （協調的な組合

の 育成 と定着 ）との 取 り引 きの 妥協 とみ な す こ とが で き るか も しれ な い が、 彼 らが ボ

ス ト ・フ ォ
ーデ ィ ズム の 証左 とす る 日本的な労働編成原理 との 妥協で は ない 。 この 後

者の 労働編成原理 はい わゆ る 「能力主義管理」 で ある が 、 そ れは ま さ し く 「終身雇 用」

と 「年功賃金 」 を打破す る ため に生 まれ た もの であ っ た。 ケ ニ
ー と フ ロ リダは こ の 歴

史的流れを考慮に い れ て い な い ばか りか 、　「能力主義管理 の 受容」 が如何 なる 意味で

「妥協」 なの か、 それが 日本の 労使関係 とどの よ うな質的連関を も っ て い る か と い う

肝心 な点を問 うこ とがな い 。 そ の 「受容 」 は別の 脈絡と論理で 説明され るべ きもの で

あ る。 それを問わない まま、 そ の 「普遍性 」 と 「先進性」 を
一

方的に 断定 して い る と

い わ ざ るを え ない 。

4 ．　 「ポス ト ・フ t　
’一デ ィ ズ ム 」論争

（1〕加藤哲郎 ＃ ロ ブ ・ス テ ィ
ー ヴ ン の ケ ニ ー一・t フ U リダ批 判

　 レ ギ ュ ラ シオ ニ ス トで は ない が 加藤哲郎 ＝ ロ ブ ・
ス テ ィ

ー ヴ ン は、 ケ ニ
ー

＝ フ ロ リ

ダの 「日本 ＝ ポ ス ト
・

フ ォ
ー デ ィ ズ ム 」説を全面的に 批判して い る 。 彼 らに よれば 「

日本的労使関係」 は 、 ケ ニ
ー ＝ フ ロ リダ と は ま っ た く逆に 、 前近代的 ・ア ジ ア的 なも

の で あ り、 「プ レ （ウル トラ ） ・フ ォ
ー ド主義」 に ほか な ら ない と い う。

　加藤 ＝ ス テ ィ
ー ヴン の 批判 の ポイ ン トは、 ケ ニ ー ＝ フ ロ リダが ポス ト ・フ ォ

ー デ ィ

ズ ム の 根拠 と して あげた要因 の 多 くを高生産性要因 と して で は なく、 強搾取要因 とみ

なす と こ ろ に あ る 。 例えば こ うであ る。　 「多能工 の 真の 意味 とは、 生涯 をっ うじて た

らい まわ しされ る と い うこ とで あ」 る 。　 「ジ ョ ッ プ ・U −一テ
ー

シ ョ ン は 、 労働者の 力

をほ りくず し、 彼 らを して 、 経営者が決め る い か なる仕事 に も全面的 に服従 する よ う

備え さ せ る」。　「労働者を特定 の 職種か ら切 り離すとい うこ とは 、

……彼 ら を無力に

す る こ との 一 つ の 源泉 で あ 」 る 。 　 「初任 給 は 、

… … 本質的 に差 し引か れ た賃金で あ」

り、 　 「もし も生活で きる 賃金 を得よ う とす る と 、 同じ会社に留ま り続けなけれ ば な ら

ない の で あ」 る 。 　「QC サ ー クル は 、 論題が彼 ら 自身の 利益 をどうす るか で はな く経

営 の 利益を どうするか に な るよ う保証 し、 その ダ イナ ミ ッ クス が協 同で はな く競争 に

なるこ とを保証する、巧み な策略なの で あ る」 。

　 こ の よ うに 加藤 ＝ ス テ ィ
ー ヴ ン は 、 ケ ニ

ー
等に よ っ て 「先進性」 と示さ れ た も の は

こ とご とく労働者へ の 抑圧装置であ り、 日本 の 競争力は 「先進性」の 結果で は な く 「

強搾取」 が も た ら し た もの 以外の もの で は ない と全面否定 す るの で あ る。

　 こ の 加藤 ＝ ス テ ィ
ー ヴンの 論理 は、 個 々 の 管 理 施策の 内容の 理解 に 不適切 なと こ ろ

もあ る が 、 その 大枠に お い て は従来か ら批判的経営学の 文脈で 既に 広 く主張 され て い
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た もの と酷似 して い る 。 だが そ もそ も資本主義社会で は高生産性 ＝ 効率性 は 、 労働者

へ の 分配が増大 しな い 限 り、 強搾取 と して 現れざ る を え な い の だか ら 、 事実上 、 同 じ

こ と を別の 視角か ら主張 して い る よ うに 思われ る 。 実は加藤 ＝ ス テ ィ
ー ヴ ン もケ ニ ー

＝ フ ロ リダが効率的だ とす る 日本の 労働編成を前提に して お り、 こ の 同 じ地点か ら 「

先進性 」 を退 けて 「強搾取 」 と 「後進性 」 を全 面に 出 して い る。 両者 と も それぞれ 事

態の 一 面の み を不 当に 強調 して、　 「ポス ト ・フ ォ
ー デ ィ ズ ム 」、 「プ レ （ウル トラ ）

・フ ォ
ー デ ィ ズ ム 」 の レ ッ テ ル 貼 りに終 始 した感 を拭 え な い 。 この 「効率 性 」が何故

に 「強搾取」 と して現わ ざ る を えな い の か 、 換言すれ ば 、 きわ め て効率 的な生産 シ ス

テ ム の 内実と 、 そ れ を余りに も貧困な労働分配 と 「引き換 え 」 に 「受容 」 させ る よ う

な日本の 労使関係 と管理施策の 内容 をこそ 問題に すべ き で あ っ た 。 日本 的モ デル の r

効率性」 と 「強搾取」の 「まさ に両者の 接合を可能な ら しめて い る独 自な経 済的 ・社

会的調整メ カ ニ ズ ム 」 （山田 、 1991年）の 中味 こ そが問題 なの で ある 。

　さて こ の 加藤 ＝ ス テ ィ
ー ヴ ン の 批判論文 が 発表 され て 以降、 周知の よ うに雑誌 r窓』

で 、 実 に 内外の 研究者の 21本 もの 論文で 「国際論争」 が 展開さ れ た 。 しか し日本が ボ

ス ト ・フ ォ
ー デ ィ ズ ム なの か、 プ レ （ウル トラ ） ・フ ォ

ー デ ィ ズ ム なの か に終始 し、

レ ギ ュ ラシ オ ニ ス トがそ もそ も提起 して い た 「調整」 の 日本的な独 自性 を正面か ら議

論す るこ とが つ い に なか っ た 。 換 言 すれ ば、 先 に も指摘 し た よ うな 、 日本的モ デ ル の

「効率性」 と 「強搾取」の 「ま さ に両者の 接合を可能 な ら しめてい る独 自な経済的 ・

社会的調整 メ カ ニ ズ ム 」 の 中味を積 極 的 に 問 う姿勢が弱か っ た よ うに 思 わ れ る。　（な

お 、 京谷英二 氏は 、 労働過程の 内部 、 と りわ け小集団活動 に 焦点をあ て 、 それ らが 資

本に よ る 新 しい 支配 シ ス テ ム で あ る こ とを主張 し、 両当事者双方を全面 的 に批判 して

い る 。 ）

｛2）コ リアの 「オオ ノイ ズ ム 」 諭

　さ て 、 レ ギ ュ ラ シ オニ ス トの手 に よ る 初の 本格的な 日本企業分析 とい われ る書物が

ある 。
コ リア の 『逆転の 思考』 で あ る 。 彼は 日本の 企業経営の や り方をオ オ ノイ ズ ム

と呼ぶ 。 も ち ろん 大野耐一 に 由来 す る命名で あ る が、 い わ ゆ る トヨ テ ィ ズ ム と同義で

は な く、 後者 は前者を現実に適用 ・応用 した もの で 、 テ イ ラ リズ ム や フ ォ
ー デ ィ ズ ム

よ り優れ た組織革新の 重要な一般理論で あ る とい う。

　い っ たい ど こに 優秀さ を発見する の だろ うか 。 彼に よれ ば 、 テ イ ラ ー
や フ ォ

ー ドの

方 式は生産物の 標準画一化 に よる大量生産に特徴があ る が、 オ オ ノ イ ズ ム は 、 標準画
一 化 に変え て 多種多様化を、 大量生産に 変え て 少量生産 を、 すなわ ち 多品種 少量生 産

の 新 しい 生産性追求の 組織革新で あ る とい う。 その 具体的 な内容は 、 お な じみ の 専門

化原理 に変 え た脱専門化 ・多能工 化、 集権に 変 え た分権化、 品質管理 の ライ ン化で あ

る。 オオ ノ イ ズ ム は生産性 の 向上 を量 産 の方 向では な く、 労働の 内的 フ レ キシ ビテ ィ

の 方向に求め た と い うの で あ る。

　さ て こ こ まで は さ したる 新 しさ は ない 。 彼 の 独 自性 は こ う した労働編成様式を労働

者 に 受容 させ る 「調整 シ ス テム 」 の 分析、 労使関係の 分析 に あ る。

　彼 は、正 し くも、 オ オ ノ イ ズ ム が 定着す る よ うに な っ た前提に労働組合 の 協調主 義

化 があ り、 そ れ が トヨ タ シ ス テ ム の 本質的な要素に な っ て い る ともい う。　 「一 連の 生

産性や イ ノベ ー シ ョ ンの 成功は 労働側の 大敗北 に よ る も の で あ っ た」。 彼 が調 整 シ ス

テ ム と して 指摘す る もの は 、　 「内部労働市場 」 と企業内の 「職業訓練 ・熟練形成」 で
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ある 。 これに よ っ て労働者に は昇進と昇給お よ び雇用保隙、 技能向土 とい う代償が 与

え られ、労使 の 調整機能 を果 た して い るの だ とい う。 しか しこの 代償 は 内部 に労働者

の 包摂 と排除を含ん だ もの で ある し、 けして交渉 に基づ く協約に よ る も の で は ない 。

い わ ば企業へ の 積極的献身の結果 と して条件付 きで暗黙裡に与え られ る もの で あ る と

い う。 この こ とを表現 す る ため に、 彼は こ れ を 「イ ン セ ン テ ィブに 基づ く参加」 と呼
ん で い る。 結論的に コ リアは 、　「ミ ク ロ 基軸 （企業内）の イ ン セ ン テ ィ ブ に基づ く参

加」 が オオ ノ イズ ム の 調整 シ ス テ ム なの で あ り、 こ の 代償その もの が 新 しい 生産方式

の 構成要素に組み込 まれ て い る と主張す る の で あ る。

　さ て こ の コ リアの 主張を ど う評価す る か 。 こ れ まで の レ ギ ュ ラ シ オ ニ ス トと比べ る

と、 トヨ タシ ス テ ム の形成過程 と現実を踏 まえ 、 か な り説得的では あ る 。 ただ彼が こ

うした分析の 上 に た っ て 、 日本の 労使関係 を次の よ うに 評価す る こ とに は に わか に 賛

同しが たい 。 　 「日本 の モデル は オ ス トラ シズ ム （集団 に よる包摂 と排除の 論理 ）とデ

モ クラ シー とい う二 つ の 要素の 混合物で あ り、 絡 ま っ て い る」 。 また 「一方 で は 前近

代的で あ りなが らも近代的で もあ る」 。 前近代とか オス トラ シ ズム とい うの は 、 代償

が協約化され て い ない し交渉 もみ られず 、 集団に よる人格へ の 圧迫が 制限 さ れ てい な

い か ら だ とい うv 他方、近代 ＝ デ モ クラシ
ー

を い うの は 、 職業訓練や人間的成長が事

実上の権利化 して お り、 それ が企業 内で 生か さ れ、企業が分権化され 、 生産が共同管

理 されて い る か らだ と い う。 さ しあ た っ て の 問題 は 、 オ オ ノ イズ ム の 調整様式に民主

的性格 をみ て い る 点で ある 。　「資本 と労働の 共同生産 」 、　 「人間的成長 」、　 「分権化」

、　「職業訓練 と人聞的成長の 権利化 」を代償 に生 産に 積極 的に 関与 す る とい う論理構

造 とな っ て い る の だが 、 日本の 現実 を正 し く説明 して い る とは思 え ない 。 デ モ ク ラ シ

ー をい うな ら、 競争に参加する 機会が企業内の 「すべ ての 労働者 に平等 に」 開放さ れ

て い る こ と、 競争 へ の 参加が 「権利化」 さ れ て い る こ と、 そ して こ の こ とが オ ス トラ

シ ズ ム を正 当化す る根拠に もな っ て い る を指摘すべ きで あ っ た。
コ リアに限 らず レ ギ

ュ ラ シ オ ニ ス トの 多 くは、　「調整」 を常 に一 定の 好ま しい 安定的な労働者へ の 代償 と

考 え る傾向が あるが、 代償が権利化 され て な い 場合 もある こ とを考慮すべ きで あろ う。

日本の 現実は、 む しろ彼がい う 「代償」の 獲得をめ ぐる労働者相互 の 競争 に よ っ て矛

盾が 「調整」 されて い る の で は ない だろ うか 。 コ リアは 、 イ ン セ ン テ ィ ブ を強調 す る

こ とで 日本の 現実の 一歩手前 まで 迫 りなが ら も、 ff心 な とこ ろで この 労働者相互 の 競

争の 激 しさ を看過 して し ま っ て い る。 f調整 」 概念は レ ギ ュ ラ シ オ ン理 論の キ ー ワー

ドで ある だけに看過 しえ ない 問題で ある。

まとめ にか え て

　どの よ うな生産体制な り労働編成で あれ 、 それ が有効に機能する た め に は、 労働者
・国民をそ れ に動員 し、 統合 しなければ な らな い 。 レ ギ ュ ラ シ オ ン学派 は こ の こ と を

「調整 」 とい う概念を導入して 、 特定の 労働編成に 労働者 ・国民が動員 ・統 含さ れる

根拠と、 この こ とがマ ク ロ レ ベ ル で 如何に 整合化され て い るか を問 うこ との 重要性 を

提起 してい る。 換言 すれば特定の 生産 シ ス テム な り労働編成が労働者労働組合に 「受

容」 される論理 を解明す る こ とが資本主義分析にお い て 決定 的に重 要で ある こ と を提

起 した と解 し うる 。 こ こ に この 理 論の 積極 的な意味があ る よ うに思 われ る。

　考 察 して き た レ ギ ュ ラシ オニ ス トの所説の 評価 と明らか に な っ た こ とを ま とめ よ う。
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　第 1 に、 彼 ら が 日本の シ ス テ ム をポス ト
・

フ ォ
ーデ ィ ズ ム 的性格 も っ た もの と指摘

す る共通の 根拠は 、 多能工化や TQC に み られ る労働編成様式 の フ レ キ シ ビ リテ ィ と

労働者の 知的参加の 性格で あ る 。 この 点で は 、 多少の 強弱 はあ るもの の 考察 した 4 人

の 論者に共通 して い た 。 い うまで もなくこ の 労働編成原理の 新 しさに注 目す る見解は 、

何も レ ギ ュ ラシ オ ニ ス トに 限 らず 、 今 日広 くみ られる 見解で あ る。 だが そ の 外見的非

フ t 一 ド性の み で ポ ス ト ・
フ ォ

ー デ ィ ズ ム 規定をお こ な うわけ に はい か ない 。 か っ て

テ イ ラ ー ・シ ス テ ム や フ ォ
ー ド ・シス テ ム が そ うで あ っ た よ うに、 そ れ は何 よ りも労

働者の 支配シ ス テ ム なの で あ る 。 それが注 目され るの は、 すで に 多 くの 研究者に よ っ

て 明 らかに さ れ て い る よ うに、 労働者の 知的力能 を動員す る支配 シス テ ム と して の 新

しさ に あ る。 加藤 ＝ ス テ ィ
ー

ヴ ン の 議論 は こ の 新 しさ を軽視 して い る 。

　第 2 に、 彼 らの 独 自性は、 こ の よ うな労働編成原理 を労働者 と労働組合が 「受容」

した 根拠を、　 「調整」 と い う形 で 、 換言す れば 、 労働者 を生 産 に積極 的に 動員す る た

めの 矛盾を 「調整」 する シ ス テ ム に注目 して 、 日本の労使関係に つ い て積 極的に 発言

して い る と こ ろ に ある 。 この 分析方法は積極的 に評価 され て しか るべ きだ が 、 そ の こ

と と主張さ れ て い る内容 と は 自ずか ら別で ある 。 と りあえ ず コ リア を例外 と して （実

質的に は彼 も）、 彼 らは 「労働編成様式」 の 新 しさ に 目を奪わ れ て、 肝心の 「調整様

式」 の 考察 で は人事 考課に 主導 され た労 働者相互 の激烈 な競争 を看過 し、 日本の 労使

関係 と職場の 実態 をあま りに も等閑視 しす ぎて い る 。 彼 らの 独 自性 で あ っ た はずの 厂

調整様式」 の 説明 に お い て 、 成功 して い る とはい い が たい。

　第 3 に その 原因 を ど こ に み た らい い の か 。 お そ らく彼 らは 「調整 （様式 ）」 を、労

働者 に と っ て何か よ りま しな状態 を維持 す る妥 協 と考 え る 傾向が あ る よ うに思 え る。

そ もそ も 「調整 」 は資本蓄積 と r労働編成」 か ら くる社会的対立 ・矛盾を 吸収す る秩

序や ル ー ル をい うの だ っ たか ら、 本質的に は 支配の 秩序 ・ ル ー ル と考 え られ る も の で

あろ う。 し たが っ て 暴力的な形で の 調整 もあ るだ ろ う し、 譲歩や平和的な調整 も あ る

はずだ 。 その 多様性を軽視す る とケ ニ ー一・＝ フ ロ リダの よ うに ま っ た く説得力の な い も

の とな っ て し ま う。 す で に み た よ うに 、 か な り鋭 い分析 を展開 した コ リア に もこ の 傾

向をみ る こ とが で きる 。 同 じこ とは、 ポス ト ・フ ォ
ー デ ィ ズ ム と規定す る際に も、 そ

れ が何か フ ォ
ー デ ィ ズ ム よ り進ん だ労働者 に と っ て 好 ま し い 傾 向と見て し ま っ て い る。

彼 らが 分析 し た対象はむ しろ フ ォ
ーデ ィ ズ ム に 代わ る、 資本主義の 危機を克服する 新

しい 支配構造 と して 分析すべ き なの で あ る。

　 こ う して 問題の ポ イ ン トは 「日本的調整様式」の 内実 を首尾 よ く説 明で き るか どう

か にあ る 。 っ ま り高 い 生産性 と低 い 労働分配 との 接合を 可能 と させ て い る 日本の 支配

構造 を解明で きる の か ど うか に あ る。

　それ で は 現代 日本の 「調整様式 」を ど う考え た らい い の だ ろ うか 。 さ しあたっ て 次

の よ うな意味内容 を も っ た 「企 業主義的競争民主主義」 と考え られ るの で はな い だろ

うか。

　 日本 の 労使 関係 を考え る 場合、　 「内部労働市場」 とそ の 役割 が重 要で あ り、 そ の こ

とに規定さ れ て 「会社あ っ て の生 活 と将来」 あ る い は 「自社中心 的成 長志 向」が労働

者の 生活 と意識 を支配 して い る （その よ うに な っ た根拠 につ い て は、 さ しあた っ て 後

掲 の 拙稿を参照 さ れ た い ） 。 この 「会社 ・企 業主義」 を基調 に して 、 企業 は 「能 力評

価 」 の 「公平性 」 を約束 し、 企業 目的達成に 向 けた相互 競争に参加 する 機会の 「平 等
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化」 を約束 した 。 労働者が層と して 仕事に専念 し、 能率向上 に 精神的 に も 肉体的 に も

自発的 ・積極的参加 するの は、 この 競争民主 主義の ため で あ ろ う。 こ の サ バ イバ ル 競

争の 結果 と して労働者が得る もの は
一定の 賃金 と雇用の 「保障」で あ る が、 しか し競

争 に 敗北 した 者や は じめか ら競争に 参加 しなか っ た （参加か ら排除 され て い た ）者 は

その 限 りで はない。 コ リアが 「イ ン セ ン テ ィ ブ に基づ く参加」 、 そ して その オス トラ

シズ ム 的性格 を指摘す る点は、 そ の 限 りで は正 しい 。 しか し彼 は 日本 の 労使関係 の 矛

盾を吸靫す る人事考課の 独特 で重要 な役割 と意味 を忘れて い る。 その 典型 は TQC と

「職能資格制度」 に体現 さ れて い る 「能力主義管理」 と い う名の 労務管理 制度で あ る 。

それ は 鈴木良治氏 （札幌大学 ）が 主張する よ うに、 強制／ 自発の パ ラ ダイム を保証 す

る 、 っ ま り自発性 を強制させ る と もい うぺ き 、 自発性を組織化 する 制度で ある 。 こ の

制度の もとで は賃金決定ば か りか 、 職務 の 設定や人事配置 な ど労働者 の 処遇の 大半が

「企業が期待す る職務遂行能力」 の 人事考課で 決定され るか ら、 処遇 をめ ぐる労使交

渉は機能 して お らず、 事実上否定されて い る 。 処遇が労働者相互の 競争 に委ね られ 、

規制の 枠が取 り払われて い る の で あ るか ら、 労使関係の 面で 経営者が 大き な フ レ キ シ

ビ リテ ィ を確保 して い る とい わ ねばならない 。 リピエ ッ ツ が い うよ うに労使関係は フ

レ キ シ ブル 化され てい るの で あ る 。 日本の 生産 シ ス テ ム が フ レ キブル だ とされる と き、

その 本質は この 労資関係に お けるフ レ キ ピ リテ ィ が支え てい る とい え る だ ろ う。

　 しか しこ の 調整は け して社会的妥協など と呼べ る もの で は な い 。 妥協 とい うに は取

引の 内実があ ま りに も貧困で ある し、何 よ りも交渉相手の 組合が事実上機能 して い な

い か らで あ る 。　 「能力主義 」の 労務管理 シ ス テ ム に体現 さ れ て い る 「企業主義的競争

民主主義」 こ そ 、 労働組合機能 の 否定な い し不在 とい うプ レモ ダ ン をテ イ ラ ー主義 を

脱 した効率的 な生産 シス テ ム （ポ ス トモ ダ ン ）と して表 出させ 、 そ の 「プ レ」 と 「ポ

ス ト」 の接合 を可能な ら しめ て い る の で あ る 。 しか も こ の 企 業中心主義 と競争民主主

義が結合 した支配 形態は 、 目下の とこ ろ きわ め て 強力で あ る ため 、 多 くの 労働者は そ

れ に 疑問をも ち つ つ もむ し ろ 自分に鞭打 っ て 「自発的 ・積極 的」 に 参糖 す る こ とで、

矛盾を個人的 ・内的に解消 させて い る よ うに 見え る 。 内的に蓄積さ れ た矛盾の 極端な

「爆発」が過労死 である とすれ ばなん ともや りきれない。 こ の 転倒 した環か らの 脱却

は 、 容易で はない が、 この 独特 な調整様式自体を見直す以外 にない よ うに思われ る。

［付記］　 報告直後か ら多くの 方々 か ら大変貴重 なご意見をい ただ い た。 期 して感謝

　　 の 念 を表 した い。 なお、 紙幅の 関係 で、 文 中に は 引用及び参考 に した 文献名 を

　　 詳 し く明示で きなか っ た。 本稿で 直接 に 参考に した文献は以下 の通 りで あ る。
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図 1　 アフ ター ・フ ォ
ー デ ィズ ム の 賃労働関係
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「 1920 年 代 」 ア メ リ カ

　　　　労 務 管 理 の 構 造

　　 AT ＆ T （ア刈力騒 ・覊舗 ）を事例として

松商学園短期大学　　松田　裕之

　独占企業 の 成立過程にお い て は 、 生産 の集積 ・集申や労働の社会

化を梃として 、 当該企業内外の多様な環境 （経済醸 ・嬬 〉要因が錯綜

し 、 労務 「管理 」 機能の他の 「管理 」 分野 （搬E、 生齢贓 ）か らの独

立 ・専門化、 そ して精緻化を促進する 。 現在 、

「アメ リカ労務管理 」

と呼称される シス テム は 、
1920年代資本主義の相対的安定期に経済

・社会の要となっ た独占的巨大企業を基盤に形成された 。 こ こ では 、

1920年代に個別企業がどの ように して労務 「管理 」 機能の 体系化を

進めて い たの か ？　 この問題を 、 電話産業の独占体で あるアメ リカ

電話電信会社 （American　Telephone＆ Telegraph　Company： AT ＆

T ＞を事例に とり検討 して い く。

1 ． AT ＆ T における労務管理の近代化

　AT ＆ T の労務管理発展史は 、 次の 4 つ の時期に区分できる
“ ）

。

　 （1 ）1875〜 1900年

　A ． G ．ベ ル の電話機特許権を基礎に 、
　 AT ＆ T の 前身であるベ

ル ・シス テム 親会社 （ナシltナか べ耀、ア刈カン・べ蜷をど ）が新興の電話市場

を排他的に支配 した時期で あり、 その高料金政策は電話機を贅沢品

化し、

一
般へ の普及を抑制した 。 この ような 「特許独占」 段階で は 、

労務 「管理 」 機能の 整備が利潤獲得の方法として必ず しも積極的な

意義を有 して い るとはい えない 。 また 、 労務機能の体系化にとっ て

重要な契機となる労働組合勢力も新興産業内部で は本格的に形成 さ

一 39一
N 工工

一Eleotronlo 　Llbpary 　



Japan Academy of Labor and Management

NII-Electronic Library Service

Japan 　Aoademy 　of 　Labor 　and 　 Management

れずに い た 。 した が っ て 、 1900年 の AT ＆ 丁 親会社化以前の ベ ル 電

話事業では 、ベ ル特許権の 使用認可を受けた各地の 傘下会社ごとに

多様な非体系的 ・非組織的な従業員対策が 、 主として顧客間の 通話

接続に携h る交換手に実施されて い ただけで ある 。

　 （2 ＞1901〜 1906年

　ベ ル特許権の 満期によっ て 、独立系電話企業が全米各地に設立さ

れ 、 電話産業は ベ ル 社の 「特許独 占 1 段階か ら 「自由競争 」段階へ

と移行する 。 電話機の 普及率が急増 し 、 取扱い 通話件数も増加 した 。

また 、
AT ＆ T の事業規模も著しく拡大した結果、女子交換手をは

じめ とする従業員数も増加 した 。 通話交換機器の 技術的改良も進み 、

それ に伴っ て職場環境や労働内容 も大きな変化を被る 。 その 過程で 、

労働力の調達 ・選抜 ・訓練 、 そ して確保 した労働力の 配置と統制を

シス テ マ テ ィ ッ クに実施する必要が生 じ、 い わゆる 「労働力の 合理

的な活用 」 の対策として 、 労務 「管理 」 機能の整備の端緒が都市部

の 巨大化 したベ ル系列会社を中心に開かれたの である 。

　 〈3 ）1907〜 1917年

　1907年か らAT ＆ T は 、
セ オ ドア ・ヴ ヱ イル社長の イニ シ アテ ィ

ブの 下 、 唯
一
無比の 全国電話網の 形成によ っ て 、 独立系電話企業と

の 熾烈な競争に終止符をうち、 電話産業の 完全支配を目論んだ 。
ヴ

ェ イル は、 AT ＆ T による傘下会社の 支配 ・統制を強化すると同時

に 、集権的な経営管理体制を敷 くため にベ ル ・シス テム 全体 の 組織

構造を改革する 。 それによ っ て 、 労務 「管理 」 機能の 整備も、個 々

の 傘下会社 レ ベ ル の努力か ら次第に全社的な基準による組織的な取

組へ と発展 した の である 。 具体的な施策と しては 、 他産業に類例を

見ぬほど高度な階層的現場管理組織 、交換手の 業務遂行方法の 徹底

したマ ニ ュ アル化 、社立訓練学校を併設 した人事局 （personnel
office ）の 設置などがほ とん ど全 て の 系列会社で 実施されて い た 。

　とこ ろで 、 ア メ リカ電話産業の 労働運動は 、
1891年設立の 全国電
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気工 友愛会 （National　Brotherhood　of　EIectricaI　Werkers： 閥BEの

がカナダの 組合員を併合 し、 1897年に国際電気工友愛会 （IBter−

national　 Brotherhood　of　Electrical　WoPkers： IBEW）となっ て 、

その 組合員たちが新興電話企業で架線工やケー ブル接続工などの職

を獲得 した こ とをも っ て開始され る eIBEW は結成後間 もない資

金的制約の ため に 、
ベ ル社よ りも独立系企業に組織化の ター ゲッ ト

を定め 、 また女子交換手よりも男子 の 熟練電気工 を優先的に組織 し

て い く 。 しか し、 1912年にはマ サチ ュ
ー セ ッ ツ州ボス トンで史上初

の 女子交換手の み の本格的組合が結成され 、以後ニ ュ
ー イン グラン

ド地方を基盤に交換手の 組織化が展開されて い っ た 。 かか る交換手

の動向の背景に は 、 事業規模の拡大と事業量の 急増が交換手の 労働

環境を一
変させ 、 賃金 ・労働時間 ・夜間勤務をめ ぐっ て労働条件が

悪化してい た状況が指摘される。 これ に対 して 、 AT ＆ T は老齢年

金制度や従業員持株制度の 設置や各種厚生施設の拡充によっ て労働

者の 不安の 除去 ・不満の緩和を図ろ うとする 。 だが 、 これ らの 試み

は 、 独 占に対す る批判的世論へ の 宣伝効果は ともかく、 肝心な労使

関係安定化の 効果は疑問であ っ た 。

　 （4 ）1918〜 1923年

　アメ リカの 第
一

次大戦参戦に伴 う戦時体制へ の 移行の なかで 、
A

T ＆ T 労使の 緊張 ・対立状態は極限まで高まっ た 。 情報伝達を担 う

電気通信産業は 、戦時体制下に お い て政治 ・戦略情報の 機密保持の

名目で 1年間郵政省の 管轄を受ける 。
こ の 「政府統制 」 期にお い て

発生 した
一

連の出来事 （IS−iVソン嫐長叡よ罷信・騒辮翻鮴鵜 齢夙ル糴会糠よ

る湘組合擁圧瀏碗髭→ それに鬣抜してニェ
ー一イングランドの交換手を中心に拝たれ尭大垣撰ストライキ→郵敢長官による鮴交

瀦のiEne）は 、
　A 　T ＆ T 経営陣に 、 組合不在の 労使協調的な秩序を

経営主導の 下に確立するため の 労務 「管理 」 機能の必要性を痛感 さ

せたの である 。

　政府統制の解除とともに 、 AT ＆ T はオー プ ン ・シ ョ ッ プ攻撃を
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開始 、 戦時期に電話労働者の獲得 した団体交渉制を破棄 し 、 粗合活

動家に対する露骨な差別行為などによっ て組合勢力の
一 掃を図る 。

それ と同時に 、 1919年 、元 ニ ュ
ー イ ン グ ラ ン ド電話会社副社長エ ド

ワ ー ド ・ホ ー ル を責任者とする全社的な労務部門 （personnel

department＞を設立 し、 それを中心 として 労働組合にか b る疑似的

な企業内労使協議機関を各企業に結成 して い く 、 従業員協会 （

employee　association ）と称されるこ の機関は 、 本質的には 「会社

組合 （company　unions ）」 で あっ た 。 1923年 6 月 、 電話産業におけ

る労働運動の存亡 を賭 してボス トン の 交換手がス トライキを決行す

るが 、 これ を打破 した AT ＆ T は全社的な組合不在体制を完成 し 、

従業員協会を労使間の利害調i整の 媒介として 、 労働組合機能 の
一

部

を経営側が積極的に肩代わ りする企業福祉政策 （welfare 　capital −

ism ）を労働者に提供 した 。 こ こ に 、
　 AT ＆ T は創業以来約半世紀

を経て 、 1920年代に は労務管理を機軸 とした経営主導型 の温情的労

使関係を確立 し、 それを基盤 として電話産業における高度な独占支

配体制を磐石 の もの とした の で ある 。

ll． 1920年代 AT ＆ T 労務管理 の 構造的特質

　上の ような過程を経て成立 した AT ＆ T 労務管理機構は1920年代

にお い て どの ような特色 をも っ て機能 して い たの か ？

　AT ＆ T は こ の 時期す で に 、 株式所有と特許契約を通 じて各地の

系列運営会社に対する統制を強化 し 、 また独立系に対 しては電話回

線の 相互接続や合併を通 じて事実上傘下に統合して い た 。 こ れは経

営側の 観点か らすると、地域的な 「電話市場独占」 と 「雇用独占」

が確保された こ とを意味す る 。
つ ま り、

ベ ル系諸会社では、 少なく

と もヴ ェ イル の 1社独占戦略が着実に成果をあげた 1910年代以降、

労働者がス トライキを起こ して電話サー ビス の 供給に支障をきた し
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ても、 最終的に顧客を競争者に奪われるとい う不安がほ とん どなか

っ た 。 また 、 組合活動などを理由に労働者を解雇 した場合 、 その 者

が同一 地域内で再び電話労働者として再就職することは甚だ困難 と

ならざるをえない
。 くわ えて 、 1920年からベ ル系諸会社に導入が開

始され た ダイヤ ル式電話機に よる自動交換電話シ ス テム は 、 顧客間

の通話接続過程における交換手の 役割を著しく狭め 、 最終的に不要

化を進め た結果 、 交換サー ビス に対するス トライキや操業停止の イ

ンパ ク トは大幅に制限された の で ある 。

　この ような特殊な電話産業の市場 ・雇用構造の枠組の なかで 、
ベ

ル 労働側には多面的な断層が み られた 。 まず 、 地理的および業務部

門的な断層は 、 従来か ら電話労働者の 経営側に対する統
一

的な抵抗

を阻んできた 、
い わば 「天然の要害」 であ っ た 。

つ い で 、 職務的な

断層も指摘され る 。 電話労働者の 職務は、
一 般的かつ 大まかな概念

を用い て述べ れば 、   電話施設の 建設 ・工事 ・補修 、電話機器の修

繕 ・保守に携b るブル ー カ ラー 労働者 、   経理や営業などの 活動に

携わるホ ワ イトカラー 労働者 、   通話交換とい うル ー
テ ィ ン ・ワ ー

クに携わる 「中間的 」存在として の交換手に分類で きる 。 こ の職務

に基づ く労働者間の断層は 、 同時に男女の性別的断層とオー ヴァ
ー

ラ ッ プ して お り、   は男子電気工 、   の 事務系労働者は男女混成だ

が女子が男子 を数的に上回 り、   は全員が若い 女子 で ある 。 全体的

な男女比率は 、若い
、 主として 20歳台前半の女子が 60〜 70％を占め

て い た 。 なかで も 、 職務 と性別に基づ く分断は電話労働者の団結に

悪影響を及ぼ した 。 電話労働組合運動の 内部には 、 常にア メ リカ労

働総同盟 （AmePican　Federation　of　Labor： AFL ＞型の 職種別組

合主義に固執する男子電気工 と 、 その 下位につ くこ とを潔しとせず

基幹労働者 として独自の 自立的な組合運動を確立 しよ うとした女子

交換手の対立が存 したの である
C2 ）

。

　分断状態に置かれた労働側に対 して 、 AT ＆ T 経営側は労務部門
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を頂点と して全米各地に散在する運営会社の 平労働者 （rank −and−

file）に到達する高度に集権化 され た労務支配 シ ス テ ム を敷 い て い

た 。 労務担当副社長エ ドワ ー ド ・ホー ル は 、全社的な政策 ・方針を

策定する機関として労務部門を設置し、 そこで作成 した政策 ・方針

を各地域に散在する運営会社レベ ル で実現可能なもの に加工 する機

関 として各社社長か ち構成され る労務対策会議 （personnel　 COft−

ference＞を組織 し 、 定期的に開催した 。 そして 、対策会議で の 決

定事項は各社に実施可能なもの として通達され 、 全て の 運営会社を

通 じて共通 の施策 と して遂行 され る 。

　各社レ ベ ル の労務管理は 、 労務係 （perSOBnel　 man ）を中心 に実

行される 。 この職位は人事 ・労務分野の 専門ス タ ッ フ であり、 雇用
・賃金 ・福利厚生など労働条件や労働者の教育 ・訓練に関する多種

多様な情報 ・資料を内外か ら収集 し、 それを整理 して 、 実践段階に

もっ とも有効に活用できる状態に加工 して お く 。 これ に よっ て 、 労

務係は何か問題が生 じた ときには い っ で も、 実際の 処理 を担当する

ライ ン管理者に的確な助言を提供するこ とがで きたの である 。 労務

係の守備範囲の 申で 、 賃金や福利厚生 とい っ た労働諸条件の 問題は 、

従業員協会 とい う企業内労使協議機関で労使双方の代表者に よる

「交渉 」 を介して解決が図られるとい うシス テム にな っ て い た 。本

来 、 従業員協会は企業や事業所 ・工 場単位で経営側の 全面的な主導

下 で結成される労働組合の 代替組織で あり、 オー プ ン ・シ ョ ッ プ攻

撃に よる組合勢力の駆逐後 、 再度それが侵入するの を予防す る 「占

領地管理 」 機関とい う性格を持つ
。 労働者が 日々 の 労働生活を営む

「職場 」 とい う空間は 、規模の 大小 を問わず 1企業内労使秩序の 在

り方の 原点であ り、 最終的にその 企業全体の 労使関係をも規定する 。

すでに述べ た政府統制期における大規模争議も、 AT ＆ T 経営側が

「職場 」 レ ベ ル の 労働環境 の 悪化を無策の まま放置 して お い た こ と、

またそれに対する労働者の 不平 ・
不満を有効に緩和 しえなか っ た こ
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とを根本的原因としてい た 。 従業員協会は 、 職 場 1 を起点に粗織

された労使協議経路によっ て 、 これ ら労働側の不平 ・不満 を吸収 し、

一 定の 解決を与えるこ とによ っ て労使間 の 軋轢の 芽を摘み とるこ と

を役割として い た 。 それ と同時に 、 従業員協会は経営側か らの 意思

伝達機関として も機能し、 経営側は労使協議の経路を介 して全労働

者に事業運営に関する諸々 の 情報を提供する 。 福利厚生施策に っ い

て も、 労使協議とい う形式を通せば 、 経営側の 温情に よる
一

方的な

給付とい う性格 を
一

定程度浄化する こ とができた の である 。

　この ように して 、 ホ ー ル は高度に集権化された全社的な労務管理

体制を確立 したの だが、 その 精神的な支柱となっ たの が 「協働者

（co−workers ） 1 とい う概念で表現された労使協調理念で あ っ た 。

ホー ル は 、ベ ル 従業員を 、

「経営側に属そうと 、

一
般従業員側に属

そ うと、
一

つ の 共通の 目標 、
つ ま り公益 に対 して献身的な奉仕義務

を遂行 」 すべ く一
致団結する心構えをもつ 存在 、 と定義する 。 彼は

この 概念によ っ て労使間の 垣根を取 り払い 利害の
一

致を図ろうとし

たの である 。 裏返 しに見ると 、 福利厚生施策は従業員の 企業帰属 ・

依存意識を高め 、従業員協会は労使
一

体感の育成に効果をもつ もの

で ある 。 これ ら具体的な施策な り制度は 、

「協働者 」 概念を裏付け

実効あらしめるように策定された もの とい える 。 事実 、 福利厚生や

従業員協会は 、
ベ ル労働者に 「自己を他の産業労働者とは異なる 、

公益 に奉仕する特別なス テ ー タス をもつ 労働者 」 とい う自覚を無意

識の うちに植え付け る効果を発揮 した』その 結果 、 彼ちは AT ＆ T

外部の 労働者 との連帯も不可能な状態に陥っ たの である 。

　逆に 、
AT ＆ T や系列運営会社は 、 大企業経営者の 全国的組織で

あるス ペ シ ャ ル ・カン フ ェ レ ン ス ・コ ミテ ィ
ー や ア メ リカ経営管理

協会に参加 し、 他産業の 経営者とも幅広い 連携を保ち 、 そ こに集め

ちれた 労務管理 上 の 様 々 な知識やノ ウ ・ハ ウを自社の 管理に適用で

きたの である
（3 ）

。
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璽．穩括 と若干 の 補足

　 AT ＆ T 本社を頂点として 労務部門
一

→ 労務対策会議→ 各社 レベ ル

の 労務係→ 職場レペ ル の 労使協議機関に至 る高度に集権化された労

務管理機構によ っ て 、
ベ ル労働者は経営側に対す る従属意識 と不承

不承ながちの 現状の容認 、 また外部の 労働者に対する優越感や労働

組合に対す る不儒感を持た され 、 地理的 ・職務内容的 ・性別的な断

層に規定されて 、
い わば企業論理 の なかに自己を埋没させて い た 。

　とりわけ従業員協会の 導入は 、労働力の 厂合理的 一1活用の 前提と

して の 労使秩序の 安定を明確に意識 した上 で 「集団と して の 1 労働

者の 帰属意識を企業に振 り向け る具体的な取組であ り、
1920年代労

務管理機構の 中枢とな っ た 。 だが 、 その後の 歴史にお い て 、 従業員

協会は大恐慌を経て 、
1930年代の ニ ュ

ー デ ィ
ー ル 労働行政によっ て

1920年代に停滞 して い た労働組合運動に新たな活力が与えられ 、 労

使同権の法的枠組のなかで団体交渉制と労働協約の 締結を前提とす

る労使関係シス テ ム が形成され る過程で 、 基本的に全国組合の傘下

に 入らずAT ＆ T 傘下会社を交渉単位 と した全国規模 の 独立組合と

な っ た事実を看過して はならな い
。
1930年代に鉄鋼業や 自動車産業

で成立 した産業別の 全国的労働組合も会社組合組織を乗 っ 取 りロ ー

カル化するこ とに よ っ て発展の 足がか りを得た の だが 、 その場合の

組織化対象は製造業にお い て 生産過程に直接従事する男子 工 に限定

され て い た 。 その 結果 、ホ ワ イ トカラー 的要素を多分に持つ 若年女

子が主力とな っ た労働者構成の ベ ル ・シ ス テム は そ こか ら除外され

るこ ととな っ た b か くして ベ ル 労働者は AFL や産業別組合会議

〈Congpess　of　 Industpial　 Organization： CIO ＞とい っ た全国

組合とは連携せず 、 AT ＆ T 傘下会社の 従業員協会を母体とした男

女両性と多様な職種の 混在す る独立親合の 全国連合を形成 し、経営

側と対峙 したの である
（4 ）

。
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　最後に 、
AT ＆ T を事例として こ こ まで検討 した 1920年代労務管

理機構の 歴史的意義を 、 今日の ア メ リカ労使関係の動向に照らして

若干 コ メ ン トしよ う 。 第一 次大戦後の激 しい 労働攻勢を経済的力量

で克服 した巨大企業は 、 会社組合に よる疑似的団体交渉制の 確立と

福利厚生の 展開による労働者の企業帰属意識の積極的な確保と労使

秩序の安定を実現 したうえで 、 これを基盤に科学的管理や人聞工学

の 技法を応用 した労働力の 「合理的 」 活用を効果的に行う労務支配

シ ス テム を形成 した 。 そして 、 ス ペ シ ャ ル ・カ ン フ ェ レ ン ス ・コ ミ

テ ィ
ー やアメ リカ経営管理協会とい っ た全国的な経営者サー クル を

通 じて その成果を椙互に摂取 し、 労使利害の
一 致を基調 とした組合

不在 の 温情的労使関係を全資本 レ ベ ル にまで 拡大 しようとした 。
A

T ＆ T も、 こ の 動向の
一

翼を担 っ て い たの で ある 。 かかる1920年代

労務管理の趨勢は 、 まず1929年大恐慌によ っ て歯止めがかけちれ 、

全国産業復興法 （National　 Industrlal　 Recovery　Act）下 で の 会社

組合主義の 全盛によ っ て短期間持ち堪えたもの の 、 1935年 の 全国労

働関係法 （National　 tabor　Relations　AcO 嚮定を契機 とした産業

別緯合運動の 攻勢と団体交渉制の 法的確立によ っ て その 方向を大き

く変化さぜた 。 すなわち 、
一 種疑似的な集団的労使関係 を形成 して

企業に 内部化 した雇用お よび労使の 関係秩序を構築す るこ とを目的

とした 1920年代労務管理 シス テム は解体 し、 かh っ て団体交渉の法

認と産業別組合運勃の 抬頭 に対応 した新たな理念と制度に彩 られた 、

い わゆ る 「ニ ュ
ー デ ィー ル 亅 型労使関係が成立する

｛S ｝
。

　この 従来からの
一
般的な理解に沿 うと 、

1920年代労務管理機構に

規定された労使関係の 在 り方は 、第一 次大戦期の 労働組合運動の 高

揚と1930年代から今日に至る 「ニ ュ
ー デ d 一 ル 」 型労使関係パ ター

ンの 継続期に挟まれた 、 歴史的に 「逸脱 」 した 「例外的 」 なもの と

い うこ とになる 。 だが、 現在広く議論されて い るように 、 アメ リカ

企業の 世界市場における後退 、 日本や NIEs 企業の 抬頭とい っ た
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現象を背景 として 、伝続的な団体交渉制と労働協約に基づ く労使関

係パ ター ン が、 かつ て は日本的なもの と考えられ て い たよ うな 、 そ

して アメ リカでは 1920年代に死産に帰 した とされる企業内労使協議

と福利厚生 の拡充を基調とした経営主導型の パ ター
ン へ と急速に変

化 しつ つ ある
｛6 ｝

t） 世紐転換期以降 、 巨大企業を中心 として 成立 し

た社会 t 経済体制の 枠内で は 、 経営側は そめ根本にお い て労働組合

の 法認の 有無にかかわらず 、 労働者を企業論理の もとに包摂 し 、 労

働者が何よ りも自分を企業の
一

員と考え 、 企業の 発展に生き甲斐を

感 じるような状況を労使関係にお い て 創出すべ く不断の 努力 を行 っ

て きた 。 今日 、 経営の 多角化が全産業レベ ル で推進され 、 新規事業

所 ・工場が組合勢力の 微弱な南部 ・西部に建設され 、 非組合的労使

関係が抬頭するなかで蘇 っ た経営側の 新たな反組合活動は 、 討論会

や意識調査を通 じた意思疎通 、 QWL や小集団活動を機軸とした従

業員参加プ ロ グラム
、 作業チー ム づ くりや自己啓発の組み合h せを

駆使 した労務管理体制の再編 、換言すれば、 1920年代労務管理機構

の 底流を成した労働者支配 「原理 llの 応用に支え られ て い る とい え

よう
（7 ｝

。
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　　外 国 人 労 働 者 問 題 の 本 質

経 済 問 題 と 人 権 問 題 の は ざ ま 一

　　　　　　　　　　　　　　　　 東京農業大学　　裴　富吉（べえ 越る）

　　　　　　　　　1． 問題提起一外国人労働者問題 の 把握方法 一

　最近の 日本で は 、 身の まわ りの 親 しい存在 とな っ て い る 「外国人労働者」 （ひ ろ くは外

国人 居住者）の 悶題 を理 解 しよ うとするさ い
、 過去の 「西 ドイ ツ における外国人労働者政

策の 失敗に学べ 」 とい うこ とが よ くい われ る 。 しか し、 こ の 発言は二重の 意 味あい で錯誤

をふ くん で い る。 とい うの は 、   まず、 日本も過去か ら実質的に 「外国人労働者」 問題を

か か えて い た し、 今 日な おそ の 負的遺産の く棚卸 し〉的な解決をなに もで きて い な い こ と、

  っ ぎに 、 そ の た め に現在の 外国人労働者問題の 対処 。 解決に大きな困難を きた して い る

こ とが あるか らで ある 。   の 問題は 、
い うまで もな く在 日韓国 ・朝鮮人を主 とする定住外

国人 をさす。   の 問題は 、   の そ の 定住外国人に対す る認識の あ りか たが 、 現在の 外国人

労働者全般に対す る認識の 制約 ・桎梏とな っ て い る。

　外 国人労働者問題の 把握方法に は 3 っ の 類型が ある 。 （a旧 本に お ける定住外国人 の歴史

的 ・論理的関連問題にま っ た くふれ ない もの 〔代表的な関係論者 ：桑原靖雄〕。 （b）そ の 問

題 の 所在 に だけ言及する もの 〔手塚和彰〕。 （c体 格的 に論及 する もの 〔駒井　洋〕 。 最近

で は（c）の 次元で 当該問題を考察する研究がふ え て い る。 日本 にお け る外国人労働者問題の

出 自が 、 もともと在 日 〈外国人〉 と して 、 こ の 国に 定住 を余儀 な くされた韓国 ・ 朝鮮人に

あ る事実を忘れて はな らな い
。 昨今の 外国人労働者問題の 原型 は 、 すべ て 、 昔か ら居住 し

て きた在日韓国 ・ 朝鮮人 に求め られる点を強調 しなければな らない 。

　また 、 外国人労働者問題 は日本国内の 労働問題とも密接に関連 して い る。 出稼 ぎ労働者

論の 系譜は 、 その 事実を明示 して い る。 国内労働者の 適正 な配置 。 配分 は 、 資本主義的無

政府 性の た めに 不可能 な業で あ るか ら、 そ の 不均衡、 すきまに生じた労働力不足を埋 める

ため に外国人労働者が導 入されて きた の で あ る。

　筆者は 、 戦前
一戦中一

戦後の 在 日韓 国 ・ 朝鮮人の 存在を く第 1期 ：第 1波 の 「外国人」
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労働者問題〉 、 最近の 一 般外国人労働者を く第 2期 ：第 2波の 外国人労働者問題 〉 と把握

する。 前者の 理 解は 、 後者 の理 解 に数多 くの 助けを与え て くれ る。 なぜ な ら、 今 日の 外国

人労働者に現象 して い る諸 問題 は 、 時代をかえた もの で はあ っ て も、 過去 の そ の 諸問題の

生き写 しに なるか らで ある。 ただ し、 過去の 問題は隠蔽され、 直視され なか っ たの に くら

べ
、 今 日の 問題は 、 無視で きない 経済的 ・社会的 ・ 政治的 ・ 文化的現象 とな っ て い る。

　と くに外 国人労働者問題が 、 経済問題 とあ る と同時に 人権閲題 〔広義 に は人間存在の 問

題〕で あるこ とは、 以上の 歴史的視野にお い て 考察を くわえて い けば、 よ り鮮明とな るで

あろ う。 経営労務論研究の 泰斗古林喜楽が 、 そ の 研究対象につ い て 〈労働〉 ⇔ 〈労働力〉

⇔ 〈労働者〉 の 相互 関連性と位置づけを論 じた こ とは 、 誰 しもよ くしる とこ ろ で ある。

　　　　　　　　　　　1．外国人労働者問題 の経済的本質

（1櫪 史的背景 。

一 欧米諸国。   ア メ リカ ：移民立国 として の 問題性格を もっ
、   ドイ

ツ 〔旧西 ドイツ〕 ：1950年後半以降の 外国人労働者募集策か ら問題が生 じて い る 、   フ ラ

ン ス ：旧植民地出身 者と隣接西欧諸国か らの 流入が問題で ある 。

　日　本。 ig45年 〔敗戦時〕、 　 「在日」朝鮮人の 対 日本人人口比率は 、 3．28％ （約 236万

人）で あ っ た 。 こ の数値を加工 し、 同年の 、 第 2 次産業 と第 3 次産業の 合計に おい て 占め

る朝鮮人 「有業者」 の対 日本人人口比率 を求め る と、 7．07％　 （111万人） となる。 この 数

値は 、 1980年代の 、 西 ドイ ツ ・ フ ラ ン ス の 外国人 「居住者」 人 口 比率 と遜色な い 。

　 ともか く、 今 日日本 に お ける外国人労働者問題 は とお い 国々 の 話で はな く、 この 国の歴

史的現実その もの で ある。 戦時 ・ 戦中 、 日本経済の なか に 引きこ まれ 、 労働力を囚人的、

奴隷的に 収奪され た だけで な く、 多くの 生命まで 奪わ れた朝鮮人労働者が現在の 日本に お

ける外 国人労働者問題の 初陣で あ っ た 。 旧日本帝国主義は 、 植民地 にあ る地 上 ・ 地下の あ

らゆる資源を強奪 したが 、 人的資源 に対 して も同様 に行動 した こ と はい うまで もな い 。

　最近に な っ て 、 戦時中に 日本企業に 強制徴用され 、 囚人的 ・ 奴隷的労働力と して酷使さ

れた韓国 ・朝鮮人 〔高齢者で ある〕たちが、 日本政府や該当企業に補償を請求す る訴訟を

お こ しは じめて い る。 旧 日帝下の 朝鮮人労働者に 対する搾取の 経済的本質は 、 説明す る ま
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で もない 点で ある。

　（2軽 済的背景 。

一
現在の外 国人労働者の 発生 にかかわ る経済的な諸背景 要因を 、 簡単

に説明 しよ う。   南北問題 ：植民地時代に形成された経済構造が の こ っ て い る （新植民地

主義）。   債務問題 ； 貿易赤字 、 借款、 ODA の あ りかた 、 食料輸入、 武器購入な どに よ

っ て 生 じる。   先進国企業の 経済進出によ る生態系の破壊。
→ 農業 ・ 農村 ・ 農民の 生活墓

盤の 損壊。   ODA （政府開発援助）は 、 日本の ばあい
、 （a 旧 本企業の た め の 援助、 （b｝政

治的か っ 戦 略的な援助 （ア メ リカ世界戦略の 補完 ）、 （c般 だ たない 援助 ・ ずさん な援助 、

（dl公害の 輸 出 ・環 境破壊を結果させて い る。 ア ジア諸国の 事情は 、

一
般的 に 、 日本と くら

べ て 所得格差が大きい ばか りか、 人 ロ急増現象の ため失業問題を深刻化させて い る。

　各国の 事情 。　fフ ィ リピン 」
… … 日本へ の 出稼 ぎ労働者が い ち ばん 多い

。 二 三 百万人が

出稼 ぎに 出て い る 。　「パ キ ス タン 」
・… ・・ア ジア 最大の 出稼 ぎ国 、 そ の 数四百 万に およぶ 。

「バ ン グラデ シ ュ 」
…… 官民 ともに出稼ぎロを紹介する斡旋業が繁盛 して い る。　「マ レ ー

シア 亅
… …労働者層の 貧困が めだ ち、 人口の 増加率 と失業率が高い

。　「タイ亅 … … 1970年

か ら海外送 り出 し国。 都市 と農村の 所得格差の 大きさ と農村の 疲弊 とが あ る。　「中国」
…

…約 2 億人が余剰労働力で あ る 。 中国政府 は外貨獲得と失業救済の ため 「労務輸 出」 政策

を採 っ て い る。　「韓国」
… … 1988年以後は外国人労働者の 送 り出 し国で ある と同時に 、 受

入れ 国に もな っ て い る。

　日本企業の ア ジア 進出に っ い て 。 日本の 大企業 は ほ とん ど海外に進 出 し、 安価な労働者

を現地で 直接雇用 して 、 生産 と販売の 活動を して い る 。 また 中小企業 も、 近年は相当数の

会社が海外進 出をはた して い る。 海外進出で きない 中小企業や該当業種 （建設業 ・ サ ー ビ

ス 業 ）は 、 深刻な労働力不足に悩まされて い るが 、 大企業の よ うに海外に進 出す る力や条

件を もたな い
。 したが っ て 、 国内で は外国人労働者へ の 依存態勢が強 まるの で あ る。

　日本が外国人単純労働者
＃ ）

の 締め 出 し政策 をと っ て きた理 由は 、 大企業が彼 らの 労働力

を直接 には必要 と して い な い か らで あ る 。 しか し実は 、 大企業をささえ て い る子会社や下

請会社は 、 すで に 外国人単純労働者に 頼 らざるをえない 状況に な っ て い る。 こ こに 矛盾が

ひ そんで い る。 い ずれにせ よ 、 日本企業 の海外進出と外国人労働者導入問題 とは 、 企業が
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出か けて い くか 、 む こ うか ら労働者をよびよせ るかの 差異はあるもの の 、 外国人の 低賃金

労働力を理 由しよ うとす る企業の 意図は共通 して い る。

　 ＃）外国人労働者に 対 して く単純労働者〉 とい う用語をあて るの は好ま しくない
。 彼ら

　　は単純労働 （3K 労働）に従事するこ とが多いか もしれない が 、 労働力 と して は もと

　　もとけ っ して単純労働者で はない 。 〈単純〉 労働者とい うこ とば も適切で は な い 。 未

　　熟練労働者 また は不熟練 ・ 非熟練労働者 とい うこ とばをあて るべ きで あ る。

　　　過去 〔昭和42年以降〕、 日本政府は閣議了解とい う形式を もっ て 、　「単純労働者」

　　の うけい れは しない 旨の 確認を、 くりかえ しして きて い る。 当初 の そ の 確認は 、 韓国

　　か らの 労働者の 流入を配慮 して の ことで あ っ た 。

　以上 、 日本の 外国人労働者問題をめ ぐる経済問題 、 つ まり吸引（Pilll）要因 と排出（push）

要因の 関連を説明 した。 外国人労働者が 日本 に勝手に
一
方通行的 に はい っ て くるとい う認

識は、 問題の 片面 しか みな い もの で ある。 また過表に 、 日本が海外 に移民を どの くらい 送

り出 して い たか とい う逆方 向の 問題 を歴史的 に回顧する こ とや 、 さ らに現在、 海外で生活、

移住 して い る 日本人の 関係を考慮するこ とも参考になる 。 ちなみ に 、 1989年時点で ア メ リ

カに は 、 約 1万 7千人の 日本人不法滞在者が い る と推定されて い る。

　外国人労働者 は 、 すで に中小企業の 人手不足をお ぎな い 、 日本経済におい て 不可欠の
一

部にな っ て い る。 合法 と不合法を問わず 、 外国人労働者はおか まい な く日本に や っ て きて

い る。 それ ゆえ 、
い まで は 「鎖国論」 や 「開国論」 の 議論の 意義はあま りない だろ う。

　　　　　　　　　皿． 外国人労働者にかかわる人権上 の諸問題

　（1｝外国人労働者問題の 出発点は 、 旧 日帝植民地下の 朝鮮か ら日本 〔内地〕に移動させ ら

れた人々 の 在留に求め られ る。 い まなお 、 その 人 々 とその 子孫たちが 、 在 日韓国 ・朝鮮民

族集団と して 存在 し、 こ の 国の 「社会問題」 で あ りっ づ けて い る。 強制 ・ 半強制的な 「連

行 ・ 徴用」 とみずか らの 「自由意志」 とい う点で 大きなちがい はあるが 、 低賃金 ・ きび し

い労働条件 ・め ぐまれ な い住居環境 など、 過去か らの 在 日韓国 ・ 朝鮮人 （oidcairber）と最近

の外国人労働者（neuc   er）との 問 に は、 歴史的な反復 としてかっ また現在的 な艱難 と して
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ま っ た く同じ現象がみ られ る。

　い まか ら約70年近 くまえ、 1925〔大正14〕年の 報告書、 東京地方職業紹介事務局 『土工

紡績工鉱夫と して の鮮人労働者』 は、 こう述べ て い た 。

　　斯の 如 く鮮人労働者の 監督指導に っ いて は 内地人労働者に比 し事業主 と して多大の 努

　力と困難 とを忍ばざるべ か らざる点ありと雖も内地人の 鉱夫を得 るに 困難 なる現状に於

　て は内鮮僻地 の 募集費高価な る鮮人 に於て 大量募集の 実を挙げん とする外方法なきを以

　て 全く止むを得ざるに 出つ る もの な りと云ふ べ し （朴　慶植編 『朝鮮悶題資料叢書s 第

　12巻、 三 一 書房、 1990年所収よ り）。

　昨今の 外国人労働者問題 、 と くに不法 〔正確 に は資齪 〕就労 （→ 活動 ・ 滞在 ・ 残留）

状態に ある外 国人労働者 の 身辺に袤出して い る諸現象は 、 かっ て の
、 かつ また い まの 在 日

韓国 ・ 朝鮮人 に み られて きた もの と瓜ふ たつ で ある 。 各種実態報告書や レ ポ ー ト類 は 、 資

格外就労状態に あ る外国人労働者の 生活事情を伝えて い る。 その 実情は 、 敗戦前 〔そ して

今 日まで〕の 在 日韓国 ・ 朝鮮人の 生活惨状 を想起させ る。 不法就労者とい われ る外国人労

働者 〔もちろん ア ジア系が大部分〕が 、 賃金差別をは じめ数多くの 差別 ・ 虐待を うけて も、

そん な こ とは当然とみ なす雰囲気が この 国に はある 。

　  最近 の 外国人労働者問題 に み る実態 とその 本質。   日系外国 （南米）人の流入問題 は、

は しな くも日本政府の 対外 国人差別観を鮮明に した 。 日本政府は、 過去 に 何度 も 「単純労

働者」 を受入れ ない 旨の 閣議了承を表明して きたが 、 実質的に は合法 ・ 不合法の 外国人単

純労働者 の 導入を結果させて きた 。 そ の 結果 、 とりわ け、 不法 〔資格外〕就労の 状態に お

かれて い る外国人労働者の 安価な利用を 日本企業に 許 して い る。 日系外国人 は 、 日本国籍

を所有 して い るばあい は 、 日本国籍人とまっ た く同じ法的な 資格をもち 、 日本国籍そ れを

所有 して い ない ばあい で も 「定住者」 とい う在留資格を無条件で え られ る。 彼 らは 、 母国

で の 有為な職業をすて 、 日本に入国し、 結局 〈単純〉労働者 として 働い て い る。 日系人の

日本 に おけ る問題は 、 彼 らは 日本人の 血 を うけっ い で い る 〔およ びその 配偶者と家族〕と

い う理 由を悪用 して 、 単純 ：未熟練労働力不足を埋 め る人的資源 とみな されて い る こ とで

あ る。 日系人 に対す る差別が存在す る こ とは 、 ゆゆ しき問題で あ る。
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　そ ろそ ろ、 枯渇しっ っ ある南米 日系人労働力の 後釜候補 に考え られて い るの は、 東南ア

ジァ 系の 日系人で ある。 こち らの 日系人は、 旧 日帝の おきみ や げで ある。 昨年 〔1991年〕

の バ プル経済破綻以後、 南米系 日系人の 労働環境の 悪化は賃金低落や解雇に お いて 現実化

して い る。 い まや、 彼 らの 呼 びい れに あた り当初懸念されて い た こ とが 生起 して い る 。

　  研修生制度の 問題。 1990年 6 月 1 日施行の 「出入国管理 及び難民認 定法亅 の 〈改正〉

は 、 そ れ以 前か ら滞在 して い た不法就労者に まで罰則が適用される とい う誤解が生 じ 〔こ

れは法務省当局の 意図的な広報活動に原因 して い た〕、 不法滞在状態に あ っ た外国人にパ

ニ ッ クが巻 きお こ り、 帰国を決意 した者が入管窓口に大挙押しよぜ た 〔不法滞在者の 炙り

出しに成功 ？〕。　〔しか し〕こ の ため 、 日本の 中小零細企業は貴重な外国人労働者 の 多 く

をうしな うこ とに な り、 大変こ ま る結來 とな っ た 。 そ こで 当局は 、 入管法 「改悪」 騒動の

結果生 じた外国人 く単純〉労働者不足 に灣応するた め 、　「研修生」 とい う在留資格者の 活

用を企業がわ にすすめるとに な っ た。 識者にい わ せ れば、 そ うした経過は 、 法務省自身が

自分で 法を破るの を奨励 して い るよ うな もの で ある。

　研修生制度の 採用は、
それ じた い け っ して 割 りの 合 うもの で はな い に もかかわ らず、 盛

ん に利用され るの はつ ぎの 理 由が あるか らで ある。 入管法の 建前上 「研修生」 は労働者で

はない 。 それ ゆえ 、 彼 らは 「賃金」 の 支払を求め る こ とはで きない 。　 「研修手当亅 は 「手

当A で あ る以上 、 最低賃金の 保障さえむずか しい 。 また特定の 企業 に招かれて の み在留で

きるので 、 転職の 自由はな く企業に隷属させ られる。 労働関係法規の 適用を うけ ない 労働

者を大量に生み出す。 い わば、 研修生制度に よ る外国人労働者の 利用奨励策は、 企業に と

っ て 都合の よ い奴隷的 な労働力の 「不法在留」 を合法化 しよ うとするまやか しで ある。 そ

こに は外国人 〔労働者〕を人間の 存在と して み 、 人閤として平等 にあっ か うとい う意識は

ない
。

　（3｝労働力として の 留学生 ・ 就学生。 1983年 8 月にい わゆる留学生十万人計画が 発表 され 、

同時に 「留学生の ア ル バ イ ト解禁」 が確認された 。 翌84年の 10月か ら日本語学校の 「就学

生」 にっ い て も入国手続の 簡索化がはか られた。 それ以後 、　「留学生」 の 新規入国数は漸

増 して い るの に対 し、
「就学生」 の それ は特異な形を とり、 別の 要素が くわわ っ て い る。

一 55一

N 工工
一Eleotronlo 　Library 　



Japan Academy of Labor and Management

NII-Electronic Library Service

Japan 　Aoademy 　of 　Labor 　and 　 Management

この 現象は 、 日本で の 出稼ぎを 目的 とした者を入国する事態を巻 きお こ した
。

　（4｝在日韓国 ・朝鮮人へ の 就職差別 、 そ の 他の 問題。   戦前 ・戦中、 日本 に来て 暮 らすよ

うに な っ た朝鮮人 1世とその 子孫 〔2 ・ 3 ・ 4世〕は 、 すで に半世紀以上を この 地で 生活

しっ づ けて い るが、
い まだ半人前の あっ かい しか受けて い ない

。 筆者の 大学学部卒業の こ

ろ （1970年前後）は 、 在 臼韓国 ・ 朝鮮人の 日本企業へ の 求職はむ な しい 挑戦で しか なか っ

たが 、 最近で はか な りの 企業が 在 日の 採用実績を もっ て い る 。 しか しい まだ
、 在日の 〔新

卒 ・ 中途〕求職者を は じめか ら門前払 い し、 外国籍の人 聞は採用 しな い こ とを堂々 とい い

わたす企業もある 。

　  定住外国人 の 公務就任権。 在 日韓国 ・ 朝鮮人 ＝ 定住外国人 は 、 外国籍 とい う理 由を も

っ て 、 国家 ・地方公務員へ の任用を拒否 されて きた。 そ の 根拠 は法令等 に書 いて ある 「国

籍条項」 で あ る 。 だが 、 外 国籍人を公務員 （外務公務員に つ い て は規定あ り）に 任用 して

は い けない とい う法律は元来なか っ た＃）
　
。

　 ＃）※国家公務員法 「すべ て の 国民」 、 ※地方公務員法 「すべ て の 国民」　（こ こで 国民

　　とい う概念 は もと もと
“
people

”

で ある 。 これは憲法条文 に ある こ とばの 問題で あ る

　　が 、 国民 と訳すよ りも人民 。 住民 と訳すべ きもの で あ る）。 ※職業安定法第 3条 「何

　　人 も、 人種 、 国籍、 信条、 性別 、 社会的身分、 門地 、 従前の 職業、 労働組合の 組合員

　　で ある こ と等を理 由と して 、 職業照会 、 職業指導等にっ いて 、 差別的取扱を受ける こ

　　とが ない 」 。 ※労働基準法第 3 条 「使用者は 、 労働者 の 国籍 、 信条又 は社会的身分を

　　理 由と して 、 賃金 、 労働時間そ の 他の 労働条件に つ い て 、 差別的取扱を して はな らな

　 　 い 亅 。

　 「人事院規則」 （1967年 6月 1日施行） 8 − 19第 9 条は 、 国籍条項を定めて い る。 以前

で は 、 1955年 の 人事院事務総長回答が行政機関内部の く照会〉 と 〈回答〉 に よ り 、 外 国籍

人 の 公務員任用 を拒否す る理 由を提供 して い る。 そ の 理 由は 、　「当然 の 法理 」
翻

と して

の 「公権力の 行使j　「国家意思の 形成へ の 参画」 か ら外国籍人は排除 され る、 とい うもの

で ある 。 しか し、 そ の 「当然の 法理 」 とい う根拠に は 、 旧憲法下の 官吏観が流れて い る点

が看過で きない
。

っ ま り、 天皇が主権者とされた帝国 「臣民」 観をふ まえて い た もの で あ
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る
＃ 2 ）

。

　＃1）こ の 「当然の 法理 」 とい う理 屈 は 、 説明ぬ きの 一
方的宣言で あ っ たが 、 1991年初頭

　　の韓 日政府当局間の交渉に い た り、　「国籍による合理的な差異」 とい いか え られて い

　　る。 しか し、 この 「国籍によ る合理的 な差異」 とは 、 自治省が 「当然の 法理 」 を、 そ

　　の 後外国むけに 翻訳 したもの で あ っ て 、 〈実質的 な差異〉の ない もの で ある。 この い

　　い かえ に お ける ま やか しは 、 その 後の 定住外国人の 公務員任用に お い て障害とな っ て

　　い る 。　「国籍」 ＝ 形式を絶対視 し、 これをて こ に 、 定住外国人を公務員任用か ら排除

　　させ よ うとする もくろみで ある。 これまで あ っ た外国籍人の 公務員任用実績を後退さ

　　せ て い る地方自治体もある くらい で ある。 こ うした状況の なか で 、 あ る地方 自治体の

　　市長は 、 っ ぎの よ うな興味あ る反論を くわえて い る。
「当然の 法理 」 によ っ て 、 外国

　　籍人を 「公権力の 行使」 「国家意思 の形成 へ の 参画」 業務 ＝ 公務員任用か ら排除する

　　とい うこ とは 、 そ れ らの 業務に最終的賁任を負う者は 〈市長〉だ けで ある閧係上 、 市

　　長で ある自分以外には適用で きない 論で ある、 と。

　＃2）旧憲法下の 「官吏服務規律亅 第 1条は 「凡 ソ官吏ハ 天皇陛下 ノ政府二 対 シ忠順勤勉

　　ヲ主 トシ法律命令二 従 ヒ各職務 ヲ尽ス 」 と して い た。
つ ま り、 官吏 に は国家 〔主権者

　　た る天皇〕へ の 忠誠と無定量の 義務が課せ られて い た ため 、 これ と外国人として の 地

　　位は両立 しない もの と解せ られた。 もっ とも旧憲法下で は、　「朝鮮」 人 も日本国籍を

　　所有 して い た 。

　  帰化政策 。 日本の 帰化政策 は人権尊重の 観点、 ま た民主主義 。 政治信条 ・ 思想的精神

的 自由の 観点か らみ るとき、 人間存在の 尊厳を犯す制度上 ・ 運用上の 暴虐を恣意に して き

て い る。

　  指紋押捺制度の 撤廃にみ られ る日本政府によ る外国人 政策の 欺瞞的姿勢。 来年早 々 に

は外国人登録法 に規定されて い る 「指紋押捺」 制度が廃止 されるが 、 当初の 韓 日政府間の

約束 とは異な りそ の 撤廃は全廃で はな く、 中途半端で欺瞞的な対応を明確化 して い る。 こ

れ は、 治安当局 〔とくに警察庁〕の 反対によ り歪曲された もの で ある。 東西冷戦構造の 急

激な崩壊 、 朝鮮半島情勢の 好転の 兆 しな どによ っ て 、 これ ら対策用の 予算を潤沢に与え ら
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れて い た公安警備当局が 、 今後の そ の 組織の 存亡をか けて飛びつ い たの が、 現今の 「第 2

期 ・ 第 2波の 外国人労働者閙題 亅 に対す る治安政策的接近で ある 。 この 射応 は 、 過表か ら

の 「第 1期 ・ 第 1波の 外国人労働者問題」 に対する態度 とす こ しもかわ りな い 。 今後の 情

勢 しだ い で は 、 そ うした治安 当局の 姿勢 との 関連 で 異常な出来事が おこ らな いか 心配 で あ

る。

　  日本人 と外国人の 差異の 曖昧化。 国際化がすすむなか 日本 「国籍」 人の 文化的 ・精神

的な背景や経歴の 多様化もすすみ 、 日本人と外国人の 明確な差異をお く基準が定め に くく

な っ て い る。

　  諸 外国 、 と くに 欧米各国の 例よ りも特殊な経緯をもっ て長 く定住 して きて い る、 在日

韓 国 ・ 朝鮮人の よ うな住民に市民権、 参政権を 〈い まだ 〉与えない先進国日本は人権感覚

・ 精神に お いて 本 当は発展途上的 とい え る 。
「代表な きとこ ろ に課税 は な し」 とい う民主

主義 の 基本が ある。 国政にせ よ地方自治体の 政治に せ よ 、 課せ られた義務を きちん と はた

して い る定往外 国人 に と っ て 、 自分達 の 生活全般の 事柄が一
方的に議会で 決め られ、 これ

に 自分たちの 意 思をま っ た く反映で きな い 事態は不公正 ・ 不公平の きわみ で ある。

　　　　　　　 IV． む　す　び一
経済問題 と人権問題 の はざま一

　本稿 は、 外国人労働者問題の 本質を考察 して きたが 、 日本 に住む外国人の 権利状態の 側

面を注目しなが ら考察 して きた 。 労働 ・ 労務 問題の 経済学的接近か らはずれる とい う危惧

の傘も生 じそ うで あるが 、 外国人労働者問題の土台で ある経済的問題側面を十全 に ふ まえ

た うえで 、 そ の上部構造 の 問題 となる法的側面を主 と した諸悶題の検討 は、 結局 、 経済的

問題側面の 分析 に役立つ こ とに なろ う。

　過去か らの定住外国人 の経済的 困難 は各種の 実態調査等に よ り、 段 々 明 らか にされっ っ

あるが 、 こ れまで の 日本におい て は、 外国籍人 とい う形式的 ・ 法的 な枠組を絶対的な事由

に した定住外国人 の 人権蹂躪 。 生活圧迫が 、 彼らの 経済的困窮を もらしたい ちばん の 原 因

で あ る こ とに 注意 した い （法に よ る差別と経済上の 困窮との 悪循環） 。 昨今の新 しい 外国

人労働者問題は 、 定住外国人で ある在 日韓国 ・ 朝鮮人の 歴史的経過 と政策上の 現実的 ・ 論
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理的錯誤 に 学ぶ こ とに よ っ て 、 解決策へ の 模索に必ず役立つ もの と考え られ る。
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「 国 際 化 」 と 労 務 管 理
　　

一
自動車産業 を事例 と して 一

　　　　　　　　　　　　　　　 中京 大学　猿 田 正 機

は じめ に

　85年 末の G5 以 降の 円高下 で 、 わが 国 自動車産業は海外進出 を本格化 させ た。 ト

ヨ タ自動車の 場合 は そ の 典型 とい っ て よい だ ろ う。 グロ
ーバ ル 化、 ボ ーダ レス 化が

急速に 進む な か で 、 トヨ タ は トヨ タ な りの 「国際化 」 をは か りっ っ 経 営 環境の 激変

に 対 応 して きて い る。
90年代 に 入 り国際化が い っ そ う進む な か で 「経済 摩擦 G の み

な らず 「経営 摩擦 」 、

「文化 摩擦 」 な ど欧米 との あっ れ きが い よ い よ 深 刻化 す る気

配 す らみ え る （1）。 と りわ け、 自動 車産業 の 国 際競争 の激 化 な か で 、 国際的 な 競争 条

件の 平等化の 要請 は著 し く強 ま っ て い る。 ソ ニ
ー

の 盛 田会長 の 発言 は そ れ を典型 的

に 示す もの で あ ろ う。

　 盛田 氏は ヨ
ー

ロ ッ パ の 政府 関係者や経営者 との議論の な か で 、 　「あな たたちは我

々 と競争 の ル ール が違 うの だ 。 」 と言 わ れ て非 常 に シ ョ ッ クを受け た こ とを索 直 に

述べ て い る。 そ し て 、 氏は 「欧米か ら見 れば異質な経営理 念を もっ て 世 界市場で 競

争 を続 け る こ とは 、 もはや 許 されな い と こ ろ まで 来 て い る。 」
「日本企 業が欧米 と

整合性 の ある ル ー ル の 上 で フ ェ ア な 競争を して い くこ とが 何 と して も重 要 なの 」 だ

と 指摘 して い る（2）。 こ れ に対 して、 豊 田章一 郎豊田 社長 は 「よ き企 業 市民 」 「責任」

「会社 中心 か ら個 人中心 の 社会へ 」
「シ ェ ア主 義を捨 て共存 共栄 で 行 こ う」 な ど次

々 と社 会的批 判や 国際的 批判 を意識 した発 言 を繰 り返 し て い る 。

　本報告 は 自動車 産業の 国際化 の なか で 、 トヨ タが 労務管理 面で 経営環 境 の 激 変 に

い か に 対処 し て きて い るの か、 ある い は トヨ タの 労務管理 が現 実 に どの よ うな矛 眉
に 直面 して い るの か を 、 明 らか にす る こ と を 目的 と して い る。 国際化 へ の トヨ タ の

労 務管 理面で の 対 応 と 、 い わゆ る 「労 働力不 足 」 下 で の外 国人 労働 者 の 増 大に焦 点

をあて つ つ 自動車産業の 労務管理 につ い て論 じ てみ たい （3）。

（1 ）　 トヨ タ に み る労務 管理 の 再 編成

　 トヨ タ生産方式 の 「優 秀さ 」 は 、 ME 技術革新の 先進性 に あ る の で は な く製造技

術、
っ ま りは 労務管理 の 「優秀 さ1 に あ る とい っ て よい 。 こ の トヨ タ の 労務 管理 を

一
言 で 言 うと 「資 本主導 の フ レキ シ ブ ル な労務管理 」 と定義す るこ とが で きよ う。

昨今、 トヨ タ の 労務管理 は 急速 に大 き く変貌 を遂げ て い るが、 そ の 変化が従来 の 延

長 線上 に ある もの な の か 、 そ れ と も 国際 化 の影 響な の か 、 こ の 点を正 確 に把握 して

お くこ とは今 後の 労務管理 を考 える うえで きわ め て 重要で あ る。

　 トヨ タの 人 材開発部次 長は、 92年2月28日の 日本労務学 会第 14 回中部部 会の 報告

で 、 と くにホ ワ イ トカ ラ
ー

に つ い て 、 　「こ れ まで は 書 われ た通 りの こ とをや る だ け

で、 仕事 は 楽 だ っ た 。 ぬ る ま湯だ っ た 。 ア メ リカ人 の 方が よ く働 い て い る 。 J と述

べ 、 人 事 諸制度 の 能力主義 的 改革 を強調 し た。 こ の 発 言 に もみ られ る ご と く、 基本
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的 に は 、 トヨ タの 労務管理 は 従来の 延長 線上 に あ る とみ て よい 。 そ れ は、 ジ ャ ス ト

イ ン タ イ ム の 下で の 賃金 ・雇 用 ・労働時聞な どの よ り一 層 の 柔 軟化 で あ り、 能力主

義化で ある 。 しか し、 国際化が トヨ タ の労務管理 に及ぼ して い る影響 も無視 し得 な

い 。 そ こ で、 国際 化 との 関 わ りで トヨ タ の労務管理 が ど う変貌 しっ っ ある か 、 以 下

で 少 し具 体的 に明 らか に したい 。

1   「労働 力不足 」 と雇 用管理

　い わ ゆ る 「労働 力不足 」 と若年雇用吸 引 力の衰 え 、 そ し て 景気の 後退 と い う経 営
環境の 下で 、 トヨ タの 雇用管理 は揺れ 動 い て い る。 外圧 と並ん で トヨ タが 抱い て い

る 「危機 意識 」 は 「若者の トヨ タ離れ 」 で ある。 昨今に お ける トヨ タの 雇 用管理 の

中心は 、 新規 高卒 技能員の 大量採用、 女 子労働力の 雇用 と退職労働者 の 再雇 用、 期

間工 採用 の 調 節、 既 存労働 力の 「多能工 化」 と工 場間及び グ ル ープ 企業 間 の 配転、

出向 、 応 援 さ らに は 他企業か らの 応援の 利 用な ど で ある 。

　 「若者の トヨ タ離れ 」 もあ っ て 、 トヨ タ は 青年労働者対策 と して 、 従 来か らあ る

PT 運動 な ど に加 えて 「3K 」 （きっ い 、 汚 い 、 危険 ）退 治対策や 「魅力ある会社」

づ くりに 積極的に 取 り組 まざ るを得 な くな っ て い る。 その
一

っ が 独身寮や 社宅の 改

築 な ど福 利厚生施設の 充実で あ る 。 FBL （フ レキ シ プ ル ポデ ーラ イ ン 〉に代表 さ

れ るラ イ ン の 自動化、 田原の 新組立 ラ イ ンな どの 職場環境の 改善な どや 「人に 優 し

い 働 きが い の ある職場 づ くり」 （4）もその 一環 と い え る 。

　トヨ タ は 1989年 に女性技能 員 の 定 期採用 を開始 し、 91年 に は 20年ぷ りに 女性技 能
員 の 中途採用 に踏み切 っ て い る 。 採 用地 区を全 国 に 拡大 し、 今後 4 年間 で 新卒 と 中

途採用を含め て500人の 女子技能員 を確保 す る方針で い る 。 同時に生産ラ イ ン を見直

し、

「女性や 高齢者にや さしい 工 場 づ くり」 を進め る方針を打ち出 し て い る。 また

トヨ タは 92年 4月 か ら、 遅蒔 きなが ら 4 年制大学の 新卒女性を事務総合職 と して 採用

を始め た。 た だし、 採用 は数人 程度 と きわめ て 少な い 。

一 般職女性 の 総合職へ の 登

用制度 も2月 か ら始め て い る（5）。 こ の よ うに して トヨ タは 、 女子 労 働者の 増加 に よ

っ て慢性的な 「労働力不足 」 の 解消 と年 間総労 働時 間の 短縮、 さら に は職場の 「活

性 化 」 を図 ろ うと して い る。

　さ ら に トヨ タ は 91年 9月か ら定年退 職者 の 再雇用 制度 を導入 し た。 当面は 熟練工

な どを 対象 に 60歳で 退職 後、 1 年 ご と に契約 を更新 す る形 で最長 65歳 まで 雇用 す る 。

勤 務は 、 夜勤 や 残業が な い 昼 間の 定時勤務 で 、
1 日 8 時間働 くフ ル タ イム 型 と同 4

時 間働 くバ ー トタイ ム 型 の 2 種類か らな っ てい る。 給与は フ ル タイ ム型が 年300万 円

程 度で 企業年 金 は 5 割 支給、 パ ー トタ イ ム 型 は 年 130万円程度で 年金は 全額支給 され

るこ とにな っ て い る（6）。 しか し 、 こ の 再 雇用制度 も、 半年間で 対象 者約300人 の う

ち、 10人強 しか希望者が で て い ts い 。 若年労 働者の 人手不 足を定年退職者で 補 うの

が 主 た る狙 い で あるが 、 高齢者 を低賃金で 利用 し ょ うとする トヨ タの 思惑は 今の と

こ ろ成 功 し て い な い 。

　地方、 既 存 の 労働 力に対 し て は 「活性 化 」 対 策が強 力 に推 し進め られ て い る 。 ホ

ワイ トカ ラ
ー部門 で は 「個人 の 自童 性 を尊重 し能力 を活か す体制 づ くり」 とい う こ

一 61一

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



Japan Academy of Labor and Management

NII-Electronic Library Service

Japan 　Aoademy 　of 　Labor 　and 　 Management

とで、 組 織改革 が 急速 に 進 め られ て い る。 トヨ タは 89年 8 月 に 全社 的 に課長 、 係長

な ど中 間管理 職 の ポ ス トを廃止 し、 組織 の い わ ゆる 「フ ラ ッ ト化 」 や 決裁 ル ー トの

短 縮をね ら っ た 「ハ ン コ 3 っ 運動」 な ど に よ り権限委譲の 促進 を図 っ た。 こ れは組

織の 「活性化 」 を狙 い と して い るが 、 そ の背景 には 「中高年の 処遇問題 ・ ポ ス ト不

足 」 が あ る。 さ ら に90年 9 月 の 組織 「改 正 」 で は 、 平取締 役 に 権限 を委譲す る と 同

時 に各役員の 責任 を明 確 化す るい わ ゆ る 「役員室の フ ラ ッ ト化 」 が行 わ れ た（7）。 ま

た 、 管理 営業 部門 で は 「Now21 」 （NEW　oFFIcE　wAY　21st　CEMuRY ）が 、 技術部 門

で は 「FP21 」 （FUTURE　PRoGRAM　21st　 CENTURY）が進行中で あ る。 こ れ ら は ポ トム

ア ッ プ に よ る 組 織 や 仕事 の 見直 し を行な い 、 下 か らヤ ル 気 を盛 り上 げ よ うとす る も

の で あ るが 、 そ の 実態は 経営者主導の 職場 「活性 化 」 対策 で あ る。 経 理 部、 購買部、

海外部品部な どをモ デ ル 職場 と して 選び、 若手 リーダ ー を中心 にワ
ー

キ ン グチ ー ム

を っ くり、 部長 に 対し て 問題提起させ て い る （8）。 また
、

91年 2 月か ら部課長な どの

中堅層を対象 に 「人材育 成の 一
っ 」 と し て社外派 遣制度が ス タ ー トし て い る 。 こ れ

は 「個 人 の 専 門 能 力向上 を図 る と と も に、 他企業 と い う異文 化 を経 験 す る こ とを狙

い 」 と し て い るが 、 トヨ タ グル ープ 間の 中堅社員 交流が異文 化交流 に な る か ど うか

は 疑わ し い （9）。

　技能系職場 で は、　「専 門技 能職制 度 」　　 図 1　 専門技 能職制度

や 「専 門技能 修得 制度 」 が 91年か ら導入
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 〔従 来〕　　　　　　　 〔見直 し後 〕

されて い る。 　 「専 門技 能職制 度 」 は 図 0
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 職 能 費 格　　 職 位

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 工 長 級　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 工 長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 組 長　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 i籔指禪職lu

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 指灘聯 撮
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 班 長
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 指沸職 2緩

に見られ る ご と く、 管 理監督職 とは別 に

専 門技 能職を設 け、 工 長級 をチ ー
フ エ キ

ス パ ー ト、 組 長 級 を シ ニ アエ キ ス パ ー ト、

班 長をエ キ ス パ ー トと し、 そ れぞ れ高度

な専門 技能 、 知識 が必 要 と されて い る業

務 に携 わ っ て い る 。 な お、 工 長 、 組長 、

班 長の 「管理 監 督 職 」 と 「専門技能 職 」

の ロ
ー

テ
ー

シ ョ ン も必 要 に応 じて行 な わ

れ て い る 。 また、 資格制度 も一 部見直 し

指部　 級

準　　 職

一綬　〜3紐

職能 賢格
聰毫位

管 理監督職 零門技能職
工 長 級

工 　長 　卜 7：毒ス’晦
組 長 級

組 　長 　 シニア許 ス’韓

斑長 曾級

琉長 2級
班 長 　 エキスパ ー｝

指 　　職 　　 i零 門技 能職の 略称 　　i
準 職 i；霊 量二辷：麟
般　〜撮 　　i＝ ＋ ス パ ートOExi

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注 ）weekly 　TOYOTA　92年6月28日1こよ る。

が 行な われ技能系職場に お い て もフ レキ シ ビ リリィ
ーが 一 層高め られ た（10）。

  「国際化 」 と雇用管 理

　 トヨ タ 的労務管理 と 「国際化 」 の 関係 を考える場合、 キ
ーポイ ン トとな るの が 外

国人 労働者対策で あ る。 その 場合、 当面 判断材料 とな るの は、 トヨ タが 国 内で 外国

人 労働者 に対 し て どうい う方針 で の ぞ ん で い るの か と い うこ とで あろ う。 トヨ タ は

91年 2 月の 組 織 改革 で 「海 外事業部 J を廃止 し、　「米州事業部 」 「欧州 ・ア フ リカ

事業部 」
「豪 亜 ・中近東事 業部 」 の 三 分 割体制 と し た。 ま た、 中国プ ロ ジ ェ ク トの

本格化 をに らみ 、 中国事務所が っ くられ た。 こ の よ うに国際化を進め て い る とは い

え 、 トヨ タの 外 国 人従業員 の 比重 は まだ まだ低 く、 全体で 約40人 と 、 ほ とん ど無視

、し う る 程 度 し か 採用 して い な い 。 そ れ も事務 ・技術者 な どご く一部 の 職種 で あ り、
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91年 2月付の 人事移動で、 初の 外国人課長 （海外渉外 広報 部、 海 外サ
ービ ス 部 ）が 2

人誕生 し た程 度で あ る（11）。 現場の 技能 工 に は 、 外 国人労 働者 を一 人 も採用 して い

な い 。 こ こ に トヨ タの 外国人労働者 に対する姿勢の
一端 をみ る こ とがで きよう。

　現 在、 国内で の トヨ タ と外国人労働者 の 直接的か かわ りは 、 外国 人研修生の 受 け

入 れ とい う形 で 進ん で い る 。 ア メ リカ か らは NUMMI の 研修 生 に 引統 き、
　 TMM

か ら も87年 7 月か ら88年10月本 の格稼働 まで に320人の 研修 生を引 き受 けて お り、 そ

の 後 もエ ン ジ ン工 場の 操業開始 との か か わ りで 約250人 の 研 修生を受け入れ て い る。

ま た、 台湾の 合弁 企業や カナダの TMMC 、 西独 VW の ハ ノ
ーバ ー工 場な どか ら も

研修 生を受 け入 れ て い る。 しか し、 こ れ は製造現場 で の 体験学 習 に よ り、

「品質 、

従業員の チ
ー ム ワ

ークを含め た トヨ タ生 産方式を習得 させ 、 各 国の 工 場で 実践 し て

も らう」 のが 目的 で あり（12）、 トヨ タの 海外工 場 な どへ の 生産 ・ 労務管理 面で の ト

ヨ タ 方式の 移転 を狙 い とする もの で あ る 。

　 と こ ろで、 トヨ タは国 内で は 外国人労働者 を ほ と ん ど採用 して い ない し、 ま し て

ア ジア 人 はほ とん ど皆無 で あ る 。 在 日韓 国人 ・朝鮮 人の 採用 に 対 し て もきわめ て 冷

淡だ、 と も聞 い て い る 。 こ の ように トヨ タは外国人労働者 を本体で はほ とん ど採用

せ ずに、 後 にみ る ご と く、 下講企業の 部品生産を担 う労 働 力 と して 間接的 に利用 す

る方 針を と っ て い る。 そ の 結果、 日系ブ ラ ジル 人や不法就労者を含め た地 域労働市

場 の 再編成が 、 西 三 河地域で 進 ん で い る 。

　 「 トヨ タマ ン 」 の 国除化 とい う点 にっ い て 、 トヨ タは92年の 新 「 トヨ タ 基本理 念」

の なか で、 「経営 の 国瞭化に即 して 、 国際人材 の 育 成 に力 をい れ る 」 こ と を詠っ て

い る。 ホ ワイ トカ ラ ーの み な らず、 技能工 の なか に も海外経験 者は着 実に増 え て い

る 。 全体 の 3 〜 4 割 、 班長以上 の か な りの 部分が海外勤務 を経 験 し て い る e 駐在 員

（組 長 ク ラス ）で は 3 年が基準 だが 、 ケ ン タ ッ キ ーや NUMMI に 3 〜 6 カ月滞在 と

い うケ
ー ス も多 い 。 そ の 際 、 日本へ 研 修 に来た顔見知 りの 外国人の と こ ろ へ 行 くこ

とが 多い とい う。 しか し 、 現在の と こ ろ海外 出張者 も帰国す る とほ とん ど の 人 は 行

く前 と同 じ行動パ ター
ン に戻 っ て い る。 また、 職場 に は常 時外 国人が い る。 外国 人

研 修生は定時 に な る と 「じゃ あ j と言 っ て帰 っ て行 くとい う。 こ うい う様々 な経験

が トヨ タの 労働者 に大 きな影響 を与 えて い るこ とは否定で きな い 。 国際化の要請の

下 で 多国籍企業 トヨ タと して は 、 今後 と も国際的な 摩擦を考慮 した雇用管理 をや っ

て い か ざる を えな い で あ ろ う。 しか し、 　「 トヨ タ マ ン 」 意識と い うの は 下請企 業や

下 講企業労働 者な どへ の 差別 意識が あ っ て は じめ て 成 り立 っ て い る もの で あ り、 差

別 意識 を否定 して い わ ゆ る 「 トヨ タ マ ン 」 は存在 しな い 。 それ だ けに、 資 本主導 に

よる 「 トヨ タマ ン 」 の 真の 国際化は 、 事実上不可 能 とい っ て よ い か も しれ な い 。

2　 時短問 題 と労 働時間管理

　国際的な時短圧 力の 下で 、 トヨ タ も労働時間の 短縮 に取 り組 んで い るが、 基本 的

に は、 技能工 の 長 時間 ・高密度 の 昼 夜二 交替制 労働は 変わ っ て い な い 。 多晶種少 量

生産 の ため の 、 い わゆ る 「多能 工 化 j に よ る労 働密 度の 強化 も 、 依然 と し て 深刻 な

問題で ある。 しか し、

一 方で は国際的な 批判 に加 えて、 新規学卒者が募集定員 に満
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た な い な ど、
い わ ゆる 「労働力不足 」 の 下で の 「若者の トヨ タ離れ 」 も進 んで お り、

トヨ タ と して は時 短 を避 けて 通れ な くな っ て い る。 トヨ タ出身 の 得本 自動 車総連会

長が 「乗用車の モ デ ル チ ェ ン ジ が 4 年周 期 にな っ て い る こ とが 、 職場 の ゆ と りを う

し な わ せ て い る。 」 と発書せ ざ る を得な い 背景 に は こ の よ うな 事情が ある 。

　 そこ で トヨ タは 設備の稼働時間の 延長 と時短の 両立 を はか る手 段 と して 3 組 2 交

替 制や フ レッ ク ス タ イム 制の 導 入 、 年次 有給休暇の 取 得増 大 、 更 には 定年退職考や

女子技能員の 採用 に よ っ て 平均 所定 内労 働時間 の 短縮 を図 ろ う と して い る 。 車種 ・

型 の 削減、 モ デ ル チ ェ ン ジ 期間 の 短 縮 を 時短 に結 び つ け よ うと い う動 きも出て い る。

高 岡工 場で は 時短 の ため こ れ まで の 生産方式を一 部見直し 、 ボディ
ー

、 塗 装、 組 み

立 て の 工 程で あ る 程度 中間在庫 を持 っ こ とで 時短 に結び っ けて い る 。 そ の 結果、 ト

ヨ タ 自動車労 働組合 に よ る と、 　 「高 岡工 場 で は 域 前 よ り一 日当 り15〜 30分 の 時短 が

実現 で きた」 とい う（13）。 また、 QC サ
ークル 活動 は こ れ まで 残業 と みな され手 当

が 払 われ て い たが 、 時短 問題が深刻 化す るなか で 、 トヨ タ は QC サ ー クル 活動を労

働 時間か らは ず し 、 総労 働時間 に は 含め な い こ とをも明 らか に して い る。 しか し、

3 組 2 交替制 の 導 入な ど に よる労働 時間 の 短縮 は、 賃上 げ を と もな わ な い 限 り労 働

者 の 減 収 とな る こ とか ら労 働者の 不 満 を著 し く高 め て い る。 トヨ タ に あ っ て は残業

な どの 所定外収λ は 定収の 一 部の よ うに考 え られ て きて お り、 残業の 一方 的削減 は

トヨ タの 低定賃金体系を公然化させ 労資 の 矛盾 を激化 させ ざる をえな いだ ろ う。 ま

た、 景 気後退 の も とで トヨ タ ・グル ープ の 企 業間 ・職場 間で 、 仕事の 繁閑 の 差が 著

し くな っ て い る 。 トヨ タ車 体の 3．5時間残業や 従業員募集 に み られ る ご と くグル ープ
・一次 下請企 業や 二 次以 下の 下請企業で の 畏時間勞働は依然 と してな くな っ て い な

い 。 他 方 では、 仕事 が激減 し外 国人労 働者の 解雇問題も生 じ て い る。

3 　 賃 金の 「能 力主 義 」 化

　 トヨ タの賃金は 90年 代 に入 り、 能力給へ の 傾斜を著 し く強 め て い る。 それ まで 事

務 ・技術 一般 及 び 技能 員 の 賃 金 は、 職 能資 格制度 を柱 に基 本給 （40％ ）と生産手 当

（60％ ）か ら成 っ て い たが、 90年 4 月 に な っ て生 産手 当部分が 40％に縮小 され 、 そ

れ に変 わ っ て 職能給 （10％ ）と年齢給 （10％ ）が 導λ さ れ た。 また、 事務 ・技術 系

の 課長 以 上 の 賃金 も、 そ れ まで は基本給 60％ 、 職 能給40％ とい う比率だ っ たの が 、

基 本給 40％、 能 力給60％ に改定 され た 。 しか も、 人事考課は年 々 積 み重ね られ る能

力考課 と 1 年 毎 に 目標 テ ー
マ の 達成 度 に 応 じ て 評価 す る期間考課の 二 本建 て とされ 、

基 本給 は 能力考課 で 、 職能給 と夏冬 の 賞与 は 期 間考課 で 行 うと され た。 こ の 人 事 考

課は 明瞭性 ・公正性 に著 し く欠 け るが 、 導 入の 結 果、 労働者個 々 人 へ の 「能力 」 へ

の 刺激は著 し く高 ま っ た。 こ の 「能 力主義的 」 賃金 と トヨ タの 賃金の もう一
っ の 特

徴 で あ る時間 外手 当 ・ 深 夜勤 手 当 ・交替手 当の 比率 の 大 きさ （20〜 30％）が相まっ

て 、 トヨ タの 労働 者 に長時間 ・高密度 労働を強制 す る手段 とな りっ っ ある 。

　 トヨ タは92年 7 月 に 、 この 賃金制度 を再度改定 し能力給 の 割 合を 一層大 き くす る

方針を明 らか に して い る 。

一 般事務 ・技術な どの 職能給比 率を現行 の 10％ か ら40％
程度 へ

、 現場 技能 員の それ を10％か ら20％へ 拡大 させ 、
93年 1 月 に は実施 したい 意

一 64一
N 工工

一Eleotronlo 　Llbrary 　



Japan Academy of Labor and Management

NII-Electronic Library Service

Japan 　Aoademy 　of 　Labor 　and 　 Management

向 を示 し てい る。 こ の改革が実施され る と、 同期入 社の 労働者同士 で も、

「成績 」

に よ る 賃 金の 格 差が これ まで 以 上 に広が り、 資本 主 導の 「能力主義 」 「実力主義 」

が 一層強 まる こ と は避 け られ な い だ ろ う（14）。

　 この よ うな トヨ タの過酷な労務管理 に耐え きれず に 中途退職 した者 の退 職金 は 極

端 に低く、
こ れが トヨ タの 高蓄積の 源 とな っ て い る こ とも忘れ て は な らな い だろ う

（15）。 過 酷な労働 に5年 間堪 え忍 ん で 働い て も退職金 は 10数万円 、 10年聞 で も50〜 8
0万円程 度で あ る。 専 制 的な管理 に耐 え 、 長時間 ・超過密 ・ 昼夜交 代制労働 で 青 春 を

すり減 ら し た代償 と して はあ ま りにも少 額で ある。

4　教育訓練管理 と 「国際化 」 の 困難性

　MIT グル ープや B ・ コ リアな ど トヨ タ シ ス テム を論ずる外国人 研 究者 は 、 そ の

重点の 置 き方 の 違い もあ っ て 教育訓練管理 に っ い て は ほ とんど言及 し て い ない （16）。

しか し、 企業内教育 ・ 訓練 と りわけイ ン フ t 一
マ ル 教育 ＝ 「人間関係諸活動 」 を無

視 して は トヨ タ的 労務管理 は 論 じえな い で あ ろう。 とい うの は 、 こ の 面の 管理 は 個

性無視、 人 間性無祝 、 集団主義の 強制 と い う内容 を含 んで お り、 仮 に 欧米 の 研 究者

や 労働者に は容認 しが たい に して も、 トヨ タ的労務 管 理の 核心 をな して い るか らで

あ る。

　 トヨ タの 教育体系は 「職場教育」 を中心 とし、 こ れを 「フ ォ
ー

マ ル 教育 」 と 「イ

ン フォ
ー

マ ル 教育 」 が側面か ら支える構造にな っ て い る。
「職場教育 」 は 広い 意味

で の 企 業内教育の 中心 で あり 、OJTとOff・JTか らな る。
「フ ォ

ー
マ ル 教育 」 は 、 狭 い

意 味で の 企 業 内教 育で あ り、 階 層別教育 や 職能別教 育な どか らな る 。 そ して 「イ ン

フ ォ
ー

マ ル 教育 J は、 トヨ タ で は 「人 間関係諸活動 」 とい われ て お り、 （1）社 内団体

諸活動 、 （2）PT 運動、 （3）明 るい 寮づ くり運動、 （4）トヨ タ クラ プ 活動 か らな っ て い

る 。 こ の 「人間関係諸活動」 は 「暖か い 人間関係 」 を通 じて 「労使関 係 」 の 安 定 に

寄与 する と され て お り、 また、 労働者が 「ヤ ル 気」 を生 み 出す土 壌 と位置 づ けられ

て い る 。 こ の よ うな 活 動を通 じて 集 団的意 識が 培わ れ 、 い わ ゆ る 「 トヨ タマ ン 」 が

育成さ れ て き たの で ある （17）。

　往年の 名マ ラ ソ ン選手で あ っ た大学教授が、 駅伝 大会へ 出場 す る あ る職場の チ ー

ム に講師 として招かれ 、
「ど うした ら少 しで も速 く走 れ るか 話 して ほ しい 。 今年 は、

一 番で も上 位 に上が りた い の で 。 」 と頼 まれ た とい う。 その 教 授は 私 に次の ように

言 っ た。
「た か が 職場 の 駅伝競 争 に、 従 業員が な ん で あ んな に夢中に な る の か 、 私

に は 分か らな い ね。 」 と。 こ の 駅伝大会や トヨ タ ・ オ リン ピ ッ ク 、 あ る い は職 場先

輩 制度や QC サ ー クル
、 交通安全運動に して も、 どうして こ こ まで 個 性 ・人間性や

家 庭を犠牲に して まで や るの か は 、 トヨ タ資本の 専 制的支配下で の 昇格 ・昇進 ・昇

給管理 や 地域の 管理教育 的環境 を抜 きに は語れ な い で あろ う。 こ の よ うな 個人 ・人

間性や 家庭を犠牲 に した トヨ タ的な集 団主義 な労務 管理 その もの が 、

「国 際 化 」 の

なか で ま さに 閥われ てい る とい え よ う。

（2 ）　 海外現地生産の 本格化 と雇用管 理
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　 アメ リカ、 カ ナ ダ、 台湾な どの 海 外現地生産 に続 い て 、
92年秋 には イギ リス の 工

場 が本格 生産 を開始す る。 トヨ タ的労務管 理の 「国際化 」 をみ るう えで の もう一
っ

の ポ イ ン トは 、 トヨ タが海外進出企 業 で どんな労務 管理 をや っ て い るの か、 とい う

点で あろ う。 こ こ で は対米進出企業 （TMMC ）を事例 と して 、 そ こ で の 労務管理

なかで も採用 管理 にっ い て少 し詳 しくみて お きたい
。

　 1989年 8 月 に 国 際人事部が 新 設 され たが 、 初代部長 は次 の よ うに言 っ て い る。 海

外現地 生産す る トヨ タが地 元 に根 づ くた め には、 　 「現地 の 人 を もっ と積極的に活 用

す る
”

トヨ タ の 現地化
”

と、 トヨタ流の 仕事の や り方を う まく浸透 させ る
”

現地 の

トヨ タ 化
”

が 必要 」 で あ る（18）．要す るに、 現地の 人 を使 っ て 「 トヨ タ 流 の 仕事」 を

させ よ、 とい うこ とで あ ろう。 ちな み に 、 トヨ タの 海外生産拠点で の 雇 用者数は 、

表 1 の ご と くで あ る。

　 TMMC で の 従業員の 採 用 に は細 心 の 注意が 払 われ た　 表 1　 トヨ タの 海外拠 点

と い う。 当初 10万 人 に 及ぶ 候補 者の な か か ら厳 選の 結果 、 　 　 で の 雇 用 人数

ア メ リカ 製造 業の なか で も最 も優秀な 人材を集 め る こ とが

で きた と自負 して い る。
Productio　Workerの 選 考は 6 段階

に 別 れ、 「職安 」 で の オ リエ ン テ
ー

シ ョ ン （VTR ）には

じ ま り、 技能知識 ・能 力評価の ため の 筆 記試験 、 対人関係
・ 意思 決定の 能力評価、 製造 ・組立模擬試験 、 面接 、 身体

検査が 行 われ て い る 。 しか も、 第 1 段階で 「仕 事 をして い

る ビデオ をみ せ、 トヨ タ の フ ィ ロ ソ フ ィ
ー

を 話 し、 こ れ で

い い か ？ 」 と 了解 を求 めて い る 。 そ の 結果 、 採用 さ れ た労

働 者 の 学歴 は、 日 本や ア メ リカの 他 の 企 業 と比 べ て 著し く

高学歴 とな っ た。
1989年 9 月頃の デ ータ ーで 、 グル ープ リ

ーダ ー の 55％が 大卒、 チ ーム リーダ ーの 35％が 大卒、
一般

の 労働者 で も15％が大卒 とな り、 ほ ぼ 全員 が高卒 以上 とな

っ た。

また、

用 して い る。

北 　米

中南米

ヨーロッパ

オセアニア

ア ジア

アフリカ

懿

合 計

　 7
，
170人

　3
，
544人

　3，
830人

　 4，840人
　 8

，
390人

　 6
，
000人

』

34，744人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （注 ）weekdy 　TOYOTA

　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　　　 　　 92年 1月1日に よ る。

こ れは 日本や ア メ リカ の 自動車メ ー カ ーの 労働力構成 とは全 く異な っ て い る。

トヨ タ は選考の 際、 地域へ の 配慮を優先 しケ ン タ ッ キ ー の住民を優先的に 採

　こ の ような トヨ タの 採用方針が容 易 に貫 徹し え た背景 には 、 トヨ タの 立 地戦略や

ノ ン ・ユ ニ オ ン 政策が あ る こ とは 言 うまで もな い 。 しか し、 トヨ タが 不安 を抱 え て

い る こ と も否定 で きな い 。
「長 い 目 で 見 た と きに 、 彼 らが こ う した単純 な仕事 をや

っ て くれ るか ど うか 心 配 J し て お り、

「話が文化の 違い に 触れ る と きには す ぐ止 め

る。 」 な ど、 絶 えず気を配 っ て い る。 こ の ようなな かで 、 グル ープ制 、 職務の 単純

化 ・ロ
ー

テ
ー シ ョ ン 、 査定 、 PT 活 動 、 提案 制度 な どが少 しず っ 取 り入 れ られ て い

る のが 実状で ある （19）。

（3 ）　 下請企 業の 雇用管理 と外国人労働者

トヨ タ は 内外 の 批判の 下で 、 ア メ リカ を は じめ と する海 外か らの 部品輸入 や 日立
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な ど 「系列 」 外の 企業か らの 部晶購入を増や して い る。 また
、 部品の 共通化な ど で

下請企業及び 労働者へ の 影響が 目立 っ て きて い る 。 こ れ に 対 し て トヨタは 、
「品質、

納 期 、 価格 とい う従来 の 三 っ の 離 品購入基準 に国隠 協調 と い う要素 が加 わ っ た。

一

部の 日本部晶 メ
ー

カ
ーが 切 り捨 て られ る の も仕方な い 。 j と断書 し て い る （20）。 こ

の よ うに トヨ タは 海 外か らの 「系列 」 批判 も、 下誇企業の 犠牲 に よ っ て乗 り切 ろ う

と して い る。 トヨ タは 、 こ れ まで の 高蓄 積の 過程で 下請企 業 を最大 限 に利用 して き

たが、 そ れは 労働 力の 利用 に っ い て も言 い う る こ とで ある 。

　 トヨ タが外 国人 労働者 に対 して きわめ て 閉鎖的な 対応 を して きた こ とは 改め て 指

摘す るまで もな い が 、 　「労働力不足 j 下で 外国人労働者が 激増 を続 けて い る現在 で

も、 そ の 傾向 は全 く変 わ っ て い な い 。 こ れ まで トヨ タは 人 手が い よ い よ足 りな い と 、

関連 下 請企業 や 他 業種 に応援 を要請 す る こ とに よ っ て まか な っ て きた。 そ の し わ 寄

せ は
一 次下請 企業 か ら 2 次以 下の 下請企業にお よび、 下講企業は か な り大量の 外国

人労働者を採用す る こ とによっ て トヨ タの 要請 に応 えて きた と い っ て よい 。 例 えば 、

豊田市 に在住 す る 外国 人、 と りわけブ ラ ジル 人の 急 激な 増 加は 、 表 2 か らも うか が

えよ う。

表 2 「豊田市外国人登録国別人員調査票」　（市民課作成） よリ抜粋 ・作成

1988．31989 ．121990 ．6 ！990，12199L6199 正．10

ブ ラ ジ ル 0 286 812 1，491 2
，3792 ，730  

中　　 国 93 136 150 191 243 249 

韓国 ・ 朝鮮 2
，
081 2

，
041 2，029 2

，014 2，0472 ，052  

ペ 　 　ル 　 　
ー 1 2 16 78 224 249 

フ ィ リピ ン 47 75 95 104 正15 228 

含　 　 　計 2β22 2
，680 3，352 4，077 5，2925 ，851

↑　入管法改正

・日 系人で も、 1世 は登録す る必要が な い の で 、 B 系 ヅ ラ ジル 人、臼系ペ ル ー人の

実数は 、 こ の数字よ り増加して い ると推測され る。

（注 ）都築 くる

み 「日系ブ ラ ジ

ル 人の 生活 実態

調査 よ り」 （ r

名古屋大学社会

学 論集第 13号 』

所 収 、
150へ  ジ ）

に よ る。

　法務 省の 調 査 で は90年 6 月 末で 、 日系ブ ラ ジル 人は 愛知県 が 6， 065人で 最 も多 く

な っ て い るが 、 急 増の きっ か けは 90年 6 月の 出入国管理 及び 難民認 定法 （入管法）

の 「改正 」 で ある。 こ の 「改正 」 に よっ て、 外国人労働力は そ の 内部 に 日系 ブ ラ ジ

ル 人な どの 合法的就労者 と不 法就労者 （非公認労働者）の 差 別を合みっ っ 西三 河労

働市場の 最 底辺層 を形 成 しっ っ ある 。 都築 くる み 氏の 調査 （21）によ る と、
91年 10月

時点で 豊 田市在 住の 外 国人 は 5，851人で 、 うち2．730人がブ ラ ジ ル 人 で あ り、 彼ら は

トヨ タの 「本 社所在地の 周 辺 、 下請 け企業周辺 、 市 内最 大 の H 団地 （県営 、 公団。

居 住者 約 1 万 人 ）に集 住 し て い る 」 。　「H 団地 以外の トヨ タ系 の 企 業に就労す る 日

系 人 も、 会社の 近くに アパ ー トごと社宅 と して 借りた と こ ろ に集住 して い る 」 （22）。
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近 隣の 市町村 の 場 含 に も、 団 地や 下請企 業周辺 の ア パ ー トな ど に 集住 し て い る こ と

が 、 筆者の調 査で も
一

部確 認 され て い る。

　三重 県亀山 市の 自動葷 部品メ ーカ ー 「エ フ テ ィ ッ ク 」 亀 山工 場の よ う に、 仕事終

了 後 の 小集団 活動 活動 を利用 して 、 日系人 と 日本人 従業員の 相 互理解 を 図 ろ うと し

て い る企業 も み られ るが （23）、 両 者を全 く対 等平等の 労働者 と して 扱 お うと し て い

る 企業 は ほ と ん ど な い と い っ て よい だ ろ う。 都築氏が イ ン タ ビ ュ
ー

し た11名 の 対象

者 の うち企業 の 直接採用 は 2 名の み で 、 残 りは全 員仲介業 者 に所属 し、 そ の 管理 下

に 置か れ て い た（24）。 職場で の 労務管理 は 、 例えば次の よ うで あ る。 　「一
っ の 班 の

中 に、 日本語 の わ か る 日系ブ ラ ジ ル 人をわか らな い 日系人 の な か に入 れ 、 朝 の 仕事

の 指 図、 伝達 事項 な ど にっ か う。 よ っ て 日本語 の わ か らな い 人 で も就労 に ま っ た く

差 し支えな い 。
・，労働現 場で の 管理 は 、 トヨ タ 式労務管理 が適 応 され 、 直接的な 日

系ブ ラ ジ ル 人 労働 者の 指揮監 督は 、 年若 い 日本人 の 班長任 され て い る。 斑長 は 、 日

本 人 とは異質 な 日系ブ ラ ジル 人の 晶質管 理 を成功 させ るため 消耗 して い る 」 （25）。

　現在 で は景 気の 悪 化 に よ り残業が減 る こ と に よ る収入 の 大幅 減少 や解 雇問題 な ど

が 現実化 しっ っ あ るの が 実状 で あ る。 日系 ブ ラ ジル 人 らの 世話 を して い る、 カ トリ

ッ ク安 城協会 の 修 道女 は次 の よ うに 言っ て い る。
「残業が減 り、 も っ と残業 の あ る

会 社 に移 りた い とい う相談 が最近は 多い 」 （26）。 同 じ安城市 内の 自動車部品会社 で

働 く日系ペ ル ー人 は 言 う。
「今 は、 1 日10時 間働 い て 寝 る だ け。 向 こ うな ら楽 しみ

が い っ ぱ い あ るんだが ・…
」 （27）。 全 国的に み る と、 大手で はい すず 自動車の 事 例

が 典型 で ある。 い すず 自動 車 は92年 2 月 に 、 期間工 を 4 剤、 約1
，
300人 減 らす こ とを

決 め たが 、 そ の うち約800人は 日系 ブラ ジ ル 人 で あ っ た（28）。 ま た、 日系人 の 職 業相

談を実施 して い る労働省 の 日系人 雇用 サ ー ピ ス セ ン タ ー （東 京 ・ 上野 ）が 92年 4 月

に 行 っ た、 新規求職者 117人の ア ン ケ ー ト調査 に よ る と、 そ の 半数近 くが 勤め て い た

会 社を解雇さ れ て お り、

「約 700人 の 日系 人 を雇用 して い た部品 メ ー カ ーが 自動 車会

社 か らの 受注 が 減 り、 2 年間 で 200人 を削減 し た 」 （三 重 県 ）と い う事例 も報告 され

て い る （29）。 景 気 後退 の な か で 日系 人 と 日系 人 以 外の 外 国 人 の 雇用差別 も顕 在化 し

つ つ あ る。 例 えば 、 愛知 県内の あ る 自動車部品工 業で 、 90年初 めの 時 点で トル コ 人、

フ ィ リピ ン人 ら15人の 外 国人 が働い て い たが 、 入管法改正 以後 、 日系ペ ル ー人15人
を雇 い 入 れ 、　トル コ 人や フ ィ リピ ン 人 の ほ と ん どが 解雇 され て い る （30）。

（4 ）　 外国 人 労働者の 労 働災害 ・健康管理

　 愛知 県の 労 働 災害は全 国的にみ て絶 えず トッ プ クラス を 占め て い る 。 例 えば、 90

年 1 年 間 だけ で368人が 事故に あい 、 約700本の 労働者の 指が失 われ て い る 。 自動 車

郎品 な どの プ レス 機械に指を は さ まれ、 切断 し て し まう事 故で、 愛知県 は 全 国 の 1

割 を占め 、 ワ ース ト 1 だ（31）。 また、 過 労死 も多い が、 トヨ タの
一

次下請企業の 中

間管理職 は、　「過労死問題に っ い て は どうで すか ？ 」 と い う質問に 対 して 、 　「当社
に 過労死 問題 はな い 。 死 ぬ 前 にみ ん な辞 め る 。 」 と答 え て い る （32）。 　 日系ブラジ

ル 人な どの 外 国人 労働者 は製造業な どの 、 い わゆる 3K 職場 で 働 い て い る こ とが 多

い 。 特 に日系 ブ ラ ジル 人の 多 い 愛知県 で は、 90年 1 年閻の 外国 人の 労災事故は届 出
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が あっ た19件の うち 7 件がブ ラ ジル 人で あっ た。 県内の ブ ラ ジル 人 の 数 は 、 県 の 調

べ に よ る と、
91年 6 月末時点で 約 1 万 9 千人 （速報値 ）と、 1 年 間 で 4 倍近 く増 え

て い る（33）。 とこ ろが 、 愛知県労働基準局の 把握した数字 によ る と、 愛知県 の 外 国

人 の 労 災件数 は91年 に は 17件 と減 っ て い る。 こ の 点 につ い て 名古屋 北労働 基 準監 督

署 の 次 長は、　「昨 年の 17件ほ少なす ぎる。 不法 就労な どが分か っ て しまうの を避 け

て 、 関係者が内部で 処理 して い る よ うだ。 」 と述べ 、 日本人 の 91年 の 労 災が 1 万 人

あ た り約 42件 だ っ たの と比 べ て も、

「あまりに少な い 」 と指摘 して い る （34）。 入 管

法 改正 で、 不 法就労者の 雇主に も 罰則が新 たに設け られ たため 、 不 法 就労 者が労災
に遭 うと、 雇主 が 不法就労 の 発覚 を恐れ て事故 を隠 し、 被害者が救済 され な い ケ ー

ス が増 え て い る と みて よ い だ ろ う（35）。

　静岡県
一
Fの ス ーパ ーが 「ブ ラジル 人が お客の 中に い ますか ら、 ご注意を J と い う

店内放送 を流 し た とい う報道は社会的に大きな シ ョ ッ クを与え たが 、 プロ パ ン ガ ス

爆 発 に よ る 8 人の 死 傷事 故や 日系 2 世女性 の 内臓衰弱死 な どの 事故 死や少 な か ら ぬ

日系ブ ラ ジ ル 人 の 自殺も 日系 人 社会 にシ ョ ッ クを与 えて い る （36）。 91年 12月 、 豊 田

市の鉄工 会社従業員寮で 、 日系ブラジ ル 人が 自殺 し たが、 愛知 県警 に よ る と、
91年

の 県内の 外国 人自殺者は 14人 （うちブ ラ ジル 人 3 人 ）にの ぼ っ て い る。

　わが 国 の 医療保険は、 制度的には国籍 に関係な く適用 され る 。 し か しそ の 実態 は 、

企業は 健康保 険に 入 れ る こ とに よる企業負担が 増 える こ と を嫌 っ て 、 外国人労働者

に 企業負担の な い 国保 を勧め る傾向が あ る。 都築 氏の 調査 で も 、 日系 ブ ラ ジ ル 人 に

社会保 険 を適用 し て い る 会社 は な く、 各 自が 国 民健康保険 に加入 し て い た （37）。 そ

の 結果 、 愛知 県 内の ブ ラ ジル 、
ペ ル ーな どの 日系人の 国保加入者は 、 89年 は 93人 だ っ

た の が、 91年 4 月 1 日に は 、
5

，
575人に膨れ あが っ た（38）。 こ の 国保加入の 急増 も、

H 系ブ ラ ジル 人 だ けで 1 万 9 干 人 を突破 した と い わ れ て い る 愛知県の 状況か らみ れ

ば まだ ま だ少 な い が 、 不法就労外国人 の 場合 は一 層悪 く、 医療 保険 に入 っ て い な い

の が 実状 とみ て よい だ ろ う。

（5 ）　 トヨ タ的労 資関係 と 「国際化」

　 トヨ タ の労資 関 係が 労資一 体的 で あ り、 労働組 合が対資 本従 属的 で あ る こ と、 し

か も自動 車産業 の 労資関係が トヨ タ 的労資関係化 して きて い る こ とは、 別稿で 明 ら

か に し た（39）。 こ の トヨ タ的労資関係は労働者の 基本的権利の 放棄 と生産性向上 へ

の 全面協 力 を基本 と して い る。 そ の 結果 、 ME 機器の ス ム ーズな 導入 と労働者の 自

由な配 転、 トヨ タ生産方式 ・JIT の 徹底によ る長 時間 ・ 高密 度労働 ・不規則労 働

の 強制 を容 易 に し て い る。 こ れ らは労資協調 ・ 労資 一体 な し に は有効 に機能 しな い

もの で ある。

　 トヨ タ労組 や全 トヨ タ労連 は こ の とこ ろ労働者の 意識改革を狙うと して 、　「89ゆ
めW （生活闘 争 ） 」 （ゆめ ・・ゆたか さ ・ ゆ とりをめ ざそ う。 W ， ，WageとWorking
Time）、　「ゆ と りプル 」 （3 日連続 の 年休消化 制度 ）、

「You （ユ
ー

）遊デ
ー

」

（＝ 「ノ
ー残業デ ー

」 ）な ど、 組 合員 へ むけ て 「ゆ と り 」 の 愛称作戦を展 開して い

る（40）。 しか し、 労働者の なか に 「ゆ と りJ は ほ とん ど生 まれ て い な い とい っ て よ
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い 。 トヨ タ は 91年 か ら 、 こ れ まで休 日 と して い た 5 月 1 日の メ ーデ ー
を出勤 日に し

た 。 こ れ は 「連合 」 傘下の 労働組合 が 会社提案 を受 け入れ た ためで あ る （41）。 また、

91年 9 月に は トヨ タ の 地 域 支配の か なめで あ り、　「企業 ぐるみ 選挙 」 の 選 挙 の 運 動

母 体で あ る 「ゆ たか会 」 の 「あ りか た委員会 」 が設置 され、 92年 の 参議 院選挙へ 向

けて テ コ 入 れが は か られ た りして い る（42）。

　 トヨ タ は ア メ リカ の NUMMI で は UAW 支部の 容認、
　 TMMC で は ノ ン ・ ユ ニ

オ ン 、 イ ギ リ スで は シ ン グル ・ユ ニ オ ン 協定の 締結な ど そ れ ぞ れ の 地域 で それ ぞ れ

の 対応を と っ て きて い る が 、 海外現 地企業 の 経 営陣 の 脳裏 に 日本の トヨ タ的労資 関

係があ る こ と は 疑い を入 れ な い 。 全 トヨ タ労 連は 、 世 界各 地の トヨ タ関連企業の 労

働 組合 と トヨ タ世 界協 議会 を結成 し て い るが 、 トヨ タ労組 はその リー ダ ー とな っ て

い る（43）。 　「国際化 」 の 急速な進展の な か で 、 トヨ タ 的労資 関係が 今後 、 世界的 に

問わ れ 続ける こ と に な る こ とは 間違い な い 。 。

　 こ の よ うな 状 況 の な か で 、 トヨ タの 中核 的労 働者 は 昇格昇 進管理 の 下 で 、 企 業 に

す り寄 るこ と で 生活 を 守 ろ うと して い る。 こ の 班長 ・組 長 ・工 長な ど は現 場作業 の

中 核で あるだ けで は な く、 労務管理 や 「改善 」 の 中核で あ り資本従属的な労働組 合

の 中核 ＝ 「労使協調 」 の 担い 手をな し て い るの で あ る。 こ の 層 は技能系労 働者の 約

1／3に もな る。 そ して また、 こ の 層 は外 国人労 働者の 研修 を現場 で 担 当する 主力で あ

る だ け で は な く、 そ の ほ とん どが海 外現地 企業へ の 派遣を経験 して い る。 それ だ け

に、 こ の 中核的労働 者群が ど う変わ るか が トヨ タ 的労資関係を左右す る一
っ の カ ギ

を握っ て い る と言 うこ とがで きよう。

（6 ）　 「管 理 教育 」 と 「国際化 」

　 トヨ タが地 域 の 自治体な どか ら工 場 や 道路建 設 あ るい は 税制面な どで優 遇措置 を

う けて きたこ とは 、 改め て 指摘す る まで もない が 、 トヨ タの 「底な しの 弾 力化 」 （

44）を地域 で 支 え る もの として、 私 が 注 目 し て い るの は 地 域の 「教育 」 で あ る （45）。

こ の地 域 は、 い わ ゆ る 「管理 教育 」 と労 務管理 の 一 体化が はや くか ら進 ん で お り、

学 校の 管理 下 で の受験競争と企業の 管理 下で の 昇進 ・昇格 ・昇給競争 と い う一 元 的能

力主義管理が 、 か な り徹底 して追 求 され て きた地域 とい え る 。
「一元 的能 力主義 」

と は い っ て も 、 学 校の 内申書 や 企業の 人事考課の よ うに評価基準が瞹昧 ＝ 非公開な

ま まで の 競争 が 強 制 され て い る 。

　 「管 理教育 」 と い うの は 、 内容的 には 「教育委員会 ・校長の 専制的管理 下で の
一

元 的な 集団主 義教育」 で あ り、 時間 的 に は部活 や 家 庭学 習 ・塾 を含 め た学 校 へ の 長

時間拘束 ・ 管 理 で ある。 こ の と こ ろ、 学校で は 「個性 尊重、 国際化 」 が 、 会社で は

「個性 主義、 国際人材の 育成 」 が 管理者の 側か ら強調され て い るが 、 差別的な学校

教 育や 労務管 理 の もとで 、 人 間性の 尊重 や真の 国際化が 進 むこ とは まずな い と言 っ

て よい だ ろ う。 ま た 、 複合選抜制 度の 導 入 に よ る学校 と地域 の 隔絶が い よ い よは っ

き りして きた 。 先生の み な らず生徒 も流動化 し、 地域 の 父 母 と中学 ・高校教 師の 関

係が ます ます希薄 にな っ て い る。 そ れ だ け教育委員会 ＝ 校長の 管理がや りや す くな

っ て い る とい え る 。 ま た、 現行 の 競争教育の も とで の 週 5 日制の 導入が 子 どもにど
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れ ほ ど 「ゆ とり j を生み 出すか は疑わ し い 。

　外 国人労働 者の 子 弟 に対す る教育対策 が 、 きわめ て 不十 分に しか な され て い な い

こ とは 後 に明 らか にす る 通りで あるが 、 その 原因を言葉 の 不 自由さ に 求め る こ とが

誤りで ある こ とは言 うまで もな い 。 言葉の 問題が あ まりに深刻な ため 教育の 中味が

問われる こ と は少な い が、 そ こ で 行われ て い る教育 は 異文 化 を認 め た う え で の 教育

で は な く、 日系ブ ラジ ル 人な どの 子弟 の 同質化教育に な ら ざる を得 な くな っ て い る

こ とを忘れ て はな らな い だろ う。 はや く帰国 して くれるこ とを望んで い る教員も多

い 。

　 トヨ タや トヨ タグ ル ープ企業の 労働者の 海外赴任 ・ 帰 国の 増大 は 、 当然の こ とな

が らい わゆる 「帰 国子女 a を著 しく増 加させ て い る。 豊 田市 は 「帰 国 子 女 」 対策 と

して、 用地無 償貸与で 私立 の 南 山国際 中 ・高を誘致 し、 開設が 決定 （93年 4月 開設予

定 ）して い る。 親 たち以 上 に諸外国の 影響を受 けて い る子 ど も達の 増大は、 長 期的

にみ て 、 地域社会 にも大 きな影響 を与え るご とにな るだろ う。

（7 ）　 外国 人労 働者の 生活管理 ・地域管理

　外国 人労働者の 地域で の 生活をみ る場合に は、 トヨ タの 労務管理 や地域 政策 の み

で は な く、 トヨ タが絶 大な影響力 を もっ 豊田市な どのや っ て い る外国人対 策をもみ

て お く必 要が ある 。

　91年の 夏頃 まで は 「労働力不足 1 を反映 して 賃金 は高水 準 で 推移 し、 豊田市で は

時給が最 高で 1， 700円 〜 1，800円 まで 上 昇 した（46）。 91年 8 月の 都築 氏 の調 査 に よ る

と、　「賃 金は 時給 計算 で 、 女性870円位か ら、 男性 で 1， 250円 〜 1，
400円位。 月額 残業

込 み で 女性が約20〜 25万円、 男性が30万 〜 35万 円程度。 男女差 はあるが （女性に は 、

男性 との 賃金格差 に不満の 声が 多か っ た ）、 年 齢に よる賃 金格差はい っ さ い な い 。

賞与はな い 。 」 （47）とな っ て い る 。 しか し、 92年 に 入 っ て 時給 は急激に低下 し、
3

月頃の 平均時給 は 1，300円程度 とみ られて い る。 しか もそ の 上 、 賃 金体系を改悪 し、

実質的 な 賃金カ ッ トを狙 う企業 も出て い る とい う（48）。

　東海銀行が 西三 河地 区で 実施 し た外国人労働者 に よる海 外向 け送 金 にっ い ての 調

査結果 による と、 件数が91年末を ピ ーク に減少 し始 め、 なか で も 1 件当りの 送金額

が 91年 4−・6月期は 4 千 ドル前後で 推移して い たの が、 自動 車や 部品 メ ーカ ーの 減産が

目 立 ち始め た 92年 1−3月期 には約 3 千 ドル に減少、 特 に 2 月 に は 2 千 ドル 強 に落 ち込

ん で い る。 こ の 調 査結果 か らも、 景 気落込み の 影響が西三 河の 外国 人 労働者を直撃

し て い る様子 が伺 える（49）。

　外国人労働 者 の 来 日の 主 たる目的は経済的欲求の ためで ある 、 と
一 般的 に指摘 さ

れ てい る。 しか し、 その 生活は貯蓄 の ため には 食べ る も の も食べ な い で 、 と い う生

活 で は か な らず し もない 。 と りわ け 日系 人の 場合 は そ うで あ る。 都築 氏は 次の よ う

に 書 っ て い る 。
「厳 しい 肉体労働 に耐 え、 収入 の 半分は貯蓄 に まわ し半分で 心 豊 に

生活 し 、 自分の ル ーツ で ある 目本を理解 し よう として い る。 」 （5の 。 しか しその 生

活は 、 地城や職場で 日本人 との ネ ッ トワー クをま っ た くもて な い 環境の も とで な さ

れ て い る （51）。 H 団地の 日系ブ ラジ ル 人 は 、 ほ とん ど近 隣 と交際し て い な い が、 そ
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の 理 由 として は 次 の よ うな もの が上 げ られて い る e　「ふ だ ん の 日は 、 忙 しす ぎて 時

闘が無 い 。 休み の 日は一 週間分 の 掃 除 ・洗濯 と買物で終 っ て しまう。 」 「霽葉が 通

じな い 。 」 こ の 日系ブ ラ ジ ル 人の H 団地 へ の 集住に っ い て 都築 氏は 次 の よ うに言 っ

て い る 。 こ れ は 「仲介 会社 の 作為的 な 『囲い 込み 』 で あ る。 こ れ に よ っ て 、 労働管

理 面 、 生活管 理面 で そ れぞ れ 日本人 との 接触 が分断され 、 隔離 され 」 （52）て い る 。

　 都築 の 調査 に よる と、 職場で の 日本人 との 交流 もほ とん どな い 。 忙 し す ぎる 、 と

い うの が そ の 主 な 理 由で ある。
「就業中は話をする 時間がな い 。 」

「朝の 『今日の

作 業説明 』 と休 憩時 間の ち ょ っ と し た立 ち話をす る 程度 。 仕事 中 に話 し て い る と注
意 され るか ら話 さな い 。 」

「時間が あるか ぎり、 そ して 仕事が も らえ るか ぎ り残 業

す る。 帰 りに
一 杯や る暇 もな い 。 」

「日本語が 話せ な くて も仕事が で きるが 、 友 達

は で きない 。 J 「昼食は 日本人 は 日本人同士 、 ブラ ジル 入 同士で か た ま っ て食べ る 。

」 安城市の 自動車部品メ ー カ ー
に勤 める 日系ブ ラ ジ ル 人 は 言 う。

「稼 ぎに来 たの だ

か ら仕事が きっ くて も文 句は 言わな い け れ ど 、 日本人 は 冷 たい ね。 」 給料は残業代

込 み で 37万 円 前後 、 1 か 月 7 万 円 で 生活 し、 残 りは 貯金 し て い る とい う。 日本人 の

態度に は 「不 満 」 を持 っ て い る とい う。
「僕たちに 話 すの は仕 事の 事 だけ。 仕事 以

外 の 話 は し た こ とが ない し、 遊び に も誘 っ て も らえない 。 寂 しい ね。 」 （53）e こ の よ

う に 日本人の な か で 孤立 し、 仲闡 と会 う と き以 外 は 働 い て 寝る だ け と い う外国人 労

働者 は 多 い 。

　 不 法 就労者 は よ り悲惨で あ る。
91年 10月、 津 島市 の 自動車部 品工 場 で 働い て い た

マ レー
シ ア人 5 人が 、 入 管法違反 （不法就労 ）の 疑 い で 名古屋入国管理 局 に摘発 さ

れ たが、 こ の 工 場 で以 前、 働 き、 現在 は母 国 に帰 っ て い るマ レ ーシ ア 人 15人 に対 し

て、 中 日新聞が ア ン ケ ー ト調査 を し て い る。
こ の 調査に よ る と、 勤務時間は 、 全 員

が 午前 8 時か ら午 後 8 時 で 、 う ち 3 時間が残 業 とな っ て い る 。 賃金は 、 日給1，000〜

1，500円 で 、 全員そ ろ っ て 「事前の 説明 よ り安か っ た」 と 回答 し て い る 。 ま た、 作業

環 境 に っ い て は 13人が 「危険だ っ た 」
「安全対 策が 十分で なか っ た 」 と答え 、

一 人

は プ レ ス 機で 指先 を切 断 した、 と答 え て い る 。 さら に 8 畳 間に 6 〜 8 人 も詰め 込 ま

れ て生活 して い たこ と もあ り、 全 員 が 「 日本で の 生 活 は っ ま らな か っ た 」 と答 えて

い る（54）。

　在 日外国人労働者の 急増 と ともに その 子 ど も達も 増 え続 け て い る。 企業 や 仲介 業

者 は住宅 や寮 は用 意 して い る が 、 子 どもの 教育に は 全 くと い っ て よい ほ ど手を打 っ

て お らず、 子 ども達が犠牲に な っ て い る場 合が 多い 。 保育園や 小 ・中学校の 子 ど も

達 や 教 師が 言葉、 食習慣、 生 活慣習、 教膏制度の 違 い な どで 困難に塵面 してい る に

もか か わ らず、 行 政 もほ とん ど手を打 っ て お らず学校 任せ の 状態が続 い て い る。 企

業や行 政 の 対策 は教育現場で も、 基本的 に は帰国 を前提に した教育対 策 にな っ て い

る と い っ てよ い 。

　 トヨ タや トヨ タグル ープ各社 で は 「崑 き企業市民 」 た る こ と 、 が声高 に叫ば れ て

い る 。 地域 貢献策 とし て、 トヨ タ系各社は 利益 の 社 会還元 をめざす 「 1 ％ ク ラブ 」

へ 参加 し、 ま た、 豊田市 、 豊 田商工 会議所等の 主催 で 「摩 擦解消へ 輸入 晶展 」 が 企

画 され た りし て い る 。 こ う し たな か で 日系 人 をバ ッ クア ッ プ し ょ う 、 日系 人 と交 流

を もと うとい う民 間 レベ ル の ボ ラ ン テ ィ ア 活動 も行 われ て い るが、 フ ィ リピ ン 、 タ
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イ 、
バ ン グラ デ シ ュ 、 中国 、 イラ ンな どか ら続 々 と流入 し て い る 日系 人 以外の 外 国

人 労働者 に っ い て は、 行 政が ほ とん ど対応 して い な い の は 無論の こ と、 市民 レベ ル

で の 対 応 も著 し く遅れ て い る のが 実状 で ある （55）。 豊田 市は 市議会 で の 要 請 もあ っ

て 、 91年 4 月 よ り市民相談室に外 国人相談室を併設 した 。 職員 は 、 市 民 か らの 苦 情

も あっ て 、 ゴ ミ の 出し方や 基本的な生活慣習をポル トガ ル 語、 中 国語、 英語 で 書 い

た チ ラ シ を配 っ た り、 日系 人の 多い 団地 の ゴ ミ 収集 場 にポ ル トガル 語の 看板を掲 示

し たり、 県主 催の 防災訓練 に 日系ブ ラ ジル 人を参加 させ た りし て い る。 しか し、 都

築氏 も指摘 し て い る ご と く、 「豊 田市 は 市の 政策 と し て 日系ブ ラ ジ ル 人 や 他 の 外 国

人 に対 して 特別 な 配慮は せず、 問題後お い 的な解決が主 で あ り、 　 『一 市民 と し て の

扱い 』 以上 の 保隠 はな い 」 （56）。 っ まり、 豊田市 と して は 、 事実上 ほ と ん ど 何 も し

て い な い とい っ て よい だ ろ う。

む すび

　内外の 圧 力 ・ 批判 に さ らされ た トヨ タは 、
92年 に経営理念 の 改定 を行な っ た。 新

し い 「 トヨ タ 基本理 念 」 の 「は しが き」 で 豊田章 一 郎社長 は 「 トヨ タ は人 、 社 会、

環 境 を何 よ りも大切 に考 え、 国隙企 業 と し て信頼 され る良 き企 業市民 で あ り続 け た

い 。 」 と、 従業 員 に訴 え て い る。 そ して 「基本理 念 」 の 第 1 に挙げ られ た の が 、 　 「

オ ープ ン で フ ェ ア な企業 行動 を基本 と し、 国際社会 か ら僑頼 され る企業市 民 をめ ざ

す J と い う理念 で ある 。 また、 トヨ タ は 「人 に優 し い 会社 J づ くりを打 ち 出す こ と

で 内外の 批判 を か わ そ う と して い る 。 しか し従来 、 社会貢 献な ど 「余計 な こ と 」 を

ほ とん ど 気 にせ ず業績 拡大に 全 力を投入 して きた トヨ タが 、 企 業の 成 長 と 「よ き企

業市民」 を両立 させ うる か ど うか は 大 い に疑問で あ る。

　トヨ タ的労 務管理が真 に国際化す る うえで の 限界は その 「非 人間性 」
「非民主 性 」

に あ る。 トヨ タ的労務管 理の ポ イ ン トは 雇用 ・労働時間 ・標準作業 の フ レキシ ビ リ

テ ィ
ー と昇進 ・昇格 ・昇 給管 理 （査 定 ・集団能 率給 ）に あ る 。 労資 一 体 的労資 関係

＝ 資本従属的 労使関係の もとで の フ レキ シ ビ リテ ィ
ーの 追 求は労 働者 か ら人間性 や

個性を奪 っ て い る。 それ を地 域で 支えて い るの が生活管理 で あ り管理 教育で あ る 。

トヨ タの 労務 管理 と国際化 ＝ 民主的 ・ 個性的 な人間形成 とは 全 く異質の もの とい っ

て よ く、 こ の 矛眉 を ど う克服 して い くか が トヨ タに と っ て 深刻な課題で あ ろ う。 長

時間 ・高密 度労働 、 　「ノ ル マ ス トレ ス 」 、 「過 労死 J や 専 制 的 な 下請 支 配 ＝ 下請差

別 、 男女 差別、 集 団主義下で の 外国人 差別 な ど は 、 今後 ます ます国 際化の 障害 と し

て 表面化せ ざ るを えない で あ ろ う。

　こ れ まで トヨ タは豊 田市 ＝ 西三 河 、 愛知県、 日本 とい う閉鎖社会 に 守 られ て成長

して きた。 トヨ タが 作 り上 げて きた、 こ の 日本の な かで も きわ めて 閉 鎖的 な同質社

会 の 中で、 トヨ タ資本主 導の 国際化は きわめ て 困難 とい え る。 労務 管理 を輿に 国際

化 して い くため に は 、 労働者 ・国民 の 力で 労務管理 と社会政策 の 両面 か らわが 国労

働者 ・国民の 労働 ・生 活諸条件を民 主化 して い くこ とが緊急に必 要で あ ろ う。
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（注）

（1）こ の 点 にっ い て は、 と りあ えず 『第 1 回 日 ・独金属 労組 定期協議報 告書 』 （

　 1991年11月 25〜 26日、 フ ラ ン クフ ル ト）全 日本金属 産業労 働組合 協議 会 （IM

　 F − JC ）、 　「 『日本的労使関係 と労働組 合の 権利 』 国際 シ ンポジ ュ ウム 」 全

　 労 運、 1992年3月及び 「労働運動』 1992年 9 月号所収 の 「日本的労 使関 係 一国際

　 展開 と矛 眉 」 に関 わ る諸論文を参照 され た し。

（2）盛田昭 夫ソ ニ ー会長 「 『日本 的経営 』 が 危な い 」 『文芸 春秋』 1992年2月号 、

　 94〜 103ペ一ゾ 。

（3） トヨ タ の 労 務管理 にっ い て は、 拙稿 「日本的 労務管理 と労務対策 一 トヨ タ 自

　 動車の 事 例 一
」 （小林康助編 『労務管理 の 生成 と展開』 ミ ネル バ 書房 、

1991年

　 所収 ）を 参照 され た し。

（4） 『weekly 　TOYOTA』　 92年4月 10日。

（5）朝日新聞　91年6月22日、 92年 2月4日、 日経 新聞 夕刊　92年 6月5日。 た だ し、

　 朝 日にっ い て は 名古屋 本社 版、 日経 にっ い て は 名古屋 支社 版 に よ っ て い るこ と

　 に留意され た し。 。 以下 にっ い て も同様で あ る。

（6） 日経　 91年 8月13日。

（7） 朝日　 90年 9月 27日、 中 日新闘　 90年9月 27日。

（8）　rweekly　TOYOTA』 92年 1月1日号、 13ペ ー
シ

’

、 朝 日　 91年 10月8日。

（9） 同上書 　 91年3月 1日号。

（11） 日経　 91年 2月1日、 朝 日

（12） 日経 　88年 IO月 23日。

（14）朝 日　 92年 7月25日。

（15）　『FOR 　 YOU 』

　 （1の 同　91年2月 1日号。

91年2月 1日。

　 （13）同　 92年5月3日。

　　　 　　　 　　　　 　 トヨ タ労 働組 合 、 91年 9月　 22〜 23へ
’ 一

シ 

（16） ジェ
ー

ム ズ ・P ウォ マ ッ ク、 ダニ ェ ル ・ル ー
ス 、 ダ ニ ェ ル ・ T ・ ジ ョ

ー
ン ズ

　　『リー ン 生 産方 式が 、 世界 の 自動 車産業 を こ う変 え る 。 』 経済界 、 1990年 。　 （

　 THE　MACHINE　THAT　 CHANGED　THE　WO肌 D）や バ ン ジ ャ マ ン ・ コ リア 『逆 転の 思考 』

　 藤 原書店、 1992年 な どを参照 され た し。

（17） こ の 点 にっ い て は、 拙 稿 「研 究ノ
ー

ト　 自動車 産業 の教育訓練管理 一 トヨ

タ 自動車を事例 と して 一
」 『中京商学論叢　第35巻』 1988年、 所収 を参照 され た

し。

（18） 日経　89年9月9日。

（19） こ の 点 にっ い て は、 島崎 美代子 ・野原 光他 「 〈 調査 〉在 米 臼系自動車企業 の

　 実態一完 成車メ ー カ ー
と部 品メ ー カ ー 一

」 『日本福祉 大学 　経済論集 　第 3 号 』

　 1991年 7 月、 を参照され た し。

（20）日経　90年5月 10日。

（21）都築 くるみ 「日系ブラ ジル 人 の 生活 実態 調査 より　 中間報告　 一地 域住民 と

　 共 生 は可 能か 一 1 （ 『名古 屋大学 社会学 論集第 13号 』 所収 ）。 こ の 調 査 は 「豊

　 田市 に来 住す る 日系ブ ラ ジル 人 の 生活 を、 日常 レベ ル で 明 らか に し たい 。 」 （

　 125へ
t 一ジ ）と い うこ とで な され たも の で あ るが、 そ こ で 明 か に さ れ て い る事 実

　 は トヨ タ研究 に と っ て もきわめ て 貴重な資料 とな りうるもの で あ る。
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（22）都築　同上書　125へ‘ 一ゾ 、 142ペーシ 

（23） 朝 日夕刊　91年8月8日。

（24） 都築　前掲書 　133ペ ー
シ 

（26） 朝日　 91年 12月 30日。

（28） 日経 　92年3月22日。

（30）朝 日夕刊　 91年8月 19日。

（32）聞 き取 りに よる 。

（33） 日経 夕刊　91年10月11日。

（34）朝 日　 92年 1月 25日。

（36）日経 　91年 7月31日。

（37）都築　前掲 書　139ヘ
ー 一シ

’

。

（38）朝 日夕刊　91年8月2日。

（39）拙稿 「自動 車産業 」

　 所収 ）を参照 され たし。

（40） トヨ タ 評議会ニ ュ
ー ス

（41）赤 旗　90年4月17日。

（43）週 刊 トヨ タ　 8？年9月4日。

（44）

　 力化 一国 際比較の ため に 」

　 収 ）を参照 され た し。

（45）拙 稿

　 て
一 j （ 『中京経営研 究

　 照 され た し。

（46） 優経　 92年3月22日。

（47）都 築　前 掲書　139ペ一ジ 。

（48） 日経　 92年3月 22日。

（49）朝日　92年5月 13日、 日経

（50）都築　前掲書 　135へ
t 一

シ 

（52）都築　 前掲書　 146へ  ソ 。

（53） 日経 夕刊 　91年 12月20日。

（54） 中日　91年10月 16日。

（55） 日経夕刊　91年 12月20日。

（56）都築　前掲 書　147へ
1 一

シ 

（25）　同　　133ペ 一シ
’

、　141へ
量 一シ

’

o

（27）同 夕刊　 91年7月4日。

（29）同　92年5月16日。

（31） 同　 92年 2月26日。

（35）同 夕刊　91年8月 19日。

（牧野富 夫編 『日本的労資関係 の 変 貌 s 大 月書店、 91年

89年 1月18日、 朝 日　 91年9月5日。

　　（42）同 91年 11月 2日。

「底な しの 弾力化」 概念にっ い て は 、 木 元進 一郎 「 『臼本的 労務管 理 』 と弾

　　　　　　　　　　 （『労務理 論学会研究年報 　第 1 号 』 91年 10月、 所

前 掲書及び 「管 理教育 と労 務管理
一

トヨ タ 『企業城下 町 』 を事例 と し

　　　　　　　　中京 大学経 営学部創 立配念 号 S199i 年、 所 収 ）を参

92年5月 13日。

（51） 同 136〜 7へ
’ 一

シ 
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過 労 死 と 日 本 的 労 務 管 理

弁護士 川　　人 博

1　 職種 ・ 地位を問わぬ過労死 の ひ ろが り

　 「過労死 110 番」 に は 、 1988 年 6 月 18 日か ら 1992 年 6 月 15

日 まで の 4 年間で 、 約 3000 件の 相談が寄せ られた 。

　耋よは 、 1991 年 6 月 15 日まで に全国の 窓 口 に寄せ られ た相談 を整理

した もの で あ る。 これ に よれば 、 過労死は 、 ほ とん どの 業種 ・ 職種 に ひ ろが

っ て お り、 い わ ゆ るホ ワ イ トカラ
ー

、 ブル ー
カ ラー に よ る差異はな い

。 社内

的地位の 如 何を問わず、 第一線 の 現場労働者か ら中間管理職 、 役員 まで が過

重 な労働 で 倒れて い る。 働 き盛 りの 40 才代、 50 才代 に多 い が 、 20 才代

、 30 才代 の 青年の 倒れ た ケー
ス も少な くない

。 また 、 女性労働者の 過労死

に 関す る相談も増えて お り、 その 職種 は 、 教師、 看護婦 、

一 般事務職 、 デパ

ー ト店員な どに広が っ て きて い る。 　　　　　　　　　　　 一

　日本の 資本主義の 歴史に おい て 、 じん肺、 頸肩腕症候群など様々 な 職業病

が発生 して きたが、 これ らの 場合 、 あ る程度職種 が限定 されて い た 。 過労死

は 、 これ まで の 社会が経験 した こ とが ない 規模で 、 働 く者 の い の ちと健康の

破壊 を破壊 して い る。

　日本の 死亡統計で は 、 仕事に よ る過労と死亡 との 関係を調査 して い な い た

めに 、 過労死の 正確な数は不明で ある。

　ただ 、 1990 年人 口動態統計に よ ると、 循環系の 疾患で 死亡 した人数は

、 304 ， 448 人で あ り、 うち 20 歳か ら59 歳まで で 、 33 ， 199 人

に達する 。 また 、 1991 年 5 月 に 、 厚生省は 、 全国の 抽出調査の 結果 と し

て 、 30 歳か ら64 歳まで の 死亡者の 8 人に 1人は突然死 （脳 ・ 心臓疾患に

よ る突然死 ）で あ る との 統計を発表 した。 右年齢帯の 年間全死亡者数は 、 約

20 万人 （1990 年で 19L 　155 人）なの で 、 単純推計すると 、 突然

死 は、 こ の 年齢帯で 2 万人を超え て い る。

　こ うした統計か ら見て 、 現在の 日本で は 、 脳 ・ 心 臓疾患の 過労死 は 、 交通
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事故死なみに 、 年間 1万人を超えて い ると推定で きる。

　また 、 これ らの 数字に は 、 脳疾患等で 倒れて 半身不随な ど重度の 後遺症を

残す場合や 、 喘息発作等呼吸器疾患で 死亡 した場合の 数は含まれ て お らず 、

死亡者と重度障害者をあわせ た被害者の 数は年間数万人単位で あ ろ う。

　こ うして 、 父親を失 っ た 、 交通遺児な らぬ過労死遺児が毎庫発生 し続 けて

い る 。

ll 長時間過密労働の 実態把握

（1） 労働時間統計 の 問題点

  過労死の 原因と して 、 まず異常な長時間労働をあげなけれ ばな らな い
。

　 「日本人の 平均労働時間は 、 年間 2000 時間か ら 2100 時間で あ り、

欧米各国と比較 して 、 年間 200 時間か ら 500 時間多 く働い て い る 。 」 と

い うの が 、 働 き過 ぎ日本に関す る一般的な説明で あ る。

　労働省 「毎月勤労統計調査」 に より計算すると、 5人以上 の 事業所規模の

常用労働者一 人 当た り平均年間実労働時間は、
っ ぎの とお りで あ る。

85 年

87 年

89 年

91 年

2i32 ． 4 時間。 86 年

2134 ． 8時間。 88 年

2107 ． 2時間。 90 年

2022 ． 0 時間 。

2128 ， 8時間。

2132 ． 4時間 。

2064 ．　0時間。

　しか しなが ら、 この 労働省統計の 数字は、 実態を正確 に 反映 した もの で は

ない
。 そ れは 、 やや不正確 と言 っ た程度の 誤差 で はな く、 実態 と大き く乖離

して い る もの で ある 。

　1992 年 2月に 発表 された 労働省の 統計 （1991 年 ＝ z 平成 3年の 統計

）に つ い て分析 して み よ う （表 2 ）。

　同統計に よ り、 上記の 1991 年の 全業種平均年間実労働時間 2022
’
時

間が算出されるが 、 その 内訳を見 ると、 金融 ・ 保険業の 1991 年平均の 一

人平均月間実労働時間 は 、 151 ． 9時間、 うち所定外労働時間は
、

8 ． 5

時間とされて い る。 した が っ て 、 年間実労働時間 は、 1822 ． 8時間、 う
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ち所定外 は 、 102 ． 0時間で ある。 この 金融 ・保険業の 実労働時間 は、 全

産業の 中で 最 も短 い とされて い る 。

　しか し、 金融 ・ 保険業の 平均所定外労働時間が 、 月 8， 5 時間とい うこ と

はあ り得ない
。 金融保険産業で は、 1980 年代後半に週休二 日制が 導入 さ

れたが 、   平 日の 労働時間が増加 し、   土曜 日出勤 も少な くな く、   長時間

残業 の ほ とん どがい わゆ る 「サ ー ビス残業」 ロ 無給残業で 処理 されて い る。

　こ の 無給残業は、 単に 残業賃金が支払われない とい う問題点だ けで な く、

公の 労働時間統計に算入 されない 。

　無給残業は 、 金融 ・ 保 険業 に 限 っ た こ とで はな く、 他の 業種で も程度の 差

は あれ広範に ひろが っ て い る 。 製造現業部門で も、 QC 活動など は、 昼の 休

憩時間や 通常業務終了後に 労働時間 に計算 されない 形で行わ れ る こ とが多 い

o

　この 他、
「風 呂敷残業 」 と呼ばれ る持ち帰 り仕事 、 業務の た めの 「自主研

修」 、 営業接待業務な どに つ い て も、 ほとん ど前記統計に は算入 されて い な

い
。

　また 、 この r毎月勤労統計調査 」 の 平均時間 とは 、
パ ー ト勤務の短 時間労

働者 も含めて の 平均の 数字で あ り、 この ため 、 正規従業員の 労働時間の 平均

で はない こ とに も注意する必要がある 。

  現行の 官公庁統計 と して 労働省統計よ り実態を反映 して い るの は 、 総務庁

の 「労働 力調査報告」 で あ る。 この 調査 は 、 直接個々 の 労働者か ら回答を得

るとい う集計方法で あ り、 無給残業 も含まれて い る。

　 1990 年分の 労働力調査年報 （総務庁統計局作成）に よ る と 、 1990

年 （平成 2年）の 男子雇用者全産業平均週間就業時間は 、 50 ． 2 時間 、 同

男女平均で 46 ． 2 時間で ある。 これを年間労働時間に換算す ると、 男子平

均 2617 時 間 、 男女平均 2409 時間とな る 。 また 、 男子非農林業従事者

25 歳か ら49 歳まで の 範囲で は、 平均週間就業時間は 、 い ずれ も52 時間

以上で あり、 年換算す ると、 2700 時間を超え る数字 となる。

  塑 は、 現 実の 過労死 事件 に つ い て 、 倒れた労働者の 年 間労働時間を調査

した結果で あ る。 この よ うに 、 年間 3000 時間前後がほ とん どで あ り、 年

間 3500 時間を超 え る例 もあ る 。
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　労働省 は、 1992 年まで に年間 1800 労働時間を達成する こ とを目標

と して い たが 、 この 目標は 、 労働省統計 に よ っ て も達成されなか っ た 。

　そ して 、 この 労働省統計は実態よ り過少評価された もの で あ り、 過労死 を

生み 出す労働実態 は、 それよ りはるかに厳 しい もの がある （注 1）。

（2） 経済の 国際化 と健康破壊

  日本の 代表的な商社三井物産課長石井氏の 過労死 に 見 られ るよ うに 、 経済

の 国際化が 日本の 労働者の 健康破壊をつ よめて い る。

　海外出張 は 、 ほ とん どの 業種に ひ ろが り、 また 、 中小企業か らの 派遣 も年

々 増えて い る 。

　法務省統計で は 1990 年の 業務 目的出国者は 149 万人で あ るが 、 これ

は 、 1985 年 75 万人の 約 2 倍で あ る。 この 他 、 実際は 、 観光目的名目 （

908 万人）で 出国 して 仕事を して い る者 も多い
。

　日本 とヨ
ー ロ ッ パ の 間に は約 8時間 、 ア メ リカ との 間に は約 12 時間の 時

差がある。 こ の 時差の 影響で 、 海外出張を繰 り返 す人々 に は 、 睡眠障害をは

じめ様々 な肉体負荷が加わ る。

　専 門家の 調査結果 に よれ ば 、 6 〜 8時間の 東西飛行によ る時差 の 影響か ら

脱出し体内の リズムが同調するの に は 、 西方飛行 （日本か らヨ ー ロ ッ パ 方面

へ ）で 約
一 週間前後、 東方飛行 （ヨ

ー
ロ ッ パ か ら日本へ ）で はさ らに プ ラ ス

数 日要す るとされ る。 こ れは 、 体温 ・脈拍 ・ア ドレナ リン な どい ずれも重要

な体内 リズ ム で あ る。

　しか し、 日本の ビジネス マ ンの 多 くは 、 時差 に よる影響を考慮 した休暇を

とれずに働き続け、 健康を害 して い る。

　これ ほ どに海外出張 ・海外赴任が増えて い るに もかかわ らず 、 B本の 労働

基準法 に は、 海外出張に 関す る規定 は全 くない 。 この ために 、 移動に よ る疲

労 ・時差による疲労などは 、 現行法規上なん の 配慮もされて い ない の で ある

o

  経済の 国際化は 、 海外出張 ・赴任の 問題だけで はない
。
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　現代 日本の 過労死続発の 背景には 、 1980 年以降急速 に進行 した 、 経済

の 国際化 に よ る深夜労働の 影響が ある。

　欧米との 時差が 約 8 時間〜 12 時間とい う地勢的条件は 、 日本の 夜 の 時間

帯に 日本人が働くこ とを必然化 して い る。

　た とえ ば 、 い まで はお茶の 間の 話題 に な っ て い る為替相場の 前線で 働 くデ

ィ
ー ラ ー た ち は、 臼中は、 東京市場を相手に 、 午後 5 時以降 は 、

ロ ン ドン市

場を 、 夜 11 時以降は、
ニ ュ

ー ヨ ー ク市場を相手に 、 文字通 り24 時間たた

か い続けて い る。 デ ィ
ー ラー に 限 らず 、 国際取引の 多い 金融 ・商社の 労働者

に と っ て は 、 夜は残業で はな く、 通常業務なの で ある。

　金融 ・商社にか ぎ らず、 経済の 国際化は 、 業種 を問わず 、 日本の 労働者の

「残業 1 を常態化させ 、 長時間労働を固定化 して い る 。

　情報の 国際化に よ り、
い まや 、 リア ル タ イム で 世界の 情報が入るの が当た

り前の よ うに な っ た 。 ほ とん どの TV 局が 24 時間放送 を行 っ て い るの はそ

の 象徴で あ る 。

　 この た め
、 情報産業に働 くひ とびとの 深夜労働はますます多 くな り、 ジャ

ーナ リス トの 過労死 の 報はあ とを絶たない
。 そ して 、 こ うした金融 ・ 情報な

どの 基幹 産業が 24 時間体制に 入 る こ とに よ り、 流通 ・ 運輸 ・食品 ・印刷な

どの 産業 もこ れに従属 して 、 24 時間稼働に入 りつ っ ある 。

　人類は 、 長 い 歴史の なか で 、 日中は働 き夜は休息する とい う、 ほぼ 一
日を

周期 と した体内 リズ ム をっ くりあげて きた （サ ー カデ ィ ア ン リズ ム ） 。

　経済の 国際化に伴う深夜労働と日本企業の 過剰競争体質が合体する こ とに

よ り、 何百万年もかけて っ くられた人間の 生体機能が脅か され て きて い る。

m　 なぜ 死ぬ まで働 くの か

（1＞ 労働の 受容

　過労死 ・長時間労働を生み出す直接的な要因 は 、 企業に おける労務管理 シ

ス テ ム に あ る。

企業の 利益の た あに残業 もい とわず身を捧げて 働 く者を高 く評価 し、 賃金
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・ 昇 進面で 厚遇 し、 他方、 残業を拒否 した り休暇を長 くとるよ うな者に対 し

て は、 解雇 ・ 処分まで行 うの が 日本企業の や り方で ある。

　日本の 企業は労働者の 残業を望ん で い な い の に 、 勝手に労働者が遅 くまで

働い て い る 、 とい っ た議論が ときどき出され るが 、 ご く一
部の 例外はあ っ た

と して も、 現実の 労働現場に即 した意見で はな い 。

　また 、 労働者が遅くまで 働くの は 、 他 にや るこ とが無い か らだ 、 と して 残

業問題を専 ら相対的な選択の 問題に 解消 して しまうの も、

一面 的な議論で あ

る。

　日本の 労働者は、 か っ て の 奴隷の よ うに 、 鎖で は縛 られて い ない が 、 厳格

な成績管理 ・社内考課制度の もとで 、 精神的に 幾重 に も縛 られて い る 。 この

目に見え ない拘束 （と言 っ て も、 社内の ス ロ ー ガ ン掲示 や成績表は 目に見え

るが）の 存在を抜 きに して は、 日本の 長時間労働の 原因は解明で きない
。

　日本人 の 働き過ぎを論ず るとき、 しば しば、　「強制されて い るの か 」 そ れ

とも 「自発的なの か 」 とい う問題設定がな され るが 、 この 設定の しかた 自体

が不適切で ある。

　熊沢誠氏は、　「強制され た 自発性」 とい うかた ちで 、 この 問題の 解明を行

う方向を提起 して い るが 、 私 も同意見で あ る。

　この 強制と自主の 関係を過不足 な く把握 して 、 過労死に まで い た る労務管

理 シス テ ム を どう改革す るかが問われて い る。

  　低賃金が長時間残業の 原因か ？

  現代 日本の 長時聞残業の 主要な原因を低賃金構造 に求め る見解に 、 私は同

意で きない
。

　長時間残業の 原因を低賃金構造に求め る見解、 すなわち 、 残業賃金が魅力

とな っ て残業が多 くな るとの 見解は 、 これ まで 、 多くの 研究者 に よ っ て 繰 り

返 し主張 されて きた 。

　しか し、 かか る見解は 、 運輸産業などの 、 残業代が きち っ と支払われて い

る職場に 限 っ て 当て はまる説明で あ り、 かつ
、 残業をする場合の い くっ かの

動機 の ひ とっ を説明 して い るに過 ぎな い 。
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　過 労死発生 との 関係で言 えば、 残業代の た めに 死ぬ まで 働 くとい っ た実例

に私 は接 した こ とがない
。

  サ ー ビス 残 業が長時間労働に 占め る位置

　 91 年に行われ た 各調査 で は 、 約 50 ％弱の 労働者に無給残業 ＝ サ ー ビス

残業が ある こ とが 報告 されて い る 。

　 リクル ー トリサー チが首都圏に勤務す る男性 15 、 485 人を対象 に 91

年 11 月に実施 した調査結果 （有効回答率 19 ・ 7％）に よると、 残業手当

て の 一部 また は全部が支給されない 人が 45 ・ 1 ％とな っ て い る 。

　さらに 、 労働省職員の 組織で ある全労働省労働組合の 第 20 回労働行政研

究活動の 「労働基準法改定後の 労働者の 実態と問題点一中央報告書」 の 「2

　は びこ るサ ー ビス ・ 持 ち帰 り残業」 は 、 男性労働者の 46 ％が 、 女性労働

者の 36 ％が サ ー ビス 残業 を強い られて い る、 と報告 して い る 。 ちな み に 、

同報告の 基礎 とな っ た ア ン ケー トは、 同労組全国 18 支部で 取 り組 まれ、 9

0年 11 月か ら91 年 3月まで を中心 に 2384 名 （男 1453 名、 女 93
1名）の 労働者か ら回収 されて い る。

　そ して 、 重視すべ きは、 同報告書は 、 実労働時 間が増えて い る企業 ほどサ

ー ビス残業が 多い こ とを指摘 して い るの で あ る。 これに よ る と、 所定労働時

間が 減 っ たが 実労働時間が 増えて い る職場で は 、 サ ー ビス 残業が よ くあるが

30 ・ 2％ 、 ときどきあるが 26 ・5％ と 、 計 56 ・ 7 ％が サー ビス 残業の

荏在を認めて い る。 さ らに 、 所定労働時間が変わ らずかっ 実労働時間が増え

て い る職場で は 、 サー ビス 残業が よ くあ るが 33 ・ 2％、 と きどきあるが 2

9 ・ 2 ％ と 、 計 62 ・4％が サ ー ビス 残業の 存在を認 めて い る （表 4 ）。

　っ まり、 実労働時間の 増大が問題 に な っ て い る職場ほ どサ
ー ビス 残 業が は

び こ っ て い るの で ある。 残業賃金の 確保の た あ に残業をするの で あれ ば 、 な

ぜ 、 サ ー ビス 残業をす るの で あろ うか 。

　誤 解の な い よ うに繰 り返すが 、 私は 、 低賃金構造が長時間労働の 重要な要

因とな っ て い る職場が 存在 しな い 、 と主張す るの で な い
。 その よ うな職場 も

あるが、 そ れ は、

一部の 職場で あ り、 過労死まで 生む現代 日本全体の 社会分

析と して は 、 的を外 した見解だ と主張 して い るの で あ る。

　また 、 低賃金 が 長時間労働の 重要な要因とな っ て い る職場で も、 そ れはあ
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くまで 、 要因の
一

つ で あ っ て 、 現実に 労働者を長時間労働に お い や る動機の

中身は 、 もっ と多様で複雑で ある、 と私は言い たい の で ある。

　日本の 労務管理 シス テ ム は 、 低賛金構造 とい うよ り、 もっ と奥深い構造 に

よ っ て労働者を長時間労働に 駆り立て て い る。

  最後の 歯止めの ない 悲劇

　一 般に 、 過労死 は 、 脳卒中や心筋梗塞な どの 形で現れ、 発症即死亡 とい う

突然死 の 形態を とる。 しか し、 私た ちが 過労死 の 事例を分析 して い くと 、 多

くの 場合、 被災者に は何 らかの 体譌の 異常が発症前の 段階で 現れて い る。

　発症前に以前 とは違 っ た激 しい 頭痛が あ っ た り、 胸痛を覚えた り、 吐い た

り、 そ の 他様々 な前駆症状が お こ っ て い る。 問題は、 に もか か わ らず、 労働

者が疲れた身体に鞭打 っ て 出勤 し、 っ い に は倒れて しま う点で あ る 。 つ まり

、 長時間過密労働の延長線上 に あ る日突然過労死があるの で はな く、 長時問

過密労働の 結果健康が破壊 され 、 それで もなお、 長時間過密労働を繰 り返 し

た結果致命的な発症に 至 るの で ある。

　 と くに 、 88 年 6月以降は、 過労死が社会問題 と して ジャ
ーナ リズ ム に と

りあげ られ るよ うに な り、 労働者も家族も、 過労死に対す る不安を 自覚す る

ように な っ て きた
。　 「おれは この ままで は過労死 して しまうよ 。 」 と、 （冗

談風で はな く）真剣な顔で 訴 えて い た者が 、 現実に過労死 して しま っ た との

相談事例が 、 最近増えて い る。

　 したが っ て 、
「過労死 に い た るまで の 長時間労働」 の 背景を考え るに は 、

なぜ 、 健康を害 して もな お働き続 けるか 、
い う段階まで 突 っ 込んで 分析 しな

けれ ばな らな い
。

　 この 段階の 分析を行 うこ とは 、 俗に 言わ れ る 「好きで働い て死 ん だ」 とい

う議論の 問題点をよ り鮮明に して い くこ とに もなる。

注 1）

　この 労働時間統計に 関する拙論が 1991 年 7月 18 日付朝 臼新聞の 論壇

に掲載 されたが 、 これ に っ い て 、 ある調査員か らっ ぎの ような手紙をい た だ

い た 。
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　 「7月 18 日の 朝 日新聞の 論壇を読ませ て い ただ き 、 突然失礼で す が 、 お

便りさせ て い ただ きま した。 私は 、 あそ こ に と りあげ られて い る 『毎月勤労

統計調査』　（毎勤）と、　r労働力調査S　（労調）の 両方を永年続けて い る調

査員です。 あの 論旨とほ ぼ同様な こ と （実際は御指摘よ りも っ と厳しい ）を

考え続けて お り、 胸の っ かえ が お りた感 じで す。

　毎勤の うち 、 30 人以上は郵送 に よ る調査 、 5人以 上 30 人まで は 、 毎月

我 々 の よ うな調査員が 直接企業を訪問、 原則と して聴き取 り調査で す 。

　御指摘の 金 融保険業に っ い て は 、 ほ とん どは実働 7時間、 所定外はゼ ロ と

申告 され ます。

　証券で
、 内勤者は所定外も申告 された とこ ろがありましたが 、 外勤は給料

に そ の 分賃金 が組み 入れて 高くして あ るか らとの こ と。 残念なが ら、 我々 は

黙 っ て 書 き込むの みで す 。

… …

　金融 ・保険業以外で も、 営業関係 は所定外はな しと され る企業が 大部分 と

い うの が実情で す。 それで も、 調査 に協力 して い た だ ける企業は 、 とち らか

と言えば 良心 的な企業だ と思 うの で す。 建設業の 所定外ゼ ロ に も驚か され ま

す。

　問題 は こ れだけで はあ りませ ん 。

一番矛盾を感 じるの は、

一
時間で も出勤

した 日は
一

日に数え る こ と 、 所定 内労働時間の 中にパ ー ト ・ ア ルバ イ トの 分

も含まれ る こ とで す 。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 o

　つ ぎに 労調 。
こ ち らは御指摘 の 如 く比較 的正直と思われ ます。

コ ン ピュ
ー

タ
ー

関係の 入な どあきれる程の 長時間労働で 、 金融 ・保険業はそれ より少 し

短 い よ うで す 。 」
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一

三，856件中 一

　　瑛　 こ れ は 特徴的な もの を挙げた もの な の で，

　　　合計数は 合計檀淡件数とは 完全に は
一

致 しな

　 　 　 L ・e

（4｝ 病

　会祉経 営者 ・役員

〔会。管閣

現茱労働者

［
営菜 ・事務職

運転 手

控術職

・公務 員

心臓

82件

326件
450 件

390件
177件
137件

126件

名 （相談者の述 べ た病名に 基づ く）
一一 1，856陣名 一

膸出血

くも膜下出血

脳 血 筐 ・膸硬塞

心 筋榎塞

急性心 不全

　　　そ の 他

〔5） 被災者の 性別

　　　男　性

　　　女　性

　　　不 　明

302件
315件

124件
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339件
588件

（lfi．3 ％）
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（6。7％）

（10．1％）
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一 85一
N 工工

一Eleotronlo 　Llbrary 　



Japan Academy of Labor and Management

NII-Electronic Library Service

Japan 　Aoademy 　of 　Labor 　and 　 Management

表 2　 平成 3年孚均 の 1人 平均月間実労働時間数及び出勤 日数 （事業所 規模 5 人以 上 ｝

（毎 月勤労続 計髑査 ｝

衾 3　 過 労 死 被 災者 の 死 亡前 1年間 の 年間労働時 間例

　　　　　　　　　　　　 （労 災申請 ・裁判事件の 弁護団の 鯛査に よ る）

職種
・
地位 年齢 死 亡 （発症 ）時 年 間労働時問

  　製造業工場班長 48歳 正988年 2 月 3500時間

  外食席業冨1賠 長 25歳 1988年 8 月 3655時欄

  　師 1亅i巨設諦1’ 37歳 1987年 8 月 2969時間

  　 コ ン ピ ュ
ーター 33歳 1990イ「51

−
1 2892時llll

ソ フ ト

  　バ ス 運転予 37歳 1987年 4 月 3203時澗

  　印刷工 54歳 1987年11月 2858時閲

  銀行員支店次 長 54歳 1989年玉2月 3089時間
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衷 4　 労働時閲の変化 とサ ービ ス 残業 （全労働1991年｝

所定労働時間 と サ ービ ス 残業の 有無

実労働時間の 変化 よ くある とき どき
’
な い 合　　計

1．所定減実労働増 30．2％ 26．5％ 43．3％ 1DO．0％

2．所定減実働変化無 23．9％ 29，9％ 46，2％ 100．0％

3．所定減 実働減 9，4％ ユ7．7％ 72．9％ 100．0％

4．所定変無実働増 33．2％ 29．2％ 37．5％ 100．0％

5．所定変無実働変無 14．4％ 19．5％ 66，0％ 100，0％

6．所定変無実働減 14．o％ 25．4％ 60．5％ 100、0％
7．所定増実働増 35．0％ 10．0％ 55，0％ 100．0％
8，所定増実働変化無 0．0％ 45，5％ 54．5％ 100，0％
9，所定増実働減 23．1％ 23．1％ 53．8％ lOO，0％
10，その 他 ・ 不明 17．9％ 23，9％ 58．2％ 100．0％

羇卜 20．0％ 23．6％ 56，5％ 100．0％
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